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1. はじめに 

1.1. 幸福研究の歴史 

 幸福に対する問いは、古代ギリシャの時代から論じられ哲学や倫理学、文学を中心に研

究されてきた。幸福の議論の起源である古代ギリシャのソクラテスは、プラトン『エウテ

ュデモス』において、すべての人は幸福であることを望むとし、幸福へのひとつの道筋と

して、知恵を求め哲学することを主張する。 

 

人間は誰でも幸福を欲求する。しかし幸福のためには何が必要なのか？ 富か，健

康か，美か，名誉か……？しかしそれらが益となるためには正しく用いられなけ

ればならない。正しい使用を可能にするのは知である。また知恵なくしては，そ

れらはむしろ害となる。それゆえ幸福になるためには，知恵（ソピアー）を求め

（ピロ）（＝哲学し）なければならない（金山 2013：17）。 

 

 この議論では、幸福の語句の定義として「エウ（よき）ダイモニアー（神霊の祝福）」

や「エウ（よく・うまく）・プラッテイン（行なう）」が用いられ、現在のアメリカ心理

学でいう「Eudaimonia：エウダイモニア」の語源となる。アメリカ心理学会の幸福解釈

の主流としては、幸福な人生とは意志に基づいた Eudaimonia によって達成される。ま

た、Eudaimonia は日本語では「魂」と訳され、「幸福とは魂が入った人生」とする見解

もある（大石・小宮 2012：7）。心理学においては、個人の幸福を論じる際に「エウダ

イモニア的幸福」として、ただある状態にとどまらず行動が伴うとの見解から、精神的な

側面や良好な心理的機能という概念を重視する研究も多く存在する（Ryan and Deci 

2001；Michaelson et al. 2009；Clark and Senik 2011；Huppert and So 2013）。

OECD は、「エウダイモニア的幸福は、回答者の反省的評価や情動状態を超越して、そ

の人の潜在能力の機能と実現に焦点を当てるものである（OECD 2013 = 2015：52）」と

議論している。このように幸福は、多くの学問の分野を超え議論が重ねられ、2000 年以

降、心理学の発展と社会学や経済学の様々な統計手法によって、幸福はさらに多くの研究

がなされるようになった。本研究においては、プラトンの議論でいえば「幸福のために何

が必要なのか」という視点に立ち、所得や個人の特徴から幸福度を分析する。 

経済学などの社会科学の分野において、幸福研究が注目を集めるきっかけとなった研究

に Easterlin（1974）がある。Easterlin は、一国の時系列分析において、所得の上昇が
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必ずしも幸福の上昇をもたらさないこと、また、国際比較においても、高所得国の幸福が

必ずしも高いとはいえないことを 1974 年の論文で明らかにした。これらが後に幸福のパ

ラドクスやイースタリン・パラドクスと呼ばれるようになった。この業績により

Easterlin は、幸福経済学研究の第一人者となった。上記研究では、合計 21 カ国のデー

タが用いられているが、その出所は 3 つの調査である。AIPO（the American Institute 

of Public Opinion） によりアメリカについての 1946-70 年のデータが得られ、イギリ

ス、西ドイツ、タイ、フィリピン等 7 ヶ国については World Survey III として幸福度に

ついての調査が 1965 年に行なわれている。そして、アメリカ、キューバ、ナイジェリ

ア、ポーランド、日本等 13 ヶ国についてはカントリル Ladder 調査が 1959-62 年の幸福

度を調査している。 

 Easterlin（1974）によると、人々は、個人所得といった実際の経済状況を重視し判断

するよりも、社会規範・消費規範（social norm）や生活水準（standard）と比較し、自

身が幸福かどうかの判断をする傾向がある。つまり、人々は隣人（自分の所属する社会全

体）と自分の生活水準を比較し、相対的に自分の幸福を評価する。このため、一国一時点

においては、皆が比較する一定の社会規範・消費規範（ social norm）や水準

（standard）が存在し、所得と幸福度に相関が見られる。一方、10 年前の自分と今日の

自分の生活水準を比較し幸福を評価することはなく、時と共に生活水準に対する欲求は高

まる。このため、一国時系列分析においては、所得と幸福度の相関は見られない。加え

て、隣人と自分の生活水準は比較するが、他国に住む人々の生活水準は遠く比較しない。

このため、国際比較においても、所得と幸福度の相関が見られないとされる。 

 この説明に反論したのが、Veenhoven（1991）である。Easterlin の幸福とは他者との

比較により相対的基準で決まるとする見解に対して、Veenhoven は、相対的な一面もあ

るが、幸福とは自身の感情に依拠し絶対的基準で決まると反論した。すなわち、幸福には

衣食住といったベーシックニーズの充足を満たす必要があり、絶対的な基準が存在すると

主張した。この根拠として、Easterlin（1974）の国際比較研究と同じデータを用いて、

所得を対数変換せずに絶対値で分析し、幸福度と所得との間に緩やかな正の相関が見られ

ることを発見した。つまり、なんらかの絶対的なニーズは世界共通に存在し、高所得国ほ

ど幸福度が高いことが示された。特筆すべきは、所得のプラス効果は徐々に弱まる点であ

る。ここで、のちに所得の飽和点仮説とも呼ばれる議論が出てくる。 

 幸福のパラドクスに関する議論は現在も続いている。Easterlin（1974）は、幸福のパ
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ラドクスが生じる要因として他者との社会的比較（social comparison）によると指摘し

た。後の研究からは所得と幸福度の関係は、自己との比較（adaptation or habituation）

も指摘されている。自己との比較としては、経験への順応や野心レベルの影響がある

（Clark, Frijiters and Shields 2008；Frey 2008）。所得の幸福度への影響としては、経

験への順応がおこる。つまり、過去の自分と比較し現在の自分の所得が増加しても、新た

な環境に順応し、一時的な幸福をもたらすが長期的には一定の水準（hedonic 

treadmill ）に戻る（ Brickman and Campbell 1971 ; Frederick and Lowenstein 

1999）。結果、人々は決して満足せずより高い所得を求め、所得の上昇とともに野心も

さらに上へと調整される（Frey 2008）。 

 幸福のベーシックニーズに焦点を合わせた研究を行う経済学者の中では、経済発展の初

期においては個人所得といった経済的状況がより重視されるとの見解もある。Diener 

and Seligman（2004）によると、経済発展の初期状態ではベーシックニーズを満たすこ

とが主要な課題であり、その際に経済指標はより重要な役割を果たすと指摘されている。

そしてベーシックニーズを満たした後には所得面の影響は限定的にとどまり、精神的な健

康やポジティブな社会関係、仕事から得られる喜びといった精神面に関わる要素の役割が

大きくなる。Diener and Seligman（2004）は幸福に影響する領域は、社会条件

（societal conditions）、所得（ income）、仕事（work）、身体的健康（physical 

health）、精神的健康（mental disorders）と社会関係（social relationships）の６つに

集約されるとも主張した。 

 OECD（2013）幸福研究のガイドラインでは、重要な研究課題として幸福の測定方法

をあげている。世界各国では、異なるコンセプトに基づいた異なる方法で調査されてお

り、この差異によって、国際比較を行うことが困難となる。加えて幸福のパラドクスにつ

いては、上限なく増加し得る所得データと上限がアンケート調査で設定される幸福度のデ

ータの性質の違いによるとの指摘もあり、「GDP はどこまでも増加できるようにつくら

れているが、幸福度（アンケート調査や日記分析による）の方はどこかで頭打ちになる」

との批判もある（Coyle 2014 = 2015：116）。幸福のパラドクスへの様々な見解はある

が、GDP のみで人々の実情や幸福を測ることに疑問を呈した点において、その重要性は

評価される。測定方法に対する議論は現在も続いているが、「主観的幸福に関する妥当な

データの収集は可能である」との見解も示されている（OECD 2011 = 2012: 313）。ま

た、主観的幸福は他の経済指標よりも主観的であるが故に「満足」「幸福」といった概念
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が、理解しやすく無回答率が低いという利点もある（OECD 2011 = 2012: 313）。文化

的バイアスに関しても、主観的幸福に関する質問事項は同じように理解される事を示す研

究もある（OECD 2011 = 2012：314）。 

 Di Tella and MacCuloch（2008）においては、経済に関連する指標と幸福度の分析が

行われている。経済学の従来のテキストで説明されてきた典型的な個人選好の構成要素に

焦点を当て、幸福との関連を分析している。構成要素は、「所得、所得の変動、仕事の労

力、平均寿命、余暇、余暇の質やその予想される時間」等からなる。1975-97 年の

OECD 諸国における 40 万人のアンケート調査から、各構成要素の幸福への寄与を明らか

にした。国や年の影響をダミー変数でコントロールした後に得られた結果によると、最も

大きな影響を与える要素は、「所得の増加」と「平均寿命の延伸」である。Liz Mineo

（2017）の The Harvard Study of Adult Development の 75 年間 724 人の男性を対象に

した研究によれば、人々を健康かつ幸福にする要素は「人間関係」であり、周囲とのつな

がりが健康を促進し、対して孤独は寿命を縮めるとされ、家族や友人、コミュニティーと

のつながりが強い人ほど幸せで健康的に長生きすることが主張されている（URL 1）。 

 アジアの幸福に関しては、アジア・バロメーター世論調査（以下アジア・バロメータ

ー）の一部を用いた研究に真鍋（2006）がある。この研究の国際比較部分は、アジア・

バロメーターの 2004 年パネル・データを利用し、1 人あたり GNP と幸福度の 2 変数を

相関分析している。各国の幸福感は、（Very happy：+2 〜 Very unhappy：−2）で平均

値を算出する方法が取られている（真鍋 2006：62）。アジア 10 カ国（中国、マレーシ

ア、ミャンマー、タイ、ベトナム、カンボジア、インドネシア、ラオス、フィリピン、ブ

ルネイ）の 2004 年の調査から、所得の増加に伴い幸福度が上昇することを明らかにし

た。上記分析は、2004 年に限定され一時点における分析である。加えて、幸福度と所得

以外の詳細な変数分析がないため、幸福に影響する要因が十分に明らかになったとはいい

難い。 

 

1.2. 幸福の定義 

 幸福とは、日本語では「心が満ち足りていること」と定義されている（広辞苑）。では

心が満ち足りているとはどういう状況なのだろうか。宝くじが当たるなどの一時的な幸運

により満たされた状況なのか、自己実現が叶い満足した人生や生活を送っているなど継続

的に満たされた状況なのか日本語の定義だけでも多くの状態が想定される。このため、幸
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福は様々な要素を含み全てを網羅する一つの定義することは不可能に近い。先行研究では

「生活に満足し、喜びを感じることが多く、悲しみや怒りといった嫌な感情を感じないな

らば、その人の幸福度は高い。反対に、生活に不満があり、喜びや愛情をほとんど感じ

ず、怒りや不安のような感情を抱くことが多いならば、その人の幸福度は低い（Bok 

2010：12）」が包括的な定義として用いられる。 

 英語では、「Happy」、「Happiness」、「Well-Being」、「Life Satisfaction」等が

主に用いられ、日本語では、「（主観的）幸福度（感）」、「幸せ」、「（主観的・生

活）満足（度・感）」、「（主観的）厚生」、「ウェルビーイング」等で翻訳されること

が多い。質問項目の文言や定義だけでも多様であることに加え、回答項目の文言にも曖昧

な定義がある。たとえば、very は、個人や集団により理解が異なるとの指摘もある

（Schaeffer 1991）。文言や翻訳のバイアスに加え、質問の順序による差異など様々な要

因が複雑に影響する。このため、文言や翻訳のバイアスだけを完全に取り除くことは実際

には難しい。また、幸福は、状態（state）ではなく特性（trait）によるとの指摘もある

（DeNeve and Cooper 1998）。特性によるならば、幸福は外的な影響を受けないことに

なる。どの社会にも幸福感に対して、常に変化のないもしくは外的要因に大きく左右され

ない一定数の人々がいると考えられる。そうした人々は、全ての国や集団に存在すると仮

定し、その他の幸福感が変化する人々に焦点を当て分析する。文言のバイアスは、仮に

「幸福度（感）」、「生活満足度」、「幸せ」それぞれに複数の回答を得られたとして

も、どの言葉が「最良」といえるのか明らかではない。 

 幸せを用いた論文数からもっとも一般的に利用されている語句を確認する。Scopus の

キーワード別の検索を利用すると、Happy（3,042）、Happiness（13,974）、Well-

Being（46,635）、Life Satisfaction（52,209）となり、Life Satisfaction がもっとも多

用され、次に Well-Being が利用されている（2020 年 10 月 17 日時点）。こうした幸福

の概念の多様性があることを念頭に置き、本研究では分析を進める。 

 本稿ではアジア・バロメーターの調査結果を利用した。上記調査における幸福度の質問

項目は、順序による影響が少ない冒頭付近、第 4 問目で問われる。翻訳バイアスは完全

に取り除くことはできないが、質問票を英語と現地言語で詳細にチェックするなど努力が

なされている。回答は、数字のみではなく各数字に該当する言葉が付属された尺度、すな

わち言語ラベル付きの 5 段階評価が用いられる。具体的には、「All things considered, 

would you say that you are happy these days?（総合的にみて、あなたは近頃幸せだと



 
 
 

6 

思いますか。）」の質問に対して、幸福度を「1」といった数字だけの選択肢ではなく、

「1」に該当する言葉として「Very happy（非常に幸せ）」を記載する方法である。回答

の精度に関しては、言語ラベル付きの方が安定した回答が得られる 1。分析においては、

国別ダミーを用いることで、対象国全体での影響を確認することができ、国ごとに予想さ

れる翻訳や文化的な差異を取り除くことが可能である。国別ダミー自体の解釈において

は、翻訳や文言の概念的な違いによる差異であるのか、実際の価値観による差異であるの

かに注意し分析を進める。 

 

1.3. 問題意識 

1.3.1. GDP=幸福なのか 

 GDP で測られる所得が増加すれば、人々の幸福も上昇するのだろうか。所得が増加し

ても人々の幸福は必ずしも上昇しないことが Easterlin（1974）によって発見されてい

る。各国の政策に差異はあるが、アジア諸国では国の発展段階を GDP で測り、GDP で

表される豊かさの向上を目指している。一方で、幸福のパラドクスがアジアでも共通の現

象ならば、現在の経済成長を中心に見据えた開発計画は人々に幸福をもたらさない。どの

様に国の発展を測れば良いのだろうか、これが本研究の着眼点である。 

 GDP の目的は、一国の総生産額を測定することである。一方で、各国の新聞、雑誌に

おいても GDP は頻繁に報道され、「1 人当たり GDP が高い国ほど国民は幸せだと暗に

いっている」（Hubbard and O’Brien 2006 = 2014：293）。つまり GDP は、幸福度の

尺度として現在最も広く利用されている。しかし、実際には GDP の増加は、人々の幸福

の増加を表すのであろうか。たとえば、渋滞による燃料の消費であっても GDP は増加す

るが、人々の幸福感は上昇するとは考え難い。このように、GDP と人々の幸福が結びつ

かない理由を GDP 指標開発の歴史的背景から確認する。 

 GDP の前身ともいえる国民所得を測る試みは、イギリスのウィリアム・ペティの 1665

年の研究から始まった。イギリスの役人であり学者であった彼は、国の富や所得を計算す

                                                  
1 言語ラベルの有無に対する信頼性の議論は、言語ラベルのある方が信頼性は高いとの指

摘がある。Alwin and Krosnick （1991）によると、アメリカの 3 期間の 5 つのパネル調

査データを用いた政治的態度尺度（7 段階）の信頼性の研究において、平均信頼度は言語

ラベル付きが 0.78 に対して、両端のみのラベルでは 0.57 に落ちている。 
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る重要性に気づき、イングランドとウェールズの人口、土地、支出、収入そしてその他の

資産推計を作成した（Bos 2008：13-4）。大きな転換期となったのは、アダム・スミス

の 1776 年の『国富論』とアルフレッド・マーシャルの 1890 年の『経済学原理』であ

る。アダム・スミスにより労働は、「生産的労働」と「非生産的労働」に分類され、物質

的な生産を伴う産業と物質的な生産を伴わないサービス業に分けられた。アダム・スミス

以降、国民所得は、「生産的労働」を測る指標として開発され、サービス業は長い間重視

されずにいた。後に、アルフレッド・マーシャルにより労働は、「富には物質的な富と、

個人的あるいは非物質的な富とがある」と再定義され、非物質的な富として経済の大部分

を占めるサービス業を重要視し、国民所得にサービス業が含まれるようになった（Coyle 

2014 = 2015：17）。 

 国民所得が、実際に国際比較に耐え得る指標として利用できるようになったのは、サイ

モン・クズネッツの研究以降である。現在の GDP に相当する指標は、世界大恐慌

（1929-33 年）と第二次世界大戦（1939-45 年）をきっかけに開発された。1920-30 年

代、イギリスでコーリン・クラークによって、4 半期ベースで国の収支を計算する方法が

開発され、恐慌下での政策に利用された。また、サイモン・クズネッツが、政府の要請を

受け、上記コーリン・クラークの方法を参考にアメリカ版の国民所得を把握することに成

功し、ルーズヴェルト政権下のアメリカ経済が恐慌を抜け出す一助となった。後に、上記

の研究によりクズネッツはノーベル経済学賞を受賞する。彼は、国民所得計算について以

下のように述べている。 

 

「ほんとうに価値のある国民所得計算とは、強欲な…軍事費や大部分の広告費、 

それに金融や投機に関する出費の大半は現在の金額から差し引かれるべきであ

り、また何よりも、我々の高度な経済に内在するというべき不便を解消するため

のコストが差し引かれなくてはならない…」（Coyle 2014 = 2015：20） 

 

 国民所得に対するクズネッツの見解は、現在の GDP にも当てはまるのではないだろう

か。当時、クズネッツは軍事費、広告費や投機への出費などは国民所得には含めるべきで

はないと考えていた。クズネッツが意図した当初の国民所得であれば、人々の幸福を捉え

る指標となりえたかもしれない。しかし現在の GDP の潮流は、クズネッツが目指した指

標とは異なる。アメリカ商務省のミルトン・ギルバートを中心とする経済学者によって提
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唱された「政府の購入物をすべて国民生産に含める」方法すなわち、軍事費といった政府

支出も含めた形で国民所得は計算されることとなった（Coyle 2014 = 2015：22）。この

計算方法によって、アメリカで 1942 年に初めての GNP 統計（のちの GDP）が発表され

た。 

 ここで重要な点は、GDP は戦時下で国力を測ることを目的に開発されてきたことであ

る。開発の背景を鑑みても、GDP の増加が必ずしも人々の幸福の上昇をもたらさないの

は明白で、現実の人々の幸福と乖離しているといわざるを得ない。実際に主観的幸福の指

標が GDP よりも社会の実情を正確に捉えた例として、2010 年にチュニジアのジャスミ

ン革命に端を発した「アラブの春」がある。当時、チュニジアの 1 人当たり GDP は、

2008 年 8,891 米ドルから 2010 年 9,489 米ドルで 7％増加していた。一方で、Gallup 社

がチュニジアで実施した生活満足度調査で満足度が高いと回答した割合は、24%から

14%に急落している（OECD 2013 = 2015：60）。GDP だけでは人々の生活や幸福は

決して測りきれない。「アラブの春」以降、中東地域はより混迷の時代を迎えた。現在も

続くテロとの戦いは「アラブの春」が発端となり拡大の一途を辿った。歴史に「もし…」

という可能性はないが、もし「アラブの春」が起こる以前から GDP を唯一の基準とせず、

人々の実感に近い幸福を重視した政策がとられていたならば、現在の多発するデモやテロ

は縮小していたかもしれない。 

 テロやクーデターは、幸福度へ密接に影響する。Clark and Stancanelli （2017）では、

2013 年 4 月のボストンマラソン爆弾テロ事件が、人々の幸福度に重大なマイナスの影響

を与えたことを実証している。Akkemik（2020）では、2016 年 7 月のトルコのクーデタ

ー未遂事件について、クーデター前後の期間を分析し、人々の幸福、生活満足度、社会的

信用に対してマイナスに影響することが検証されている。このように GDP という経済の

一側面からだけでは、人々の幸福を捉えることは困難である。 

 

1.3.2. 幸福をはかる試みとその課題 

 こうした様々な社会現象から GDP が上昇することが幸福の増加を意味しない、GDP

の限界が認識されるようになった。こうした流れを受け、世界各国では幸福を測る試みが

始まった。代表的なものをあげると、ブータン政府の国民総幸福量（Gross National 

Happiness：GNH）、経済協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation and 

Development：OECD）のより良い暮らし指標（Better Life Index：BLI）、国連開発計
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画（United Nations Development Programme：UNDP）の人間開発指数（Human 

Development Index：HDI）がある。民間団体としては、アメリカの Gallup World Poll、

ヨーロッパの Eurobarometer、世界価値観調査（World Value Survey：WVS）が様々な

方法で幸福を測定している。しかし国際標準となる指標はいまだ確定しておらず、その開

発と研究が続いている。 

 つぎに、東アジア地域における幸福研究の問題点についてみていく。グローバル化の進

む現代において、西洋と東洋、欧米地域とアジア地域の差異は、文化や生活面全てにおい

て縮小している様にみえる。グローバル化が幸福感に対してどのように影響するのかを明

らかにするには、多角的な視点からアジアの国々を対象とし国際比較する必要がある。し

かし、ひとつの国や地域を対象とした研究はあっても、東アジアの実像を俯瞰的に分析し

た研究は少なく、幸福の差の有無や詳細は明らかではない。欧米において開発された

GDP という１側面からだけではなく、東アジア地域の幸福を様々な指標を効果的に用い

て多面的に明らかにすることは、今後より重要な課題となることが予想される。先進国や

途上国という区別なく国の政策決定において、幸福指標を一つの判断材料として確認する

ことで、実際の人々の生活により近い感覚や実感を伴った政策が可能になるのではないか。

これらが、幸福を明らかにする本研究の意義および問題意識である。 

 従来の欧米諸国を対象とした研究からは、幸福感の男女差が指摘されてきた（Helliwel 

l et al. 2020 : 132-46）。上記研究では、いずれもコントロール変数の女性ダミーがプラ

スに推定されている。東アジア地域においても共通して幸福感の男女差はあるのだろう

か。幸福感は、様々な社会における規範意識の影響があるといわれてきた。たとえば、日

本人女性の一生涯を考えてみると、学歴・職業・結婚・家事・育児・介護と様々な人生の

岐路がある。学歴から考えると、アジア諸国に比べ大卒の割合が高く、男女差も小さい。

日本社会では、2009 年には大学進学率は 50%を超え、大学教育の拡大により、「日本型

学歴インフレーション」とさえいわれている（石田浩 2017：91-3,107）。一方で、学歴

の男女差が少ないと考えられる日本においてさえ、大学の専攻を決める際にも文系に女性

が多く理系に男性が多いなど、その選択はすでに社会規範の影響がみられる。世間の目と

もいえる規範意識に影響された学歴は、つぎの職業選択にも影響を及ぼす。 

 職業から考えると、日本社会の新卒採用には総合職と一般職としての雇用がある。従

来、キャリアを目指す女性は総合職を受けることが多く、早期に結婚や退職を考える女性

は一般職を選択するといった慣行があった。ひとつめの岐路として、男性にはない一般職



 
 
 

10 

という選択肢を取った女性は、幸福感においてどのような影響を受けるのだろうか。もし

くは、男性と同様に総合職として働く選択をした場合も女性の管理職の割合が低い 2日本

社会では、女性の働き方は男性と同様またはそれ以上を求められる（労働政策研究・研修

機構 2016：56）。男性でさえ過労死が問題となるような働き方に女性が参入した結果と

して、家庭生活か自身のキャリアかの選択を迫られる女性も少なくない。結婚や育児によ

る休業がキャリア形成に影響を与え、非正規雇用の割合においても、2010 年時点の男性

が 18.2%に対して女性の割合が 53.3%と大きな差が確認される（石田浩 2017：93）。女

性が非正規雇用として働く場合の一つの要因に、家事や育児がある。 

 結婚という視点にたてば、現在は「婚活」という言葉があるように就職活動と同様に結

婚するための活動が必要な社会構造になりつつある。男女差は、結婚の選択肢においても

存在する。たとえば「結婚する」「結婚しない」という選択肢は、男女ともに平等なはず

である。しかし 2015 年の国勢調査によると、50 歳の生涯未婚率は、男性で 23.4%、女

性で 14.1%とその差が大きい（URL 2）。こうした結果からも女性に対する社会規範つ

まり家族や世間一般から、結婚は必ず通るべき人生のステップであるという、圧力が大き

いのではないだろうか。こうした社会規範の影響は、同じ女性間でも年齢により異なるこ

とも予想される。加えて、離婚に関する意識も男女差が大きい。一般的に離婚歴のある男

性に比べ、同様に離婚歴のある女性の再婚率が低い 3。つまり女性の結婚は、男性に比べ

てやり直しが難しいということかもしれない。離婚や死別に対する影響は、経済的な面も

含め、どのように幸福感に影響するのだろうか。 

 一方で結婚を選択した場合、家事労働の問題が大きくなる。NHK 放送文化研究所の

「2015 年国民生活時間調査報告書」によると、日本人の家事労働時間は男性が約 54

                                                  
2日本の女性管理職割合は、11.3%（2014）で韓国 11.1%についでワースト 2 位（15 カ国

中）、両国はワースト 3 位のマレーシア 22.2%からも大きく差が開いており、アメリカは

43.7%、フランスは 32.7%と世界的にみても非常に低い。 

3 「「生涯未婚率」男性が圧倒的に高いワケ」『読売新聞』2018 年 8 月 9 日。2016 年の

婚姻件数において「再婚男性と初婚女性」が 9.7%、「再婚女性と初婚男性」が 6.9%で、

両者には約 1-2 万人の差があり、統計開始の 1975 年以降 40 年以上同様の傾向が続いて

いる。 
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分、女性が約 4 時間 18 分 4で 4 倍以上の差があることからもわかるように、男女で大き

く異なる（URL 3）。1 日 24 時間は誰しもに平等に与えられ、同じ時間の中で仕事を続

けながら家事に費やす時間が長いことは、幸福度に影響を及ぼすのだろうか。家事労働に

おいては、世帯構成の影響が大きいとも考えられる。一般的に女性にとっては女性側の家

族と同居または近居の場合、家事負担が減ることが多い。一方で、男性側の家族と同居ま

た近居の場合、影響は異なる（URL 4）。先進国である日本では、食洗機、洗濯機や全

自動掃除機など家事負担が軽くなる電化製品も普及してきている。一方で、現代の女性は

家事を軽減する方法は様々に開発されたが、開発される以前の女性よりも時間に追われる

生活をしているのではないだろうか。家事の問題は、男女の意識の問題ともいえる。社会

において、女性が男性よりも常に不利であると感じる度合いが大きい人ほど、女性である

が故の家事負担や職業上の不平等を味わっているのかもしれない。 

 子供を授かることができるかどうかという問題はあるが、子供を持つのか持たないのか

という選択は、基本的には個人の自由である。しかし、実際には収入などの制限によりそ

の選択肢がない人もいる。子供を持つという選択をとった場合、育児休暇の取得や保育所

の確保などの問題を解決することなしに、仕事を変わらず続けることは難しい。育児は世

帯構成による影響も大きい。近くに親族が住んでおらず、男性がフルタイムで深夜まで働

く場合、女性が 1 人で育児を担ういわゆる「ワンオペレーション育児」という問題もあ

る。また、キャリア形成において重要な時期とリスクの少ない出産の時期は、多くの場合

20 代から 30 代と重なりが大きい。このため、キャリアをとるか子供との時間をとるかと

いった選択を迫られる場合も多く、どちらの選択肢も女性の幸福度に対する影響は小さく

ない（橘木 2020）。仮に子供を持つことによって得られる幸福度の上昇よりも、それに

付随する要因（育児に費やす時間や教育費の負担といった直接費用、加えて育児のために

失った昇進のチャンスなどの間接費用）によって幸福度が低下するならば、子供を持たな

い選択をとる女性が増えることが予想される。 

 少子高齢化社会の日本において大きな問題のひとつである介護においても、女性の担う

役割が大きい。専業主婦が多い社会においては、介護は長らく女性の仕事とされてきた。

現代では既婚女性に加え、独身の女性が自分の両親の介護を担うことも増えており、介護

                                                  
4 NHK 放送文化研究所によると、日本の女性の平日の家事労働時間は、専業主婦が平均

6 時間 35 分、有職女性で 3 時間 23 分。 
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離職も大きな問題となっている（小山 2012）。育児や家事と同様に、介護の担い手とし

て女性の役割が大きく時間のみならず心身的な負担を考えると、幸福度に対して影響が予

想される（川本ほか 1999）。日本社会という視点からでも、男女によって幸福感への影

響が異なることが予想される。このような傾向をアジアに広げれば、共通の問題が浮き彫

りになるのではないだろうか。 

 幸福度には格差が存在する。幸福度の格差は男女間のみならず、女性間にも存在する。

たとえば、日本人女性の幸福度を 20 年近く追いかけた慶應義塾大学パネル・データ設

計・解析センターの『消費生活に関するパネル調査』の結果によると、就労する既婚女性

（以下：働く妻）は専業主婦よりも幸福度が低いとされる（URL 5）。同調査において

子供の有無の影響を含めると、幸福度は、子供がいない主婦、子供がいない働く妻、子供

がいる主婦、子供がいる働く妻の順に高い。上記の結果はあくまでも日本社会における女

性全体の傾向であるが、女性間に幸福度の差が生じている。韓国においても女性間の格差

は存在する。韓国では、働く妻は週平均で約 50 時間勤務しており、家事負担も大きい。

（Tsuya, Bumpass and Choe 2000）。上記の労働時間は、日米における働く妻の平均

36 時間と比較しても長い。結果、韓国では仕事と家事のバランスを取ることが困難な働

く妻ほど、心理的なストレスを感じる傾向が強いと指摘されている（Lee, Um and Kim 

2004）。こうした現状を鑑みると、女性の就業とともに幸福格差が拡大するとも予想さ

れる。アジアにおいて推進される女性の社会進出が、女性間の幸福にどのような影響を及

ぼすのだろうか。これからのアジア人女性にとっての多様な幸福のあり方を明らかにする

上でも女性間の幸福格差を検証することは重要といえる。 

 

1.4. リサーチ・クエスチョン 

 この論文では３つのリサーチ・クエスチョンを取り扱う。先ずはじめは、アジア地域の

国際比較における幸福のパラドクスの有無である。Easterlin（1974）の研究以前、所得

の増加は幸福度の上昇を伴うと考えられていた。しかし、上記研究により、所得の増加は

必ずしも幸福の上昇を伴わないことが明らかとなり、幸福のパラドクスとして知られるよ

うになった。のちに、データの曖昧さ等様々な問題が指摘され、現在も議論が続いてい

る。主な論点は以下の 3 つである。1 つめは、幸福は相対的なものか、絶対的なものか。

2 つめは、所得の効果は、逓減的なもので飽和点が存在するのか。3 つめは、データ設計

に付随する問題を解決し、各国比較は可能なのかである。これらの論点を踏まえ、本稿で
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は、所得水準の異なるアジアの国々を中心とした国際比較を行い、幸福のパラドクスの有

無を確認する。 

  第 2 のリサーチ・クエスチョンは、アジア 7 カ国において個人の特徴からみた特有の

幸福要因は存在するのかである。共通する幸福要因には、男女差が存在するのかも分析す

る。個人の特徴を捉える変数は、研究により幅がある。生活の満足度に影響を及ぼす項目

は、遺伝的特質を除くと６つの要因に集約されるとの研究結果もある（Bok 2010 = 

2011：21）。「結婚、社会的関係、仕事、健康状態の認識、宗教そして政治・行政の

質」の６項目である。また、OECD の幸福白書における主要部門は、「所得と富、仕事

の質、住宅、健康、知識と技能、環境の質、主観的幸福、安全、仕事と生活のバランス、

社会的つながり、市民参加」の 11 の側面が幸福に関連するとされ、幸福指標開発の枠組

みとして利用されている（OECD 2020）。こうした項目に即し分析する。 

  国別に女性の幸福水準や影響する要因は異なるのかが、第 3 のリサーチ・クエスチョ

ンである。女性間においては、男性よりも急激な社会進出とその変化ゆえに大きな差が生

じているのではないだろうか。実際に、日本の幸福度の不平等においては、Niimi

（2018）によれば世帯所得や引退後の生活の不安定さがマイナスの要因になることが明

らかにされている。女性間においても幸福の不平等は、存在すると考えられる。どのよう

な要因が女性間の不平等を拡大し、反対に縮小させるのだろうか。 

 本稿の構成は以下に従う。ひとつめのリサーチ・クエスチョンは、第 2 章において幸

福度と所得に焦点を合わせ、全体と国別の比較から概略を確認し予備的分析を行う。第 2

のリサーチ・クエスチョンであるアジアの幸福要因に対しては、第 3 章の順序プロビッ

ト分析を用いて分析し、男女差についても論じる。第 3 の女性間の格差に対しては、第 4

章の RIF 分析を利用し分析する。上記のリサーチ・クエスチョン３点を終章で論じる。 
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2. 各国概要 
 幸福度は、所得だけでは決まらない。幸福度には様々な要素が影響を与えることは明ら

かになっている。様々な幸福要因は次章以降に確認し、本章においては、分析に用いるア

ジア・バロメーターのデータの概略から所得と幸福度に焦点を当て全体像を明らかにす

る。従来の研究で指摘されてきたように所得の飽和点が確認され、イースタリン・パラド

クスの傾向があるのかは次章以降の統計分析からも明らかにするため、本章ではその傾向

を視覚的に確認していく。本章の構成は、はじめに本稿で利用するデータ概要を確認す

る。つぎに分析の対象とする国の平均幸福度を時系列で確認し、どのような傾向があるの

か全体像を示す。続いて、幸福度平均値と所得尺度の関係から、所得の飽和点が存在する

のか分析する。 

 

2.1. データ 

 分析においては、幸福および個人の特徴に関するデータはアジア・バロメーターを利用

する。アジア・バロメーターは、2003〜2008 年までアジアの 29 の国と地域を対象に行

われた世論調査である。調査は、中央大学の科研費プロジェクト「アジアバロメーターを

通じたアジア人の生活・規範・価値の実証研究」によって行われた。データは、2003〜

2007 年まで公開されており、ミシガン大学 ICPSR データアーカイブまたは、東京大学

社会科学研究所付属社会調査・データアーカイブ研究センター（SSJDA）より入手可能

である。本研究においては、SSJDA から入手した「躍動するアジアの価値観に関する調

査（アジア・バロメーター）」調査結果を利用する。本研究では、2005 年を除く 2003〜

2007 年の調査結果を利用し、2006,7 年の質問票は共通であるため 1 年分のデータに統合

し利用した。表 2.1 は、年ごとの調査が実施された国および地域の一覧である。なお、国

および地域名はアジア・バロメーター調査時の表記に依る。幸福のデータに関しては、国

連の世界幸福度報告（World Happiness Report）に利用される The Gallup World Poll

や、世界価値観調査（World Values Survey）等があるが、アジア地域に特化し信頼性が

比較的高くかつ入手可能なデータとしてアジア・バロメーターを利用した。 

  アジア・バロメーターの基本的な調査は、各国に住む 20-69 歳の男女を対象とし、800

〜2,000 のサンプル数を層化多段無作為抽出法と割当抽出法を用いて、大都市を中心に実

施されている。調査地域は、中国やインドなど広域な国土を持つ場合には農村部と都市部

に分けられた調査がなされているが、その割合や都市は調査年により異なる。多くの地域
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では、対象者の年齢が 59 歳までに制限されており、本研究においては 20-59 歳の男女を

対象とした。質問票は、英語で作成された共通の質問票を各国の言語に翻訳し利用され

る。本文中では、質問は英語表記の共通質問票に加え、日本語に翻訳された質問票を原文

のまま利用した。本研究の分析対象は、日本・韓国・中国・タイ・マレーシア・ベトナ

ム・ミャンマーの 7 ヵ国である。本来であれば、アジア全体の地域 10 年以上のデータに

よる分析が望ましいが、データの制約のために様々な開発段階の経済を含み調査回数が最

も多い上記 7 ヵ国に焦点を当て分析する。調査対象年は入手可能な最新が 2007 年であ

り、10 年以上前のデータではある。このためより新しいデータを対象とすべきではある

が、入手可能なデータの中ではアジア広域に調査されており、包括的に東アジアを分析す

るのに最も適するデータであると判断し、対象年は限定されるが利用した。同データは、

欧米を含めた国際比較の研究においても利用され、アジアの幸福を網羅的に知る上でも貴

重なデータといえる（Blanchflower  2020）。 

 

表 2.1 アジア・バロメーター 年別 調査対象一覧 

 

出典：滝本香菜子（2018）「東アジアの幸福：日中韓と東南アジア 4 カ国の比較」、『同志社政

策科学研究』同志社大学政策学会、20（1）より引用。国名の表記は、アジア・バロメーターの調

査表に対応する。 
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 欠損値を除いた分析で利用するデータの全体像を確認する。2003 年のデータ総数は

5,284 となり、国ごとの合計は日本（734）、韓国（729）、中国（783）、マレーシア

（695）、タイ（794）、ベトナム（756）、ミャンマー（793）である。2004 年のデー

タ総数は 5,277 ポイントとなり、国ごとの合計は日本（584）、韓国（750）、中国

（880）、マレーシア（705）、タイ（787）、ベトナム（772）、ミャンマー（799）で

ある。日本のデータ数が少ないのは、他の国に比較して宗教と所得に欠損値が多いためで

ある。2006,7 年は全体のデータ数が増加し、特に中国は 2 倍に増加している。データ総

数は 6,663 ポイントとなり、国ごとの合計は日本（558）、韓国（850）、中国

（1759）、マレーシア（835）、タイ（908）、ベトナム（864）、ミャンマー（889）で

ある。2006,7 年の日本のデータ数が少ないのは、調査対象者の上限値の違いによる。具

体的には、対象者は 20-59 歳までではなく 20-69 歳までで、その内 60-69 歳は（187）サ

ンプルが含まれる。加えて、所得の欠損値も多いため他の国に比べデータ数が小さい。 

 

2.2. 幸福度と所得   

 幸福に関する質問は、「All things considered, would you say that you are happy 

these days?（総合的にみて、あなたは近頃幸せだと思いますか。）」の項目で問われ

る。回答は、「1：Very happy（非常に幸せ）, 2：Pretty happy（かなり幸せ）, 3：

Neither happy nor unhappy（どちらともいえない）, 4：Not too happy（あまり幸せで

はない）, 5：Very unhappy（非常に不幸せ）」の 5 段階で評価される 5。回答にラベリ

ングされた数字は、多くの幸福調査とは反対で数字が大きくなるほど幸福度が低くなる。

このため、分析では数字が大きくなるほど幸福度が高くなるように変換した。変換後の

Happiness 変数は、「5：Very happy, 4：Pretty happy, 3：Neither happy nor 

unhappy6, 2：Not too happy, 1：Very unhappy」の 5 段階評価である。幸福は、国によ

ってその定義や感じ方に違いがあることは明らかであり、単純に国ごとに比較することは

難しい。しかし、そうしたバイアスを考慮しても、国ごとに幸福度が異なることは様々な

研究によって明らかである。北米とアジアの比較研究によると、幸福は、北米地域では自

己の努力により達成する個人的な特質とされる。それに対して、アジア地域では他人との

                                                  
5 回答の表記は、アジア・バロメーターコードブックに準ずる。 
6 回答の「3：Neither happy nor unhappy（どちらともいえない）」は、石田賢示

（2016）によると中立的立場を意味する。 
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関係性がその中心的な役割を果たす（Uchida, Norasakkunkit and Kitayama 2004）。

幸福度とそれに影響する要素の相関は、アジアが集団主義に重きをおく一方で、欧米では

個人主義に重きをおく場合が多いことも明らかとなっている（Diener and Diener 

2009）。つぎに、幸福度の分布を時系列で確認する。 

 図 2.1 は、上記の方法で幸福度を変換した後に、幸福度の分布を回答者の割合で順に表

した。アジアの人々は、時間の経過とともに幸福になっているのだろうか。各年の幸福度

平均値は、新しいほど高くなっており 2003 年（3.72）、2004 年（3.75）、2006,7 年

（3.80）である。この傾向は、図 2.1 でも幸福度 5（非常に幸せ）と回答した割合だけが

増加し続けていることから確認できる。 

 

図 2.1 主観的幸福度の回答分布、7 カ国平均、2003-7 年 

 

 
 

 図 2.1 による全体の傾向では、約半数近くの人が幸福度 4（かなり幸せ）と回答してお

り、続いて 25%程度の人が幸福度 3（どちらともいえない）、次に 15%以上の人が幸福

度 5（非常に幸せ）と回答している。分布に最も大きな変化が確認されるのが、2006,7

年の幸福度である。幸福度 4 と回答した割合が 2004 年 48.7%から 2006,7 年 44.6%に

4.1%ポイント低下し、一方幸福度 5 と回答した人は 2004 年 17.7%から 2006,7 年 21.3%
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へと 3.6%ポイント増加している。加えて、小さい変化ではあるが幸福度 1 と 2 も減少

し、3 が増加している。まとめると、3 年の短い時系列ではあるが、アジアの人々の幸福

度は高まっている。ことに、「かなり幸せ」から「非常に幸せ」な人が増え、また「非常

に不幸せ」や「あまり幸せ」ではなかった人々も「どちらともいえない」程度には幸せを

感じられるように変化している。この幸せの変化は、どこからやってくるのだろうか。詳

しくは第 3 章で分析するが、まずは幸せが所得に左右されるのかを考察する。 

 所得は、「What was the total gross annual income of your household last year?（お

宅の昨年の年収はどのくらいですか。）」の項目で問われる。回答は、各国別に現地通貨

で選択肢があり、尺度も国や年ごとに異なる。たとえば、2003 年の中国の回答尺度は、

「1：less than 10,000」から「12：110,001 or more」と順に 10,000 元ずつ増加する。

また、尺度間の差は、中国のように 12 段階すべてにおいて等しい金額の幅で増加する国

もあれば、マレーシアのように回答の数字が大きくなるとともに段階的に金額の幅も増加

する国もある。回答の尺度は、以下の表 2.2 を参照されたい。 

 上記の所得への質問項目から明らかなように、アジア・バロメーターでは、世帯所得と

して質問されるため、1 人当り所得は直接にはわからない。一方で、幸福度は個人に問わ

れる項目であるため、分析においては所得も個人単位で確認する必要がある。このため、

回答者の世帯所得として各尺度金額の中間金額を当てはめ、世帯人数の平方根で割り、1

人当り所得を計算した。1 人当り所得を推定するために平方根を利用したのは、たとえば

同一世帯で生活する場合、1 人世帯よりも電化製品や住居費など共通の資源を利用するこ

とができ、規模の経済が働く。このため、単純に世帯所得を世帯人数で除するよりも、平

方根の世帯人数を利用する方がより正確な 1 人当り所得になる。 

 加えて、通常の所得尺度においてはそれぞれ上限値と下限値によって範囲が定められて

いるが、最も多い所得グループの尺度においては所得の上限値が設定されていない。たと

えば、2003 年の日本の回答尺度では「10：10 millions or more（1,000 万円以上）」

が、最も世帯収入の多いグループになるが、金額に上限値はなく 1,001 万円も 1 億円も

同じカテゴリーになる。したがって、分析にあたっては上限額を仮定し、その中間点とな

る金額をカテゴリーごとの世帯所得とし計算した。上限を決める際の金額の幅は、1 つ前

の尺度の幅を利用した。具体的には、日本では、最大値 1 つ前の回答尺度は「9：8 - less 

than 10 millions」となり、「10：10 millions or more」との金額差は（2 millions；200

万円）となる。この差を当てはめ「10：10 millions or more（1000 万円以上）」を（10 
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millions+2 millions；1,200 万円）とし上限額を仮定する。その後、1,000 万円と 1,200

万円の中間点である 1,100 万円を回答尺度 10 のグループの世帯所得とする。上限のない

世帯所得よりも上限額を設けることで、今回の変数として得られた所得は、より収入の格

差を小さく計算したことになる。なお、世帯人数に関する質問項目は、「How many 

members of your family, including yourself, live in your household?（あなたを含めた

全部の家族の人数は何人ですか。）」であり、回答は数字を直接記入する形式である。 

 表 2.2 は 2003 年の国別世帯所得の回答尺度、世帯所得、1 人当り所得、世帯人数と 1

人当り GDP（現地通貨）のデータおよび計算結果である。1 人当り GDP は、2003 年の

世界銀行（World Development Indicators 以下 WDI）の GDP per capita（現地通貨）

を用いた。以下の表 2.2 では、WDI の 1 人当り GDP（現地通貨）とアジア・バロメータ

ーの 1 人当り所得の計算結果を比較し、調査対象の所得層を国別に総観する。なお、目

安とした所得（米ドル）は、IMF の 2003 年の為替レート 7より計算した（URL 6）。  

 

表 2.2 所得に関するデータ一覧、国別、2003 年 

 
出典）世帯所得およびその尺度と世帯人数はアジア・バロメーターに基づく。1 人当り所得は上記の方

法により計算し、1 人当り GDP（現地通貨）は世界銀行の World Development Indicators（以下

WDI）より取得した。 

 

 日本の 1 人当り所得は、アジア・バロメーターでは約 242 万円（約 22,582 ドル）、

WDI では約 404 万円（約 37,679 ドル）である。このため、アジア・バロメーターの方

が 15,000 ドル以上少なく、その調査対象は低所得層が多いことがわかる。韓国の 1 人当

                                                  
7 IMF（2020）「2003 年、対ドル為替レート」IMF ホームページより取得し、各国通貨

の対ドル為替レートは、日本（107.10 円）、韓国（1,192.60 ウォン）、中国（8.28 元）、

マレーシア（3.80 リンギット）、タイ（39.59 バーツ）、ベトナム（15,646.00 ドン）、

ミャンマー（5.81 チャット）である。 
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り所得は、アジア・バロメーターでは約 1,847 万ウォン（約 15,488 ドル）、WDI では約

1,693 万ウォン（約 14,198 ドル）である。したがって、アジア・バロメーターの方が世

界銀行よりも約 1,300 ドル多く、所得水準が平均より少し高い人を対象としたことがわか

る。中国の 1 人当り所得は、アジア・バロメーターによると 15,767 元（約 1,904 ドル）、

WDI によると 10,666 元（約 1,288 ドル）である。このためアジア・バロメーターは世界

銀行の 1 人当り所得よりも約 600 ドル、1.5 倍ほど高く、所得が高い人の割合が多いとい

える。マレーシアの 1 人当り所得は、アジア・バロメーターにおいては 13,124 リンギッ

ト（約 3,454 ドル）、WDI においては 16,955 リンギット（約 4,462 ドル）となり、

1,000 ドルほどアジア・バロメーターの所得が低く、やや中間層よりも低い所得層を対象

としている。タイの 1 人当り所得は、アジア・バロメーターが 15,775 バーツ（約 398 ド

ル）、WDI が 97,867 バーツ（約 2,472 ドル）である。タイの 2003 年、アジア・バロメ

ーターでは、他国のように年収ではなく月収で調査される。このため、アジア・バロメー

ターと WDI の数値の差が大きい。アジア・バロメーターの所得の質問項目（F8）の回答

は、最小が （1: less than 10,000 baht） から 5,000 バーツずつ増加し、最大が （14: 

More than 70,000 baht） である。したがって、所得の範囲は、最大で 70,000 バーツ以

上である。WDI のデータを月収に置き換えると、8,156 バーツでアジア・バロメーター

の 15,775 バーツの約 50%となり、アジア・バロメーターの調査対象はタイ全体の平均所

得の 2 倍で高所得層の割合が高いといえる。ベトナムの 1 人当り所得は、アジア・バロ

メーターによると 1,260 万ドン（約 805 ドル）、WDI によると 745 万ドン（約 476 ドル）

となる。したがって、アジア・バロメーターの 1 人当り所得の方が約 329 ドル、1.7 倍ほ

ど高く、調査対象は平均所得よりも少し裕福な中間層と考えられる。ミャンマーの 1 人

当り所得 8は、アジア・バロメーターが 279,285 チャット（約 48,070 ドル）、WDI の

160,266 チャット（約 27,584 ドル）である。1 人当り所得の差を確認すると、アジア・

バロメーターが世界銀行よりも約 20,485 ドル高く、その差は約 1.7 倍である。調査対象

は、中間層よりも裕福な層であることがわかる。 

 次節以降の幸福度の分析においても各国の所得層を確認することは、国全体の平均的な

                                                  
8 ミャンマーでは、軍事政権の影響で 1999 年以降の国民所得統計に多くの疑問が呈され

ている。たとえば、2002 年以降は、数年間にわたり国民所得統計が刊行されず、経済成

長率に加えその為替レートにも多くの懐疑的な指摘がある。 
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幸福度を表しているのか、それとも貧困層や富裕層の幸福度に偏りがあるのかを明確にす

る上で重要であるといえる。加えて、第 3 章以降で論じる男女の各変数にも偏りがない

かについて調査データの概略を確認する。 

 表 2.3 は、男女別にみた調査人数と平均幸福度および 1 人当り所得である。項目別にそ

れぞれの国において、女性の数値を男性の数値で割った値が右の男女比を表す。したがっ

て男女の数値が一致する場合に１を基準値とし、男性優位 の場合は 1 以下になり、女性

優位 の場合は 1 以上になる。2003 年の調査人数において最も偏りが確認されたのが、日

本で男性 1 に対して女性 1.15 で約 15%女性の方が多い。反対に偏りが少なかったのが、

タイと韓国で前者では女性が 3%多く後者では 3%少ない。調査人数における男女比は、

日本以外では 10%以上の偏りはなく大きな差は確認されない。 

 幸福度の平均値から確認すると、中国とベトナムでは男性よりも女性の方が約 4%幸せ

である。続いて日本と韓国では約 3%女性の幸福度が高く、マレーシア、タイとミャンマ

ーにおいては男女の幸福度はほぼ一致する。従来の研究でも指摘されてきたように、平均

すると女性の方が男性よりも幸福度が高いといえる。 

 1 人当り所得の平均値によると、対象となったすべての国で男性よりも女性の所得が低

い。最も所得の差が大きかったのがマレーシアで、約 20%男性よりも女性の所得が低

い。続いて日本でも約 11%男性よりも女性の所得が低い。男女差が最も小さかったの

は、韓国、中国とミャンマーで約 2%女性の所得が低い。韓国は儒教の影響が強く、男女

が平等とは考え難い。男女の所得差を確認するために、世界経済フォーラムによる The 

Global Gender Gap Report と比較する。上記の報告は、2006 年より毎年発表されてい

る。以下では、Hausmann, Tyson and Zahidi （2006）によるアジア・バロメーターの

調査年に最も近い the Global Gender Gap Report を参照する。上記の分析と同様の方法

を利用し、the Global Gender Gap Report においても男女の所得比を分析しているが、

ベトナムとミャンマーは調査が行われていないため除外する。The Global Gender Gap 

Report によれば、全 115 カ国において最も 1 人当り所得（米ドル）の男女比が 1 に近く

平等であった順に確認すると、中国 19 位（0.66）、タイ 38 位（0.61）、韓国 69 位

（0.48）、マレーシア 70 位（0.47）、日本 72 位（0.48）である。所得の面からは、両

調査結果に共通して日本とマレーシアにおいて男女差が大きく、男性優位といえる。反対

に中国において男女差が小さく、男女平等に近いといえる。しかし The Global Gender 

Gap Report の所得の男女比に比べ、アジア・バロメーターはすべての国において男女比
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は（0.8）以上で大きい値であることから、サンプルは国の中でも男女平等に近い層を対

象にしているといえる。つまり本章以降の男女別の分析では、各国の中でも男女差の面か

らは、比較的に恵まれた状況にある女性を対象としており、実際の男女差はより深刻な状

況である可能性がある。このような点に留意し、分析を進める。 

 

表 2.3 男女別にみた調査データ概要 
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2.3. 所得が高いと幸福なのか（国別比較） 

 所得と幸福度にどのような関係があるのか、国別に所得と幸福度の分析を行う。すでに

述べたように幸福度は、所得だけでは決まらない。加えて、様々な要因が幸福度に影響を

及ぼすことは、OECD 幸福白書においても提示されその領域は多岐にわたる。こうした

詳細な要因に関しては、本章以降に各種の統計分析を利用し、明示していく。 

 本節では、所得と幸福度の平均値に着目し、所得の増加に対して幸福度がどのように変

化するのかを焦点に分析する。所得が高いことは、必ずしも幸福度が高いことに直接結び

つくわけではない。その影響は国や文化によって異なることが予想される。したがって、

国ごとに世帯所得と平均幸福度をグラフ（図 2.2－2.9）から確認する。本来であれば、

幸福度は個人により異なるため、その所得への影響を確認するためには個人所得を用いる

方が望ましい。一方で、正確な個人所得のデータが得られない場合、世帯所得を個人所得

の代理指標として利用する場合もある（Stevenson and Wolfers 2008；Diener et al. 

2010）。アジア・バロメーターの所得データの特質上、世帯ごとでしか所得は測られて

いないため、正確な個人所得の数値を得ることは難しい。加えて、回答の金額も現地通貨

に限定されるため、所得の数値そのものを比較することはできない。したがって、本章で

は世帯所得いいかえると、国内で相対的にどのような所得水準の位置に属する家庭で生活

しているのかに焦点を合わせ、幸福度への影響を確認する。 

 分析に利用するグラフ（図 2.2－2.9）は、横軸が世帯所得（1：低所得〜最大 16：高所

得）の尺度を示し、縦軸（右目盛）がその該当人数である。加えて、縦軸（左目盛）が幸

福度（1：非常に不幸せ〜5：非常に幸せ）の平均値を表し、折れ線グラフとして描かれ

ている。つまり、横軸は右にいくほど所得が高く、縦軸は上にいくほど幸福度が高くな

る。なお本節では最も欠損値の少ない 2003 年のデータを利用する。 
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2.3.1. 日本 

  図 2.2 は、日本の 2003 年のデータで横軸は世帯所得の尺度を表し、折れ線グラフは幸

福度平均値（左目盛）、棒グラフは該当人数（右目盛）である。縦軸は上にいくほど幸福

度が高く、横軸は右にいくほど所得が高い。日本の 2003 年の調査では、例外として所得

点 11（無所得）が含まれるが、グラフ上は割愛した。したがって、所得と幸福度の傾向

としては、所得点 10（1,000 万円以上）までを確認していく。所得の分布は、所得点 4

（400〜500 万円未満）が 15.5%で最も多い。どの所得点においても一定数の該当人数が

確認され、調査対象者の間における所得格差はそれほど大きくない。図 2.2 の幸福度は、

なだらかではあるが右上がりの折れ線を描いている。所得点の 6（500〜600 万円未満）

では、多少の落ち込みが見られるが低所得者よりも高所得者の幸福度が高い。最も幸福な

のは所得点 9（800〜1,000 万円未満）のグループで 3.78 となり、つぎに所得点 10 のグ

ループが 3.76 で続く。 

 つまり、図 2.2 からはイースタリン・パラドクスの傾向は確認されない。2003 年で

は、データの制約上 1,000 万円以上の所得のグループは、所得点 10 の一つのカテゴリー

に分類されるため、1,000 万円と 1,100 万円の所得の人の幸福度の違いは確認できない。

仮に 1,000 万円以上のグループを区切り、幸福度を確認することができれば、所得が 800

〜1,000 万円を飽和点として幸福度が下がり、イースタリン・パラドクスのような傾向が

確認できるかもしれない。2004 年以降は、所得データの尺度は 2 倍近くに増加し、2003

年の所得点 10（1,000 万円以上）から所得点 20（2,000 万円以上）へと上限額も増加し

ている。したがって、1,000 万円以上の世帯所得と幸福度の関係が分析できるため、他国

とは分析のデータポイントが変わるが、2004 年以降のデータも確認する。 
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図 2.2 世帯所得と幸福度平均、日本、2003 年 

 
 

 図 2.3 は、2004 年と 2006 年の日本の調査結果で、横軸は世帯所得の尺度を表し、折

れ線グラフは幸福度平均値（左目盛）、棒グラフは該当人数（右目盛）である。2004 年

および 2006 年の所得尺度は、所得点 1（200 万円未満）〜20（2,000 万円以上）であ

る。高所得のグループの所得点 16（1,600〜1,700 万円）以降は、該当者が 1%未満や未

該当の尺度が多く、特に 2006 年は所得点 17 と 18 に該当者がいない。図 2.3 より、2003

年には確認できなかった所得点 10（1,000 万円）以上の平均幸福度を確認する。2004 年

に最も幸福度が高い点が、所得点 20（2,000 万円以上）の該当者 7 人で 4.29 である。

2006 年に最も幸福度が高い点が、所得点 12（1,200〜1,300 万円）の該当者 10 人で

4.3、次いで所得点 20（2,000 万円以上）が 11 人で 4.27 である。2004 年は、所得点

12、14、16 で幸福度が低下している。幸福度（2004）の折れ線グラフは、全体の傾向と

して右上がりが確認される。幸福度（2006）の折れ線グラフは、所得点 16 と 19 で低下

しているがともに該当者が 1 人であるため除外すると、全体の傾向として大きな低下は

確認されず、加えて最も所得の多い所得点 20 において幸福度が高い。 
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図 2.3 世帯所得と幸福度、日本、2004,6 年 

 
 

 したがって、1,000 万円以上に所得の飽和点が存在するかについての議論としては、第

1 に所得が最も高いグループ（2,000 万円以上）の幸福度が 4 以上で非常に高く、第 2 に

所得点 10 以上の傾向からも幸福度の低下はみられない。以上の 2 点から、所得の飽和点

とイースタリン・パラドクスの傾向は確認できなかった。高所得者のサンプル数が非常に

少ないという制限はあるが、高所得者ほどその幸福度の変化の幅が大きく、特に最も所得

が高いグループの幸福度は一様に高いといえる。平均よりも所得の多い人は、その分リス

クも多い人生となり、幸福度においても極端な影響が見られるのかもしれない。つぎに、

儒教的な価値観が大きく根付く韓国の傾向を確認する。日本と韓国は、幸せの価値観にお

いても似ているのだろうか。似ているようで異なる様々な価値観が、現在の日韓関係の悪

化を招き外交問題等に発展しているのではないだろうか。お互いの当たり前、常識という

社会規範を幸福度から明らかにする。 
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2.3.2. 韓国 

 図 2.4 は、2003 年韓国におけるデータで横軸は世帯所得の尺度を表し、折れ線グラフ

は幸福度平均値（左目盛）、棒グラフは該当人数（右目盛）を表す。図 2.4 によると、所

得の該当者が最も多かったのが所得点 4（2,400〜3,000 万ウォン）で 18.9%となり、日

本と同様に所得自体は分散傾向にあり所得格差が小さい。図 2.4 より幸福度の傾向を確認

すると、所得点 10（6,000〜6,600 万ウォン未満）において幸福度が 3.8 でピークとな

り、それ以降減少している。特に、所得点 11（6,600〜7,200 万ウォン未満）が幸福度

2.71 で大きく落ち込んでおり、次いで最も所得の高かった所得点 14（8,400 万ウォン以

上）も 3.17 と低い。日本とは反対に最も所得が高いグループの幸福度は低く、幸福の価

値観において大きな違いがあることがわかる。まとめると、韓国では所得点 10（6,000〜

6,600 万ウォン未満;600 万円程度）に飽和点があり、それ以降は所得が増えても幸福度が

上昇しないことからイースタリン・パラドクスの片鱗が確認される。 

 

図 2.4 世帯所得と幸福度平均、韓国、2003 年 
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2.3.3. 中国 

  図 2.5 は、2003 年中国におけるデータで横軸に世帯所得の尺度を表し、折れ線グラフ

は幸福度平均値（左目盛）、棒グラフは該当人数（右目盛）を表す。図 2.5 によると、所

得点 2（10,000〜20,000 元未満）の該当人数が最も多く 28.3%、続いて所得点 3

（20,000〜30,000 元未満）20.3%、所得点 1（10,000 元未満）17.9%となる。上述の所

得点 1-3 だけで全体の 67.0%を占め、低所得へと集中している。図 2.5 から幸福度の傾向

は、所得点 8（70,000〜80,000 元未満）の 4.29 をピークとし、低下が確認される。ピー

クの前の所得点 7（60,000〜70,000 元未満）において 3.72 で幸福度に低下が見られる

が、所得点 7 を除くと、所得の増加とともに幸福度の平均値も上昇しており、右上がり

の曲線が確認できる。一方で、ピークの所得点 8 以降は、所得点 9（80,000〜90,000 元

未満）で 3.67 と大きく減少し、所得点 11（100,000〜110,000 元未満）においても 3.33

で大きく減少している。つまり、中国においてはイースタリン・パラドクスの傾向が確認

される。 

 

図 2.5 世帯所得と幸福度平均、中国、2003 年 

 
 

 1978 年の改革開放以降、中国は急激な市場経済へと移行した。1985 年頃より鄧小平の

唱えた先富論は、「一部の人を先に豊かにさせる」ことをスローガンに掲げ、「不管黑猫
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白猫，捉到老鼠就是好猫」（黒猫、白猫にかかわらず、ネズミを捕まえるのが良い猫だ）

の故事とともに中国全土に広がった（URL 7）。先富論はたしかに、中国経済に GDP の

2 桁成長という急激な成長をもたらした。一方で、個人や一部の人の豊かさを優先する政

策は、コピー商品など他者の利益を損害し、社会全体からすると不利益となるような、手

段を選ばない利益最大化を許し様々な弊害を生み出したのではないだろうか。適正な規範

やルールがない社会で利益を追求することを優先すれば、規範意識が高い人ほど不利益を

被り、結果として経済的な豊かさからは遠のく。こうして生まれた社会の亀裂は、格差社

会の拡大だけではなく、最も豊かになった人さえも幸福を感じられない社会を生み出した

ともいえる。所得が増加しても幸せと感じられないのは、こうした社会の歪みによるとこ

ろも一因として考えられる。 

 

2.3.4. マレーシア 

 マレーシアの幸福平均値は、どの期間も対象国中で最も高い。幸福度の差が小さい方が

その平均の幸福度も高くなるのだろうか。図 2.6 は 2003 年マレーシアのデータで、横軸

は世帯所得の尺度を表し、折れ線グラフは幸福度平均値（左目盛）、棒グラフは該当人数

（右目盛）を表す。所得点は 10 以降に該当者がいないため、実質的には所得点 10

（150,000〜300,000 リンギット未満）が上限となる。図 2.6 によると、所得点 3

（10,000〜15,000 リンギット未満）の該当者数が最も多く 21.4%、続いて所得点 2

（5,000〜10,000 リンギット未満）16.6%、所得点 4（15,000〜20,000 リンギット未

満）、5（20,000〜30,000 リンギット未満）、6（30,000〜50,000 リンギット未満）が同

じく 14.3%となる。所得の該当者は、所得点 2 から 6 の間で分散し、所得格差が小さい

社会といえる。 マレーシアの世帯所得と幸福度の図 2.6 によると、最も幸福度が高いの

が、所得点 9（100,000〜150,000 リンギット未満）で 4.08、次に所得点 1（5,000 リン

ギット未満）と所得点 6 でともに 3.94 である。特筆すべき点として、所得が最も多いグ

ループの幸福度が最も少ないグループよりも低いことがあげられる。具体的には、最も所

得が多い所得点 10 の幸福度は 3.67 であり、反対に少ない所得点 1 は 3.94 である。まと

めると、アジア諸国に比較しすべての所得尺度において幸福度 4 に近く、マレーシアの

幸福度の平均値は高い。その特徴として、世帯所得と 1 人当り所得の結果から、マレー

シアにおいては所得と幸福度が、どの所得点においても関連が薄い。つまり、幸福度を決

める要素として所得の役割は大きくなく、その他の要因が大きいと予想される。 
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 マレーシアは、典型的な多民族国家である。人口約 2,800 万人の中でマレー人が約

49%、華人が 22%、インド人が 7%、その他先住民族が 11%（2008 年推計）の割合で、

多様な民族が一国の国民として生活を共にする。マレー人とその他先住民族は「ブミプト

ラ」（土着の民）と呼ばれ、華人との経済格差が問題となってきた。また、所得格差に基

づく民族間の社会的地位の差も存在する。こうした背景から、1991 年マハティール首相

によって「Wawasan 2020」（2020 年ビジョン）として、2020 年までに先進国入りを目

指す長期開発計画が主張された。中でも「バンサ・マレーシア」（マレーシア国民）とい

う概念を重視し、民族による経済や社会的地位の差をなくす、「種族を超えた国民意識の

もとでより豊かな生活を希求する開発主義」を唱えた（渡辺編 2009：129-56）。2020

年の先進国入りは実現ができなかったが、国民の幸福という点では格差は小さく、平等で

幸福な社会が実現している。多民族国家として民族間の違いに向き合ってきた成果が、所

得では表せない人々の幸福につながったのかもしれない。詳しい所得以外の要素を 3 章

以降に確認する。 

 

図 2.6 世帯所得と幸福度平均、マレーシア、2003 年 
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2.3.5. タイ 

 図 2.7 の横軸は、2003 年タイにおけるデータで世帯所得の尺度を表し、折れ線グラフ

は幸福度平均値（左目盛）、棒グラフは該当人数（右目盛）を表す。図 2.7 によると、所

得点 1（5,000 バーツ未満）の該当者が 25.8%で最も多く、続いて所得点 2（5,000〜

6,000 バーツ未満）22.4%、所得点 3（6,000〜8,000 バーツ未満）16.8%となる。上述の

所得点 1 から 3 の合計で全体の 65.0%を占める。加えて、最も所得が高い所得点 14

（70,000 バーツ以上）は 2.9%の該当者がいるため、低所得への集中と超高所得者の二極

化という意味では超格差社会ともいえる。 

 図 2.7 の幸福度を確認すると、最も高いのが所得点 13（65,000〜70,000 バーツ未満）

で 5.00、次に所得点 11（55,000〜60,000 バーツ未満）で 4.00 であるが、ともに該当人

数は極端に少ないため除外する。よって、最も幸福度の高いグループは所得点 6（30,000

〜35,000 バーツ未満）の 3.95 となる。2003 年のアジア・バロメーターの世帯所得平均

は 30,775 バーツで上記と一致し、最も幸福なのは平均所得の人々といえる。反対に、最

も幸福度が低いグループは、所得点 8（40,000〜45,000 バーツ未満）で 3.50 となり、最

も幸福を感じていないのは平均より少し所得が高い人々といえる。マレーシアと同様に最

も所得の少ないグループと多いグループの幸福度を比べると、所得点 1 において 3.71、

所得点 14 において 3.74 となり、両者は 0.03 の差で幸福度に大きな違いはない。よって

タイの幸福度には、所得の状況はそれほど重要ではないと考えられる。 

 タイは、ASEAN の中でもいち早く中進国入りを果たし、急激な経済成長を果たした国

の一つである。一方で、所得においては地域間格差が深刻で、2007 年の県別 1 人当り県

内総生産を一例にすると、最も高いラヨーン県（972,306 バーツ）は最も低いノーンプラ

ンプル県（2,878 バーツ）の 34 倍ある（渡辺編 2009：101-28）。都市部と農村部の所

得格差が深刻なことに加え、首都バンコクへの一極集中も問題視される。アジア・バロメ

ーター2003 年調査は、5 つの地域（バンコク圏、中部、北部、東北部と南部）を対象と

しており、その富裕層はバンコクへの集中が確認される。このため、所得が高いことが幸

福に結びつかない理由の一つに地域間格差があるのかもしれない。 
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図 2.7 世帯所得と幸福度平均、タイ、2003 年 

 

2.3.6. ベトナム 

 図 2.8 は、2003 年ベトナムにおけるデータで横軸は世帯所得の尺度を表し、折れ線グ

ラフは幸福度平均値（左目盛）、棒グラフは該当人数（右目盛）を表す。図 2.8 から、世

帯所得が最も集中しているのが所得点 2（1,200〜2,400 万ドン未満）で全体の 37.9%が

該当し、続いて所得点 1（1,200 万ドン未満）24.6%、所得点 3（2,400〜3,600 万ドン未

満）17.7%が該当する。上記だけで 79.2%、全体の 8 割近くが該当することから、対象者

のほとんどが低所得といえる。ベトナムは 1980 年代ドイモイ政策以降、対外開放政策と

市場経済化を進めてきた。経済発展を望むことは、所得の増加を望むことともいえる。そ

の結果、所得には大きな差が生まれることとなった。このため、所得においては多くの人

が貧しい中でごく少数の富裕層が存在する超格差社会ともいえる。図 2.8 によると、最も

幸福度が高いのは所得点 9（9,600〜10,800 万ドン未満）の 4.33 である。一方、最も幸

福度が低いのが、所得点 11（12,000〜13,200 万ドン未満）で 3.00 である。所得の分布

を確認すると、所得点 7 以降はそれぞれの尺度において全体の 1%以下となり、所得点

12 および 13 には該当者がいない。このため、参考程度に高所得者の幸福度も確認してい

く。最も高い所得点 16（18,000 万ドン以上）は幸福度も 4.50 で１番高い。反対に最も

低い所得点 1 の幸福度は 3.72、全体で 3 番目に低い。まとめると、所得が増加すれば単
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純に幸福度も上昇するとはいえないが、幸福度に対する所得の役割は小さくないと考えら

れる。高所得の該当者が少ないために所得の飽和点については検証ができないが、イース

タリン・パラドクスの傾向はベトナムでは確認されなかった。 

 

図 2.8 世帯所得と幸福度平均、ベトナム、2003 年 

 
 

2.3.7. ミャンマー 

 図 2.9 は、2003 年ミャンマーのデータで横軸は世帯所得の尺度を表し、折れ線グラフ

は幸福度平均値（左目盛）、棒グラフは該当人数（右目盛）を表す。図 2.9 によると、所

得点 2（10〜25 万チャット未満）が 19.3%でもっと該当者が多く、次に所得点 3（25〜

35 万チャット未満）17.5%、所得点 4（35〜45 万チャット未満）16.5%が該当する。所

得は均一に分散しており、所得格差の小さい結果といえる。図 2.9 から、多少の上下はあ

るが所得の増加とともに幸福度も高まる傾向が確認される。所得点 11（350〜450 万チャ

ット未満）以降は 1％未満の該当者数であるため、参考程度に確認していく。特に、所得

点 13（550〜650 万チャット未満）と所得点 14（650〜750 万チャット未満）は共に該当

者数 1 名で、最も高い所得点 15 は該当者がいなかった。このため、所得点 11 までで確

認すると、所得点 11 が 4.29 で最も幸福度が高い。一方で、最も幸福度が低いのは、所

得点 1（10 万チャット未満）で 3.50 となっている。したがって幸福度と世帯所得の関係
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では、一番豊かなグループが最も幸せを感じ、一番貧しいグループが最も幸せを感じてい

ないといえる。高い経済成長率を維持し、所得を重要な要素として考えてきたミャンマー

では、所得の飽和点は確認されずイースタリン・パラドクスの傾向もみられない。分析対

象の途上国中では所得が低く、急速な経済成長を遂げているミャンマーにおいて、幸福度

における価値観として所得の役割が重要な位置をしめていることがわかる。 

 ミャンマーは、アウンサンスーチー氏が率いる国民民主連盟（NLD）が 2016 年に政権

を取るに至るまで、長く軍事政権下にあった。一方、経済は 1988 年の民主化運動以降

「ビルマ式社会主義」を脱し、計画経済から市場経済、閉鎖政策から開放政策へと政治よ

りも先に転換点を迎えている。しかし、軍事政権による市場経済化には限界があり、経済

発展のための対外援助を受けられないなど多くの足かせが存在した。このため、2003 年

当時の経済発展は今以上に多くの障害があり順調とはいえない。加えて、長きにわたり民

主化が実現せず抑圧されてきた軍事政権の下では、高い所得を得ることはすなわち自由に

近づき、幸福につながるという人々の希望として強く願われてきたのかも知れない。その

結果として、所得が高い人つまり、目指した目標を達成した人ほどその幸福度が高くなる

傾向につながったのではないだろうか。経済成長は素晴らしい、所得が高いことは重要で

あるという価値観が社会浸透するほど、人々の幸福度も所得が増えるに従い高まる。 

図 2.9 世帯所得と幸福度平均、ミャンマー、2003 年 
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2.4.  所得が高いと幸福な国、所得が高くても幸福ではない国 

 アジアの 7 カ国の所得と幸福度の関係を分析した結果、両者の関係は国の経済成長の

段階は影響しないといえる。2003 年のアジア・バロメーター分析結果からは、最も世帯

所得の高い日本では所得が高いと幸福度の平均値も高い傾向が確認された。一方、日本に

次いで世帯所得の高い韓国では、所得点 10（約 6,300 ウォン）以降、所得の増加に幸福

度が比例せず、飽和点が確認される。急激な経済成長をとげる中国では、所得点 8（約

75,000 元）以降、韓国と同様に所得の増加に幸福度が比例しない。中進国として順調な

経済成長を遂げてきたマレーシアでは、所得の多少に幸福度が影響しない。同じように中

華系の国民が多い、タイでも所得が高いことが幸福度に結びつかない。所得の分布に偏り

が大きく超格差社会ともいえるベトナムでは、所得は幸福度に影響することは確認できた

が、高所得層のデータが少なく飽和点の有無は分析できなかった。7 カ国中もっとも経済

成長の初期段階といえるミャンマーでは、所得の増加と幸福度は比例し飽和点確認されな

い。 

 国別の分析結果をまとめると、所得が多いほど幸福度が高いといえるのは日本、ミャン

マーと高所得層の分析結果が限定的ではあるがベトナムである。一定の所得以降は幸福度

の増加が見られない所得の飽和点を有する国が中国と韓国で、所得と幸福度の関係が薄い

国がタイとマレーシアといえる。つまり、2003 年のアジア・バロメーターの分析結果か

らは、国の経済成長の段階に個人の幸福度と所得の関係は影響されないといえる。 
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3. 幸福を決めるのは 
 本章では、幸福の決定要因を明らかにするにあたり順序プロビット回帰分析を行う。そ

の構成は、はじめに順序プロビットモデルを説明し続いて上記の推定で用いる各変数の概

略を確認する。推定で用いる幸福度に関連する各項目は、ダミー変数化し分析のための基

準（ベースライン）を決定した。つぎに、分析で利用した変数とモデルの詳細を述べる。

その後、推定結果について７カ国共通の結果、国別の結果、男女別と各国の男女別の結果

に進む。さいごに、7 カ国共通と国別の推定結果を利用し、年齢と幸福度の関係を分析す

る。なお第 2 章と同様に質問項目およびその日本語は、アジア・バロメーターのデータ

ブック原文に準じる。 

  

3.1. 順序プロビット分析モデル 

 統計を用いた幸福分析には主に 2 つの方法があり、1 つめはデータ主導の方法である。

データ主導型には、因子分析を説明変数に組み込み回帰させる構造方程式モデル、共分散

構造やパス解析等が用いられている。また、幸福の複合指標作成においては、データ主導

型モデルでは、主成分分析が最もよく用いられる（Bourguignon and Chakravarty 

2003） 

 2 つめは「幸福の決定要因に関する主観的情報を収集すること」に主眼を置き、主観的

幸福の決定要因を推定する方法である（Van Zanden et al. 2014 = 2016：305）。端的に

いえば、幸福はどのようにして決まるのかをアンケートの結果など一次情報をダミー変数

化等に留め、可能な限り加工せずデータの情報量を損なわないように分析するのが後者の

幸福モデルである。つぎに、本稿で利用する幸福モデルの概略をみていきたい。本稿で

は、Di Tella and MacCuloch（2008）の幸福モデルを参考とする。 

 

𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝑖𝑖,𝑠𝑠,𝑡𝑡 = 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐻𝐻𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝑠𝑠,𝑡𝑡 + 𝛽𝛽𝛼𝛼𝐻𝐻𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝑖𝑖,𝑠𝑠,𝑡𝑡 + 𝛿𝛿𝐻𝐻𝐻𝐻𝛿𝛿𝛿𝛿𝛼𝛼𝐻𝐻𝛼𝛼𝛿𝛿𝑖𝑖,𝑠𝑠,𝑡𝑡 + 𝜂𝜂𝑠𝑠 + 𝜆𝜆𝑡𝑡 + 𝜇𝜇𝑖𝑖,𝑠𝑠,𝑡𝑡 （1） 

 

 [𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻：幸福度、𝛼𝛼𝐻𝐻𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼：国別幸福要因、𝛼𝛼𝐻𝐻𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼：個別幸福要因、 

     𝐻𝐻𝐻𝐻𝛿𝛿𝛿𝛿𝛼𝛼𝐻𝐻𝛼𝛼𝛿𝛿：相互要因、𝜂𝜂𝑠𝑠：国別ダミー、𝜆𝜆𝑡𝑡：年次ダミー、𝜇𝜇𝑖𝑖,𝑠𝑠,𝑡𝑡：誤差項] 

 

 （1）式での𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝑖𝑖,𝑠𝑠,𝑡𝑡は、s 国に住む、個人 i の t 年の幸福度を表す。幸福は多く

の場合、国単位で測られるマクロ要因：𝛼𝛼𝐻𝐻𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝑠𝑠,𝑡𝑡  、個人単位で測られるミクロ要因：



 
 
 

37 

𝛼𝛼𝐻𝐻𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝑖𝑖,𝑠𝑠,𝑡𝑡、マクロ変数がミクロ変数に及ぼす影響を表す相互要因：𝐻𝐻𝐻𝐻𝛿𝛿𝛿𝛿𝛼𝛼𝐻𝐻𝛼𝛼𝛿𝛿𝑖𝑖,𝑠𝑠,𝑡𝑡で決ま

ると仮定される。本来であれば、上記モデルに即してパネル・データとして分析するべき

ではある。幸福要因の因果関係の特定のためには、同一個人を追跡調査した 10 年以上の

パネル・データの利用が望ましい。しかしデータの性質上、調査年によっては質問票に差

異があることに加え、調査対象者の ID も同一人物ではなく調査数自体も異なる。このた

め幸福度と各変数の因果関係の方向を特定することはできないが、本研究ではクロスセク

ション・データとしての利用が適切といえる。加えて、上述幸福モデルでは、国別マクロ

変数を利用している。本来であれば、上記に従いマクロ変数として、幸福度に影響が指摘

される所得の不平等の指標としてジニ係数や、生活の安全を表す犯罪発生率のデータを利

用したい。しかし 2003 年、軍事政権下にあったミャンマーや中国におけるジニ係数、日

本以外の多くの国における犯罪発生率等、正確なデータを得ることができなかった。よっ

て、本研究ではマクロ変数の影響は国別ダミーでコントロールし、クロスセクション分析

で個人の特徴と幸福の関係に焦点を絞り分析する。分析で用いた幸福モデルは以下の

（2）式を参照されたい。 

 

𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝑖𝑖,𝑠𝑠,𝑡𝑡 = 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐻𝐻𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝑖𝑖,𝑠𝑠,𝑡𝑡 + 𝛿𝛿𝐻𝐻𝐻𝐻𝛿𝛿𝛿𝛿𝛼𝛼𝐻𝐻𝛼𝛼𝛿𝛿𝑖𝑖,𝑠𝑠,𝑡𝑡 + 𝜂𝜂𝑠𝑠 + 𝜇𝜇𝑖𝑖,𝑠𝑠,𝑡𝑡             （2） 

 

 [𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻：幸福度、𝛼𝛼𝐻𝐻𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼：個別幸福要因、𝐻𝐻𝐻𝐻𝛿𝛿𝛿𝛿𝛼𝛼𝐻𝐻𝛼𝛼𝛿𝛿：相互要因、𝜂𝜂𝑠𝑠：国別ダミ

ー、𝜇𝜇𝑖𝑖,𝑠𝑠,𝑡𝑡：誤差項] 

 

 被説明変数は上記と同様である。分析においては、対象国として s = 日本・韓国・中

国・マレーシア・タイ・ベトナム・ミャンマーの 7 カ国、対象年として t = 2003・

2004・2006,7 年の 3 年分を用いる。対象の期間が 2005 年を除く、2003〜2007 年の 4 年

にもかかわらず 3 年分となるのは、2006,7 年の調査が 2006 年（日本・韓国・中国・ベ

トナム）と 2007 年（マレーシア・タイ・ミャンマー）に分かれるためである。2006, 7

年の調査票は共通であるため、両者のデータを統合し 1 年分として利用した。 

 𝛼𝛼𝐻𝐻𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼 は、「所得」、「生活水準（主観的所得）」、「年齢」、「学歴」、「就労状

況」、「英語」、「婚姻状況」、「住居」、「世帯構成」、「介護」、「宗教」など、調

査結果からの個人の特徴を表す。アジア地域においては、性別役割分業による女性の社会

進出や所得格差が問題となることが多い。このため、男女の平等を問う「ジェンダー意
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識」を変数に加える。 

 𝐻𝐻𝐻𝐻𝛿𝛿𝛿𝛿𝛼𝛼𝐻𝐻𝛼𝛼𝛿𝛿：相互要因は、上記の説明変数に女性ダミーをかけた交差項を作成した。

たとえば、相互要因の「婚姻状況」の回答「1：Single（独身）」であれば、女性にとっ

て独身であることは、男性と比べてどのように幸福度への影響があるのかを明らかにでき

る。このため、第 2 のリサーチ・クエスチョン後半部分「アジア 7 カ国において、共通

の幸福要因はあるのだろうか。また、共通する幸福要因に男女差はあるのだろうか。」に

焦点を合わせることができる。さらにこのリサーチ・クエスチョン前半部分の「アジア 7

カ国において、共通の幸福要因はあるのだろうか」を探るため、国別のマクロ変数の影響

を上記 7 カ国の国別ダミー：𝜂𝜂𝑠𝑠を用いてコントロールする。対象国全体の分析において

は、限界効果も推定し有意となった変数の中で最も幸福度に影響を与える項目についても

分析を行う。 

 

 

3.2. 変数概要 

3.2.1. 所得 

 第 2 章で確認したように、アジア・バロメーターの所得の質問項目は、世帯所得とし

て質問され１人当たり所得は直接にはわからないため、世帯所得と世帯人数のデータを用

いて 1 人当たり所得を計算した。所得および世帯人数の詳細な質問項目や計算方法は、

第 2 章を参照されたい。表 3.1 はアジア・バロメーターの国別にみた 3 年分の世帯所得尺

度、および世帯所得平均額と世帯人数に加え、第 2 章と同様の計算方法によって得られ

た個人所得の詳細である。所得データの正確性を確認するため、アジア・バロメーターか

らの 1 人当り所得と、世界銀行のデータベース（WDI）からの 1 人当り名目 GDP（GDP 

per capita （current LCU））との比較も行う。アジア・バロメーターでは現地通貨を利

用し、所得の回答を調査しているため、WDI も現地通貨の指標を利用した。1 人当り所

得は、アジア・バロメーターと WDI で大きく異なる。たとえば、2004 年ミャンマーの

所得比率は、WDI（186,946 チャット）に対してアジア・バロメーター（355,837 チャッ

ト）となり、アジア・バロメーターの 1 人当り所得が 2 倍近く高い。幸福研究における

所得の影響は、1 人当り所得の数値を対数化した変数を作成し分析することが多い。しか

し、上記の結果のように計算によって得られた 1 人当り所得は、WDI と比較しても差が

生じている。同じ国でも年による差も大きく、所得の数字自体に対する正確性に疑問が残
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る。このため、計算より得られた 1 人当り所得を上位から 25％ずつ四分位し、各 4 分位

のダミー変数を作成し、最も所得の低い「下位 25%」 を基準とした。これにより所得の

金額にかかわらず、回答者の国別の相対的な所得水準を確認することができる。所得の分

位点に対応するダミー変数の名称は、第１分位点が「下位 25%」、第２分位点が「下位

50％」、第３分位点が「上位 50%」、第４分位点が「上位 25%」と定義する。このた

め、分析においては「下位 50%」のダミー変数は所得が下から 25%～50%のグループを

指し、「上位 50%」は所得が下から 50%～75%のグループを指す。 

 

表 3.1 所得の詳細 

 
 

3.2.2. 生活水準 

 アジア・バロメーターには、所得に近い変数として生活水準を聞いた項目がある。生活

水準はある意味主観的な所得ともいえる。自分の生活が平均より高いと感じれば、実際の

所得が低くとも主観的には豊かだと感じることになる。このため、幸福度においては、実
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際の所得よりも本人の主観として豊かさを感じることの影響の方が大きいのではないだろ

うか。質問は、「How would you describe your standard of living?（あなたの生活水準

はこの中のどれにあたりますか）」で、回答は「1：High（高い）、2：Relatively high

（やや高い）、3：Average（平均的）、4：Relatively low（やや低い）、5：Low（低

い）、9：Don’t know（わからない）」の 5 段階で数字が大きいほど低くなる。分析にお

いては、幸福度と同様に数字が大きいほど生活水準が高くなるように「1：Low（低

い）、2：Relatively low（やや低い）、3：Average（平均的）、4：Relatively high

（やや高い）、5： High（高い）、9：Don’t know（わからない）」に変換し、変換後の

5 段階をそれぞれダミー変数化した。Appendix 1 からその割合を確認すると、すべての

年で 70% 以上の人が「3：Average（平均的）」を選択しており、実際の所得水準はどう

あれ、主観的な生活水準の実感においては誰もが平均的と考える傾向が強いことがわか

る。このため、分析においては「3：Average（平均的）」を基準にした。 

 

3.2.3. 年齢 

 年齢は、幸福度との関係について先行研究の中でも議論が分かれてきた特性である。年

齢の幸福度は、50 歳代を頂点に幸福度が低下する逆 U 字型を描くとする見解（Easterin  

2006 ; Easterin and Sawangfa 2007）と、30 歳代半ばから 50 歳代を底に U 字型を描く

とする見解（ Frey and Stutzer 2002 ； Ferrer-i-Carbonell and Frijters 2004 ；

Blanchflower and Oswald 2008；Van Landeghem 2012）がある。したがって、より詳

細に年齢効果を分析するため 3 つの変数を作成した。質問項目は、「What is your age?

（あなたは、満でおいくつですか。）」で問われ、回答は直接数字を記入する。

Appendix 1 によると、調査対象者は 20〜59 歳、平均年齢はそれぞれ 37.29 歳

（2003）、37.70 歳（2004）、40.29 歳（2006,7）で 2006,7 年のみ 3 歳ほどの年齢差が

ある。2003 年の各国の平均寿命は世界銀行によると、日本 82 歳、韓国 77 歳、中国 73

歳、マレーシア 73 歳、タイ 71 歳、ベトナム 74 歳、ミャンマー63 歳である。59 歳以上

の人々は含まれず、生産年齢人口を対象としており、年齢の解釈に注意する必要がある。

具体的な変数は、回答年齢の数字を利用した「年齢」ダミー、回答年齢を 2 乗した「年

齢二乗」ダミーを作成した。年齢効果として「年齢」ダミーよりも回答年齢を 2 乗した

「年齢二乗」ダミーの方が加齢と共に変数はより大きくなるため、年齢の影響をより明確

にすることができる。加えて年齢を世代効果として利用するため、20-59 歳の回答年齢を



 
 
 

41 

5 歳ごとに 8 段階に区切り、8 世代分の変数を作成した。世代効果はダミー変数化し、最

も若い「20-24」歳（各年約 14%）を基準とした。Appendix 1 より確認すると、「55-

59」歳が 10%以下で最も少ない世代であるが、他の世代はほぼ 10%以上の割合を占め

る。 

分析においては、世代効果を利用したモデルと年齢と年齢の 2 乗を組み合わせたモデ

ルを利用した。多くの場合、より説明力の高かった世代効果の変数を採用した。年齢と年

齢の 2 乗が共に有意な場合のみ、追加的に分析を行った。幸福度との関係において両者

が有意な場合は、横軸に年齢、縦軸に幸福度をとったグラフで U 字または逆 U 字の曲線

を描くことができ、その底または頂点の年齢を推定することが可能である。実証研究の見

解としては、Blanchflower（2020）の世界 132 か国を対象にした研究によると、先進国

においては 47.2 歳、途上国においては 48.2 歳で最も幸福度が低くなり、U 字型を描くと

される。 

 

3.2.4. 学歴 

 教育に関する質問項目は、「What is the highest level of education you have 

completed?（あなたの最終学歴を教えてください）」である。回答は、6 段階で「1：No 

formal education（非就学）、2：Primary school/ Junior high school（小学校・中学

校）、3：High school（高等学校）、4：High-school-level vocational-technical school

（各種専門学校）、5：Professional school/ Technical school（短期大学（含高等専門学

校））、6：University/ Graduate school（大学・大学院）、9：（わからない）」であ

る。回答は国別に選択肢が異なり、日本や韓国のように「1：No formal education（非就

学）」が含まれない 5 分類の場合や、ベトナムのようにより詳細な学年で区切った 9 分

類の場合もある。分析において学歴は「低・中・高」の 3 段階に変換し、ダミー変数化

した。「学歴（低）」ダミーは「1：No formal education（非就学）、2：Primary 

school/ Junior high school（小学校・中学校）」、「学歴（中）」ダミーは「3：High 

school（高等学校）」、「学歴（高）」ダミーは「4：High-school-level vocational-

technical school（各種専門学校）、5：Professional school/technical school（短期大学

（含高等専門学校））、6：University/ Graduate school（大学・大学院）」に該当する

レベルで分類した。7 ヵ国全体の割合を確認すると「学歴（低）」ダミーが約 31%、「学

歴（中）」ダミーが約 42%、「学歴（高）」ダミーが約 27%である。国によって学歴の
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違いは大きく、特に日本や韓国の大学進学率は高いため、「学歴（高）」」ダミーの割合

が高くなる。一方で、ミャンマーやベトナムの高等教育への進学率は低く「学歴（低）」

ダミーの割合が高くなるため、学歴差の影響が国別に異なると考えられる。分析において

は、「学歴（中）」ダミーを基準に学歴の影響を推定した。 

 

3.2.5. 就労状況 

 職業および就労状況は、「What is your occupation?（あなたの職業は何ですか。）」

の項目で問われる。回答は表 3.2 の 18 種類から選択する。推定では、「Self-employed

（自営業）」、「Employed（被雇用）」、「Not employed（非就業）」の 3 種類のダ

ミーを作成し、「Employed（被雇用）」を基準とした。それぞれの分類は、表 3.2 を参

照されたい。 

 

表 3.2 職業別割合、7 カ国、2003-7 年 

 
 

 上記 3 分類としたのは、幸福度への影響を考えるときに就業による時間的な制約の差

を考慮するためである。職業および就労状況は、多くの人にとって 1 日の最も長い時間

を費やす活動である。そのため生活のスタイル、日常のリズムは職業によって規定される

ことが多く、場合によっては性格への影響も受ける。たとえば、同じ「Self-employed
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（自営業）」に分類される「4：Vendor or street trader（行商人・街頭販売人）」と

「5：Business owner or manager of an organization with over 30 employees（企業経

営者）」では、収入等には大きな差があることが予想される。一方で、どちらの職業にお

いても「Employed（被雇用）」の「9：Clerical worker（事務職）」などとは異なり、

時間や場所の自由度が大きい。所得などの影響は他の変数から確認できるが、時間や場所

といった制約に対する人々の影響を確認するには職業は一つの大きな要素となる。このた

め、上記の 3 つの分類を利用し推定を行う。表 3.2 によると上記 3 分類の割合は、年ごと

に多少の差はあるが、約 20%が「Self-employed（自営業）」に分類され、約半数の人々

が「Employed（被雇用）」として働いている。残りの約 30%の人々が「Not employed

（非就業）」に該当する。職業別の割合を確認すると、「11：技能職」と「14：主婦」

の割合がそれぞれ 15%前後で最もシェアが大きい。それに続く 10%以上の人が「9：事務

職」として働いている。「17：失業者」は 2004 年が 2.8%と少し低いが、それ以外の年

では約 4%で推移している。 

 

3.2.6. 英語 

 英語は、「How well do you speak English?（あなたは、どの程度英語が話せます

か。）」の項目で聞かれ、回答は、「1：Not at all（全く話せない）、2：Very little

（ほとんど話せない）、3：I can speak it well enough to get by in daily life（日常にさ

しつかえない程度に話せる）、4：I can speak English fluently（流暢に話せる）、9：

Don’t know（わからない）」の 4 尺度である。回答の「1・2」を英語が話せないグルー

プとしてゼロ、「3・4」を英語が話せるグループとして 1 の英語ダミーを作成した。英

語が話せることにより職業などにおいて有利に働くことはもちろんであるが、最も大きな

影響はその情報量ではないだろうか。対象年のアジア・バロメーター調査では、ソーシャ

ルメディアの利用時間を問う質問項目はない。しかし情報に触れる量が増えるという観点

からは、英語話者であることとソーシャルメディアを利用することには類似する影響が予

想される。幸福の価値観を形成する上で、仮に海外に居住する経験がないとしても、英語

を理解できればインターネットなどを通じて自国だけでなく、様々な海外の状況からより

広い世界を知ることができる。このため、比較対象の広がりが予想され、その影響はプラ

スとマイナスどちらにもあるのではないだろうか。広い世界を知り比較対象が増えること

によって、自分の置かれた状況をより客観的に見ることができ、恵まれていると感じるの



 
 
 

44 

か不自由と感じるのかは人や国によって異なると考えられる。ソーシャルメディアと幸福

度の研究としては、11 のソーシャルメディア（Facebook, Twitter, Google+, YouTube, 

LinkedIn, Instagram, Pinterest, Tumblr, Vine, Snapchat, Reddit）の利用者 1,787 人

（19 -32 歳）を対象にしたアンケートの研究結果、その利用頻度が高い人はそうでない

人の 2.7 倍うつ病になるリスクが高いことが判明している（Lin et al. 2016）。英語を話

し、比較対象が増えることは精神的な健康や幸福度、生活の満足度など多岐に影響すると

いえる。 

 表 3.3 から 7 カ国平均の英語を話せる割合を確認すると、2003 年には 14.5％、2004

年には 20.6%、2006,7 年には 15.7％である。1 割以上、年によっては 2 割ほどの人が英

語を話せることになる。英語話者の比率は国により大きく異なり、最も話せる割合が少な

かったのは中国（11.7%）と日本（12.4%）である。反対に平均して、マレーシアでは

（26.9%）、韓国では（22.8%）が英語を問題なく使うことができる。全体を平均して

も、（16.9%）が英語を話せるというのは決して少ない割合ではないと考えられる。一方

で、グローバル化が進む社会において、十分とも言い難い割合ではないだろうか。 

 

表 3.3 英語話者比率、7 ヵ国、2003-7 年 

 

 

3.2.7. 婚姻状況 

 婚姻状況は、「What is your marital status?（あなたは、結婚されていますか。）」

と 質 問 さ れ 、 回 答 は 「 1 ： Single （ 独 身 ） 、 2 ： Married （ 既 婚 ） 、 3 ：

Divorced/Separated（離別）、4：Widowed（死別）、5：Other（その他）、9：Don’t 
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know（わからない）」の選択肢がある。回答の「5・9」を欠損値として扱い、その他を

ダミー変数化した。婚姻状況の割合は、既婚の該当者が最も多く 70%強、つづいて独身

で 25%弱、離別と死別がそれぞれ 2%前後である。このため分析においては「既婚」ダミ

ーを基準とし、独身と離別、死別の影響を確認する。 

 

3.2.8. ジェンダー意識 

 アジア・バロメーターの特徴的な質問のひとつに男女の平等意識について調査した項目

がある。他の変数とは異なる点として、幸福度と同様に回答者がどのように感じるか主観

的な判断をもとにジェンダー意識を回答する点があげられる。質問項目は、「Do you 

think that on the whole men and women are treated equally in your country? Please 

indicate which of the following is closest to your opinion.（すべての男女が平等である

と思いますか。この中からあなたの意見に近いものをお答えください。）」である。回答

は、「1：Men are treated much more favorably than women.（男性の方が女性よりも

非常に優遇されている）、2：Men are treated somewhat more favorably than women.

（どちらかといえば男性の方が女性よりも優遇されている）、3：Men and women are 

treated equally.（男女は平等に扱われている）、4：Women are treated somewhat 

more favorably than men.（どちらかといえば女性の方が男性よりも優遇されている）、

5：Women are treated much more favorably than men.（女性の方が男性よりも非常に

優遇されている）、9：Don’t know（わからない）」の選択肢がある。回答「1・2」を

「男性優位」ダミー、回答「3」を「男女平等」ダミー、回答「4・5」を「女性優位」ダ

ミーとした。回答項目では、共通して約半数の人が男女は平等であると感じている。一方

で 40%ほどの人が男性優位と感じており、残りの 10%程度が女性優位であると答えてい

る。このため、男女は平等に扱われていると考える「男女平等」ダミーを基準として推定

を行った。こうした男女間の平等意識は、性別によって大きく差が出ることが予想され

る。アジアは欧米以上に男女に差がある社会である。女性の家事負担の時間が多いことや

管理職の割合が低いこと、また女性の貧困率が高いことなど、多くの場合女性が弱者に陥

りやすい社会である。このため、女性の視点からもその平等意識の影響を確認する。傾向

として、女性であれば女性が社会において優遇されていると感じれば、幸福度が高くな

り、男性が優遇されていると感じれば幸福度にマイナスの影響が見られるのだろうか。 
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3.2.9. 住居 

 日本では、「衣食住足りて礼節を知る」ということわざがあるように、住居は生活にお

いて重要な要素のひとつであり、幸福度への影響も大きいと考えられる。住居について聞

いた項目は、「Which category does your current residence fall into?（あなたの現在の

お住まいは、この中のどれですか。）」である。回答は、「1：Owner-occupied 

detached or semi-detached （duplex） house（持ち家：戸建）、2：Owner-occupied 

terraced house or unit in an apartment or condominium complex（持ち家：マンション

などの集合住宅）、3：Rented detached or semi-detached （duplex） house（借家：戸

建）、4：Rented terraced house or unit in an apartment or condominium complex（借

家：アパート・マンションなどの集合住宅）、5：Other （a room in a relative’s home, 

etc.）（その他：親戚の家の間借りなど）、9：Don’t know（わからない）」の選択肢が

ある。住居に関しても、各国によって大きな差が確認された。たとえば、中国やベトナム

などの共産主義の国では土地は国に帰属し、土地を所有すること自体が一部を除き許可さ

れておらず、土地使用権として購入しその上に建設するといった複雑な環境にある。 

 同じ共産主義の制度下でもベトナムは最も「1：持ち家」の割合が高く、平均 9 割以上

で自らが所有する一戸建てに住んでいる。一方、中国は「2,4：マンション」に住む割合

が最も高い。このように、近い制度の国家間でも様々な違いがある。よって、分析では住

環境そのものよりも、住居の所有の有無による生活や経済的な安定の影響が最も大きいと

考え、回答「1・2」を 1 とし、「3・4」をゼロとする持ち家ダミーとして変換した。 

 

3.2.10. 世帯構成 

 先進国と途上国を比べた際、大きな違いの一つが世帯構成ではないだろうか。たとえば、

戦後の日本では経済成長とともに三世帯や親戚も一緒に住む大家族から、両親と子供のみ

の核家族へと世帯構成は変化していった。現在では、少子高齢化の進んだことや生涯未婚

率の上昇によって、高齢者や独身者の単独世帯が増加しており、今後も増加の一途が予想

される。中国であれば、一人っ子政策の結果として世帯構成は核家族へと移行し、韓国の

ように儒教意識が強い社会においては両親や祖父母などを大切にするため三世帯で同居す

ることが多い。アジア独特の価値観や政策の影響が世帯構成に顕著に現れ、それらがどの

ように幸福度に影響するのかを分析においては明らかにする。世帯構成に関する項目は、

「Which of the following describe your family structure?（あなたの世帯構成はどれに
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あたりますか。）」で問われる。回答は「1：Single-person household（一人暮らし）、

2：Married couple only（夫婦のみ）、3：A parent（s） and child（ren） who are not 

married（親と未婚の子ども）、4：A parent（s） and child（ren） who is/are married

（親と既婚の子ども）、5：Grandparent（s）, parent（s） and child（ren）（親と夫

婦と子ども）、6：other（その他）、9：Don’t know（わからない）」である。回答の

「1」を「単独」ダミー、「2」を「夫婦」ダミー、「3」を「核家族」ダミー、「4」を

「二世帯」ダミー、「5」を「三世帯」ダミー、「6」を「その他」ダミーとした。核家

族ダミーには片親世帯も含まれるが、その割合は大きくないため便宜上核家族ダミーとし

た。本来であれば、核家族と父子または母子家庭ではその影響が異なることが予想される

が、データの制限から分析は限定される。割合が最も高いのが「3：親と未婚の子ども」

からなる「核家族」ダミーで約 60％を占め、分析におけるベースラインとした。つぎに

多いのが、子供が一人でも結婚している場合（未婚の子供がいる場合も含む）の「三世帯」

ダミー13%程度で、「二世帯」ダミーが 10%以上で続く。「単独」ダミーは 5%以下の低

い割合で、「夫婦」ダミーも 10%以下しか該当者がいない。 

 

3.2.11. 介護 

 介護は、平均寿命が延びるにつれ大きな問題となりつつある。社会保障制度が充実して

いるとされる日本でさえ介護離職が問題となるように、時間的にも精神的にも多大な負担

があることがわかる。介護は毎日休みなく行う必要があり、育児とは大きく異なりゴール

がみえない。加えて、介護対象者とは子供のように一緒に出かけるといったことが難し

く、旅行やレジャーに行く楽しみに対しても、時間や空間ともに制限がかかる。ことに、

アジアにおいて介護を担うのは女性であることが多く、その幸福感への影響が大きいこと

が予想される。介護についての質問は、「How many, if any, members of your family 

who live with you are in need of special care due to illness, old age or handicap? Fill in 

‘0’ on the frame, if you don’t live with such persons.（あなたが一緒にお住いのご家族

に、病気や高齢、体が不自由などで介護が必要な人は何人いますか、そのような人がいな

い場合は「0」とご記入ください。）」であり、高齢者の介護以外にもハンディキャップ

を持った人も含まれる。回答は人数を直接答える。分析に当たっては、「介護をしている

場合」として回答人数が 1 人以上を 1、「介護をしていない場合」として回答人数が 0 人

をゼロとする「介護」ダミーを作成した。 
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3.2.12. 宗教 

 宗教は、人によって大きくその差が出る要因の一つと考えられる。熱心な信仰を持つ人

にとっては、生活全般を規定し心の支えとなり幸福度に大いに影響を与えると予想され

る。一方で、信仰心はある意味負担になることも考えられる。たとえば、イスラム教であ

ればハラルフードでなければ口にできず、日常の礼拝以外にもラマダーンの間は断食の習

慣があり、婚姻においても原則同じ宗教でなければ両親から許可されない等、宗教意識の

薄い多くの日本人にとってはある意味大きな負担と感じるような教義に基づいた行動規範

が数多く存在する。このように、宗教は信仰心の有無だけではなくその宗教ごとに多くの

影響が予想されるため、分析においては詳細な分類と推計上のバランスをとる必要があ

る。 

 宗教は、「Do you regard yourself as belonging to any particular religion? If yes, 

which? （あなたは特に信仰している宗教がありますか。）」と問われ、回答が以下の 14

の選択肢となる。具体的な選択肢は、「1：Catholic（キリスト教：カトリック）、2：

Christian religion other than Catholic（キリスト教：カトリック以外）、3：Muslim 

（Sunnah） （イスラム教：スンニ）、4：Muslim （Shiah）（イスラム教：シーア）、

5：Hindu（ヒンドゥー教）、6：Buddhist （Mahayana）  （仏教：大乗）、7：

Buddhist （  Hinayana/ Theravada）（仏教：小乗 /上座部 9）、8：Confucian（儒

教）、9：Jewish（ユダヤ教）、10：Sikh（シク教）、11：Taoism（道教）、12：

Shintoism（神道）、13：other（その他）、14：None（信仰している宗教はない）、

99：Don’t know」である。2006,7 年のみ、選択肢に 12：（神道）が加えられる。回答

の選択肢をすべてダミー変数化した場合、変数が煩雑になる以上に割合が極端に少ない宗

教もある。このため、すべての対象年で 1%以下や該当者ゼロの宗教をその他に含め、再

度分類した上で「99：Don’t know」は欠損値として処理した。 

 新たな分類は、すべての年において回答の割合が極端に少ない宗教は上述のように「そ

の他」として分類したが、ヒンドゥー教は 4 大宗教として該当者が少ないが例外的に扱

った。また、「1：Catholic（キリスト教：カトリック）、2：Christian religion other 

than Catholic（キリスト教：カトリック以外）」のように合計しても 10%程度の場合、

宗派ごとの分類はせずキリスト教として統一した。同じキリスト教であってもカトリック

                                                  
9 2003,4 年の選択肢は、小乗と表記。2006,7 年の選択肢は上座部と表記されている。 
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と、プロテスタントをはじめとするカトリック以外の宗派にはそれぞれに大きな違いがあ

る。「離婚」を例にすれば、カトリックでは原則禁止されているが、プロテスタントでは

奨励はされていないが禁止もされていない。このように同じ宗教でも宗派による違いは小

さくないが、キリスト教と仏教というように宗教による違いほどの差は生じないと考えら

れる。対象国中では仏教国が多く、同じ宗教でも「6：Buddhist （Mahayana） （仏

教：大乗）」と「7：Buddhist （Hinayana/Theravada）（仏教：小乗/上座部）のよう

にそれぞれ 20%程度のシェアがあるものに関しては、統一せずにカテゴリーを分けた。

なお、宗教の選択肢は、国ごとに様々な注意事項があり、たとえば 2003 年のタイにおい

ては、回答「3・4」は統一して「3：イスラム教（スンニ・シーア）」とされており、回

答「6・7」の仏教も「6：仏教（大乗・小乗）」と混乱を避けるため、一つのカテゴリー

に統一されている。このため、2003 年の宗教は「6：仏教（大乗）」の割合が多くカウ

ントされている。加えて、マレーシアでもすべての年において回答「3・4」は「3：イス

ラム教」に統一され、仏教も「6：仏教」で統一されており、「7：仏教（小乗/上座

部）」の選択肢はない。日本や中国においても宗教のカテゴリーは異なり、混乱を避ける

ため選択肢に「7：仏教（上座部）」がない等の違いがある。このように、宗教項目は各

年や国ごとに差異があり注意が必要である。特に、2004 年の中国においては宗教を問う

項目自体が禁止されておりデータがない。したがって、推定において 2004 年は宗教ダミ

ーを除外した。 

 新たに分類した宗教は、「1：キリスト教、2：イスラム教、3：ヒンドゥー教、4：仏

教（大乗）、5：仏教（上座部）、6：その他、7：信仰なし」の 7 分類で、それぞれにダ

ミー変数を作成した。表 3.4 によると、「7：信仰なし」のカテゴリーが約 30%で最も高

い割合を占める。日本や中国では 8 割近くの人が信仰なしと回答し、宗教の影響が小さ

いことがわかる。対して、マレーシア、タイやミャンマーにおいては、信仰なしの該当者

は 1%以下の非常に低い割合である。 

表 3.4 の平均値によると、次に割合が高いのが「4：仏教（大乗）」で 4 人に 1 人が該

当する。続いて、同じく「5：仏教（上座部）」が 17.7%で割合が高い。ともに該当者が

多い仏教の違いを確認するため、生活に関わる大きな違いとして以下の点をあげる。日本

人が一般的に仏教と聞いて想像するのは「4：仏教（大乗）」であり、飲酒や妻帯など原

則禁止されていない。一方で、「5：仏教（上座部）」はより厳しい戒律に生活を規定さ

れており、飲酒や妻帯は原則禁止されている。世界では信仰者の多い 4 大宗教のうち、
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「2：イスラム教」は 9.9％、続いて「1：キリスト教」は 8.4％となり、本分析において

は少数派の宗教となる。もっとも信仰者が少ないのが「3：ヒンドゥー教」で 1.4％であ

る。まとめると、本研究の対象のアジア地域では仏教が主流の宗教といえ、イスラム教や

キリスト教の信仰は限定的である。国別の詳細は本章以降で必要な際に確認する。分析に

おいては「7：信仰なし」を基準とし、各宗教ダミーの影響を確認した。 

 

表 3.4 宗教の割合、7 カ国、2003-7 年（単位%） 

 

 

3.3. 分析モデル 

 つぎに分析に利用したモデルの説明を行う。表 3.5 は、国と年ごとの分析モデルの概

要である。モデルは 1 から 48 まであり、すべてのモデルについて推定を行った。このう

ち分析に利用したのは、統計的に有意水準を満たしたモデルである。加えて説明変数の多

くが有意水準に満たない場合、分析では割愛した。本章の分析では、7 ヵ国共通と国ごと

に分類したデータについて、対象年と変数の組み合わせごとに順序プロビットで推定した

10。また、「年齢」と「年齢二乗」のモデルは Blanchflower（2020）に従い、最も不幸

または幸福な年齢を推定するために、順序プロビットではなく最小二乗法（以下 OLS）

を用いて推定した。表 3.5 の左側のモデル（Model 1-3, 7-9, 13-15, 19-21, 25-27, 31-33, 

37-39, 43-35）が順序プロビット、右側のモデル（4-6, 10-12, 16-18, 22-24, 28-30, 34-36, 

40-42, 46-48）が OLS で推定を行った。 
                                                  
10 先行研究では、幸福度を順序尺度に加え、基数尺度として扱う場合もある。本章では、

順序尺度として順序プロビットモデルを利用し推定を行った。しかし、基数尺度として

OLS を利用した場合も、両者の推定結果に差異はなかった。詳細な推定結果が必要な場

合は作者に確認されたい。 
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表 3.5 順序プロビット分析の利用モデル概要 

 

 

以下の 3.4 節の順序プロビット分析結果に利用したモデルは、７カ国共通の推定結果で

ある Model 1-3 である。Model4,5 は、「年齢」と「年齢二乗」の係数の推計値が共に統

計的有意水準を満たさなかったため、分析では利用しない。上記の２変数が統計的有意水

準を満たした Model 6 は、3.6 節で利用する。 

つづいて 3.5 節の国別推定結果においては、表 3.5 の国別分析の左側（世代）分析のみ

を利用する。したがって以下の分析では、日本は Model 7-9、韓国は Model 13-15、中国

は Model 19-21、マレーシアは Model 25-27、タイは Model 31-33、ベトナムは Model 

37-39、ミャンマーは Model 43-45 を利用する。 

最後に 3.6 節においては、「年齢」と「年齢二乗」の係数の推計値が共に 10%水準で

統計的有意水準を満たしたモデルを利用し、最も幸福または不幸な年齢の分析を行う。年

齢の推定に利用したモデルは、日本の Model 12（2006,7）、韓国の Model 16

（2003）、中国の Model 24（2006,7）、タイの Model 35（2004）と 36（2006,7）、ミ

ャンマーの Model 47（2004）である。上記に記載のないモデルは、有意水準を満たさな

かったため割愛する。加えてマレーシアとベトナムはすべての年で有意水準を満たさなか

ったため Model 28-30 および 40-42 も利用しない。また、7 カ国共通の推定結果 Model 

1-3 を利用した限界効果の分析から、アジアの最も幸福な人の共通要因を分析する。 

 

3.4. 順序プロビット分析結果 

 本節では、7 カ国共通の Model 1-3 を利用した順序プロビット分析の推定結果を説明す

る。はじめに第 1 のリサーチ・クエスチョンである、アジア地域の国際比較における幸

福のパラドクスの有無を所得の推定結果より確認する。続いて、第 2 のリサーチ・クエ

スチョン前半部分、アジア 7 カ国共通の幸福要因が存在するのかについて以下の 11 項目



 
 
 

52 

のダミー変数の推定結果から分析する。以下で確認する 11 項目は、「生活水準」、「年

齢」、「学歴」、「就労状況」、「英語」、「婚姻状況」、「ジェンダー意識」、「住

居」、「世帯構成」、「介護」、「宗教」に加え国別ダミー変数である。第 2 のリサー

チ・クエスチョン後半部分、共通の幸福要因に男女差があるのかについては、各項目にお

いて女性ダミーとの交差項の推定結果から確認する。以下では、上記のすべての変数を同

時にモデルに入れ、推定した結果を変数ごとに表に記した。 

 具体的な分析方法は、各項目の 7 カ国共通の推定結果をモデル（Model 1-3）ごとに表

（上部）に記載し、続いて同変数の女性ダミーとの交差項を同じ表（下部）に記す。表

は、各ダミー変数の係数の推計値を表す。各係数の推計値は、プラスまたはマイナスの影

響のみの確認ができる。推計値の数値の大小からは影響の大きさを確認することはできな

い。このため、影響の大きさは別に限界効果として推定する必要がある。このため、変数

ごとの限界効果も表に記載した。限界効果については、最も幸福な人々の各変数の影響を

明らかにすることを目的とし、「very happy（幸福度 5）」の場合の限界効果を記した。 

また、各年の全変数の推定結果は数ページにわたるため、全体の結果は Appendix 2 およ

び 3 に記載する。このため、以下の分析では 11 項目別に表を作成し、必要に応じて追加

のデータを利用した分析を行う。なお推定結果における ∗ は各ダミー変数の係数の𝑝𝑝値の

統計的有意水準を表し、それぞれ該当する水準は、 ∗ が 10%、∗∗ では 5%、∗∗∗ について

は 1%である。加えて、表の（）は標準誤差を表す。 

 

3.4.1. 所得 

 従来の経済学では、効用は消費によって依存するとの仮定が多く、この立場から考える

と幸福も効用の一種といえ、どれだけ消費できるのかつまり絶対的な所得水準による影響

があると仮定される。もちろん消費といっても現在の所得によって可能な消費だけではな

く、過去の消費によって形成された住居や自動車などの固定資産や未来の消費に向けた保

険、投資や貯蓄など、その効果を現在の所得水準だけで測ることはできない。一方で現在

の所得水準は、資格取得などの自己投資や株式などの資産投資を通じた過去の結果ともい

える。加えて、現在の所得水準によって未来の所得につながる投資への金額も異なるため

未来の所得に対し波及する。このように、主観的ではない絶対的な所得水準は、現在にと

どまらず過去や未来に対してお金や物質が幸福度に与える影響を確認することができる。 

表 3.6 は所得の最も低い「下位 25%」をベースラインとし、推定した結果である。表
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3.6 によると、所得の 4 分位ダミーの影響は Model 2（2004）の「上位 25%」ダミーの係

数が有意水準 1%を満たし、プラスに推定された。その他のダミーは女性ダミーとの交差

項を含め、有意水準を満たさなかった。2004 年は、7 カ国共通に最も所得の低い人（下

位 25%）に比べ、最も所得の高い人（上位 25%）の幸福度が高い。つまり絶対的な所得

の影響は、最も所得が高い人と低い人との間に限定され、男女による違いもない。第 1

のリサーチ・クエスチョンである、アジア地域の国際比較における幸福のパラドクスの有

無に対しては、推定結果からは確認できない。所得データにおける正確性の問題も考えら

れるが、所得のダミー変数の多くが統計的に有意水準を満たさないことからも、幸福度に

対して所得の影響は限定的であるといえる。絶対的な所得水準の影響が小さいとすると、

自己申告に基づく幸福度に対しては同じく自己評価である主観的な所得としての生活水準

の影響が大きいのかもしれない。つぎに生活水準の推定結果に移る。 

 

表 3.6 所得の推定結果（7 カ国共通） 

 

 

3.4.2. 生活水準 

 生活水準は、所得水準を主観に基づき判断した結果であるため主観的所得としての側面

があり、また他人との比較に基づき評価した結果であるため相対的所得としての側面もあ

る。従来の研究からも相対所得仮説として、幸福度に対しては絶対的な所得よりもその影

響が大きいことが報告されている（大竹・白石・筒井編著 2010：57）。 

 表 3.7 は、生活水準が「平均」と回答したグループを基準に推定した結果である。絶対
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的な所得の影響は上位 25%ダミーしか有意水準を満たさなかった。表 3.7 の生活水準の

推計値は、すべて 1%水準で統計的有意水準を満たした。その効果は非常に明解で、自分

の生活水準が平均的だと考える人に比べて、低いと考える人にはマイナスの影響があり、

高いと考える人にはプラスの影響がある。加えて女性ダミーとの交差項は、すべて有意水

準を満たさなかった。 

 

表 3.7 生活水準の推定結果（7 カ国共通） 

 

 

 つぎに、生活水準の影響を限界効果から比較する。各年の限界効果は「低い」、「やや

低い」の順にマイナスの影響が大きい。特に、2006,7 年は生活水準が「低い（−

1663）」、「やや低い（−0.1291）」となり、ともに影響が大きい。一方で、生活水準が

平均より高い場合も「高い」、「やや高い」の順にすべての年でプラスの影響が確認され

た。特に、2003 年の「高い（0.3159）」ダミーは、幸福度に大きく寄与する。まとめる

と、生活水準つまり相対的な所得は幸福度と密接に影響し、生活水準が平均よりも高いと

回答した人は幸福度が高く、低いと回答した人は幸福度が低い。一方で、女性ダミーとの

交差項の結果は全て有意水準を満たさず、影響に男女差はない。 
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3.4.3. 年齢 

 年齢は、最も若い「20-24」歳の世代ダミーを基準とし世代効果を確認した。表 3.8 に

よると、2003 年は「30-34」歳と 40 代以降、2006,7 年は「35-39」歳と 45 歳以降のダ

ミー変数ですべてマイナスの影響が確認される。2004 年は、「55-59」歳のダミーの係

数の推定値が統計的に有意水準を満たす。 

 

表 3.8 年齢の推定結果（7 カ国共通） 

 
  

 表 3.8 の限界効果によると、2006,7 年の「55-59」歳のダミーの影響が（−0.0816）で

最もマイナスの影響が大きい。「55-59」歳は、2003 年（−0.0571）、2004 年（−0.0502）
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においてもともに大きくマイナスに影響する。世代の影響をまとめると、20 歳代の幸福

度が最も高い。加えて、「55-59」歳はすべての年でマイナスの影響が確認され、20 代前

半よりも 50 代後半の人の幸福度は低い。男女差を確認すると有意水準を満たさず、年齢

の影響は男女で変わらない。 

 しかし、女性を対象としたアンチエイジングを謳った化粧品が数多く販売され、女性に

対して年齢を聞くことが礼儀に反するといわれることからも男性よりも加齢に対する意識

は強く、年齢を気にする女性は多いと考えられる。このため、世代効果に男女差がないと

いう結果に疑問が残る。したがって、女性に焦点を合わせた分析を行えば推定結果が異な

ると予想され、女性の世代効果に対する詳細な分析を第 4 章で行う。本節では、世代構

成とその平均幸福度から男女差に着目し、最も新しく統計的に頑健な結果が得られた

2006,7 年の概要を分析する。 

 図 3.1 は、2006,7 年の 7 ヵ国合計の人口ピラミッドである。図 3.1 から世代構成を確

認すると、20 代前半は男性 7.2%に対して女性 7.0%であり、20 代後半も男性 6.9%に対

して女性 6.5%でともに女性よりも男性の方が多い。一方で、30 代以降は全ての世代にお

いて女性の人口の方が多い。最も該当者が多いのは、男女ともに 30 代後半でサンプル全

体（約 6,600 人）の内 7%を超え、450 人以上を占める。特に、女性が男性よりも約 1%

多く、8.3%である。続いて男性は 20 代前半が 7.2%で、女性は 30 代後半が 7.3%となり

割合が高い。 

 図 3.1 によると、アジア 7 カ国全体の人口ピラミッドの形は、若年層が少なく高齢者人

口の割合が高い、一般的に少子高齢化社会のつぼ形といえる。加えて、分析の対象になっ

ていない 60 歳以上の高齢者人口も考慮すると、日本をはじめアジアの国では少子高齢化

が急激に進んでいることが予想される。アジアの国々の少子高齢化社会へ到達するスピー

ドは、日本が経験した以上に早い。たとえば、アジア・バロメーターの調査当時に近い

2008 年、日本が高齢化社会（高齢者率 7%以上）から高齢社会（高齢者率 14%以上）に

到達するまで約 24 年を要するが、アジアの国々では中国 25 年、マレーシア 23 年、タイ

22 年、韓国 17 年と予想される（URL 8）。急激な人口構造の変化は幸福度へどのように

影響を与えるのだろうか。推定結果から 20 代よりも全ての年齢でマイナスの影響が確認

されたように加齢によって幸福度は低下し、またその度合いは加速し、高齢であるほど幸

福度は低くなるのだろうか。そこに男女の差は推定結果で明らかとなったように、確認さ

れないのだろうか。つづいて男女別の平均幸福度と世代の関係を分析する。 
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図 3.1 調査対象者年齢構成、男女、7 カ国、2006,7 年 

 
図 3.2 世代別幸福度平均、男女、7 カ国、2006,7 

 
 図 3.2 は男女と年齢別にみた、2006,7 年の 7 ヶ国共通の幸福度平均値である。すべて

の世代で男性よりも女性の幸福度が高い。加えて、女性の世代別平均幸福度は、30 代前

半までは 3.9 以上と高いものの、30 代後半に 3.83 と急激に低下し、それ以降の世代でも

なだらかに低下している。男性の場合、幸福感が高まる機会は 2 度訪れる。1 度目は、 
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20 代後半で 3.87 となり最高点に到達し、その後低下し続ける。2 度目は、40 代前半で

3.82 に高まり、最も女性の幸福感に近づくもののそれ以降は女性と同様に低下し続け

る。全体の傾向からは、40 代後半と 50 代の幸福度平均が低く、推定の結果通り加齢によ

って幸福度は低下すると考えられる。 

 

3.4.4. 学歴 

 最終学歴は、幸福度にどのような影響を与えるのだろうか。日本や韓国、中国のように

学歴偏重社会の傾向が強ければ、最終学歴により就ける仕事が変わり、収入など経済状況

にも影響を与える。分析においては、職業や所得といった経済状況は調整済みなので、学

歴ダミーによって純粋に学歴が幸福度に与える影響を確認できる。学歴の影響は、単に経

済状況だけではなく、学びによって培われる価値観や交友関係が大きいのではないだろう

か。人生において友人関係を得やすいのは、長い時間を過ごし互いのことを理解し、利害

関係の影響が小さい学生時代であることが多い。そのため学歴による影響は、所得などの

経済面に限らず、友人、OB や OG などの社会的なコミュニティーともいえる。こうした

コミュニティーは、幸福度に大きな影響があることが先行研究でも指摘されており、生涯

にわたり幸福度を左右する。表 3.9 によると、学歴の変数はすべて統計的有意水準を満た

さなかった。先行研究においては、高学歴であるほど幸福度が高いという傾向も確認され

ており、国別に教育制度が大きく異なり、途上国と先進国でも差がある。したがって、高

学歴による影響が出なかった可能性もある。加えて、最終学歴の割合には男女差も存在す

るのではないだろうか。以下の分析では国ごとに男女別の最終学歴の割合を確認する。 

 

表 3.9 学歴の推定結果（7 カ国共通） 
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 図 3.3 は、2006,7 年のデータから計算した学歴別の男女比である。横軸が男女比率

（女性 / 男性）で男性が多ければ 1 未満、男女同数であれば 1、女性が多ければ 1 以上に

なり、縦軸が国別の学歴を表す。 

 図 3.3 からは、「学歴（低）」では、すべての国で 1 以上の値で女性が多く、特にタ

イ、ベトナム、ミャンマーでは 1.3 を超えており、女性の方が男性よりも 30%以上多

い。「学歴（中）」では、日本（1.04）、韓国（1.23）、ベトナム（1.06）のみ 1 以上で

男性よりも女性の割合が高い。「学歴（高）」では、ミャンマーの（1.37）を除き、すべ

ての国で女性よりも男性が多い。中でも最も男女比率が小さい韓国は（0.75）となり、男

性の方が女性に比べ 25%多い。ミャンマーの「学歴（高）」が（1.37）で、唯一男性よ

りも女性の割合が高いが、男女の調査数が男性 450 に対して女性 550 と偏りがあり、そ

の影響が考えられる。このため、ミャンマーを対象外に全体の傾向を考えると、日本と韓

国の男女差は、「学歴（低）」と「学歴（中）」に女性が多く、「学歴（高）」ではとも

に男性よりも女性は少ない。つまり、先進国においても男女による学歴差が確認される。

加えて、「学歴（高）」は日本（0.95）以外の国ではその差が 10%以上開いており、女

性に対する教育格差が残っていると考えられる。多くの国では「結婚し、家庭に入る女の

子に高等教育を受けさせる必要はない」といまだに考えられており、比較的教育熱心なア

ジアの国々においてもそうした意識は残っているのかもしれない。 

 

図 3.3 学歴別の男女比率、7 カ国、2006,7 年 
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3.4.5. 就労状況 

 職業は、多くの人にとって長い時間を費やす活動の一つではないだろうか。平均的な就

業時間でも約８時間、それ以上の時間を費やす人もいる。表 3.10 によると「Self-

employed（自営業）」、「Not employed（非就業）」のダミー変数の係数は、ともに有

意水準を満たさなかった。男女差の影響の結果も全て有意水準を満たさなかった。職業に

より異なる時間の制約を考慮した結果、上記の 3 分類としたが有意水準を満たさなかっ

たため、より詳細な分類で確認する。従来の研究ではホワイトカラーの幸福度が高く、ブ

ルーカラーの幸福度が低いという報告もあり、その拘束時間や自由度よりも職務内容の影

響が大きいのかも知れない。加えて、職業はその人の社会的な地位を規定する事も多く、

単純に職務内容だけではなく幸福において重要な要素となる他者との比較つまり「他人と

比較して、自分がどう見られているのか」を表すともいえる。このため男女別に就労状況

の比率を確認し、その平均幸福度を順にみていく。 

 

表 3.10 就労状況の推定結果（7 カ国共通） 

 

 

 図 3.4 は、2003-07 年の平均値である。横軸に職業、縦軸（右目盛）の折れ線グラフが

男女別の幸福度、縦軸（左目盛）の棒グラフが男女比率を表し、1 以下が男性の割合が高

い職業、１以上が女性の割合が高い職業である。図 3.4 から男女比を確認すると、男性の

割合が高い職業は、運転手（0.03）、従業員 30 人以上の企業経営者（0.22）、従業員 30

人未満の鉱工業の自営者（0.41）、従業員 300 人以上は課長クラス、300 人未満は部長 

クラスの上級管理職（0.42）である。対して、女性の割合が高い職業は、主婦
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（367.72）11、販売職（1.54）、行商人・街頭販売人（1.30）、その他無職（1.20）であ

る。職業の男女比からも、男性は経営や自営業の従事者が多く、女性は主婦や無職、販売

職が多いため、所得格差が生じている。加えて上位 3 位以下の職業においても、男性は

各種自営業者、医者や弁護士などの専門的職業が多く、高所得の職業につく割合が高い。

一方で、女性は販売職や事務職など一般的に高度な教育がなくてもつける職業が多く、低

所得の職業につく割合が高い。特に専業主婦/主夫は、そのほとんどが女性であり、各年

男性が 10 人未満に対し、女性は 2003 年 815 人、2004 年 945 人、2006,7 年 1,339 人で

最も高い割合を占める。つまり、アジア地域においては女性の社会進出が限定的であるこ

とが示唆される。職業における男女の差が確認されたが、幸福度はどのように異なるのだ

ろうか。 

 

図 3.4 職業別の男女比率と平均幸福度、2003-07 年 

 
 図 3.4 からは、同じ職業でも幸福度が男女で大きく異なることが確認される。最も幸福

の男女差が大きいのは運転手であるが、女性の運転手の該当者はすべての期間で 10 人以

下と非常に少ないため除外する。このため男女差は、雇用の専門的職業（雇用されている

医者・弁護士・技師など）で最も大きく、女性が（4.00）に対して男性が（3.84）であ

                                                  
11 専業主婦/主夫の該当者数は、2003 年（男性 2：女性 815）、2004 年（男性 2：女性

945）2006,7 年（男性 6：女性 1,339）であるため、他の職業よりも男女比率が大きい。 
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る。女性にとって雇用の専門的職業は、最も幸福度が高い。続いて、学生は女性が

（3.92）に対して、男性が（3.75）となりその差が大きい。女性の専門職、学生はともに

恵まれた環境にあるといえる。特に専門職の女性は、一般的に長い教育を受ける機会に恵

まれ、かつ職業に就いた後には経済的にも自由であることが多い。加えて、社会的な地位

という意味でも専門職に就くことは、多くの国で憧れの対象となり得る。同じ専門職にお

いて女性が男性よりも幸福度が高い要因としては、周囲の女性と相対的に比較し、自分が

恵まれているという意識によるところが大きいと考えられる。一方で男性は、周囲の男性

と比較し恵まれた環境にあるという意識は薄いかもしれない。両者の違いからは、女性は

女性同士で男性は男性同士で相対的に幸福度を比較するという状況が示唆される。 

 反対に女性よりも男性の幸福度が高い、つまり男性が女性よりも幸福に働ける職業を確

認する。運転手と同様に、主婦/主夫は男性の該当者が全ての期間で 10 人未満のため除外

する。女性よりも幸福度が高い職業は、企業経営者（従業員 30 人以上）の男性（3.86）

に対して女性（3.81）、上級管理職（従業員 300 人以上は課長クラス、300 人未満は部長

クラス）の男性（3.93）に対して女性（3.82）、退職者の男性（3.88）に対して女性

（3.79）の 3 職種である。特に、最も男性が幸福に働ける職業は、上級管理職で女性との

幸福度の差も最も大きい。一般的には管理職はストレスが大きいといわれるが、幸福度に

おいては決してマイナスとはいえないのだろうか。仮に、幸福度は相対的に決まる要素が

大きいならば、上級管理職も企業経営者も社会的にはともに成功していると見なさなれ

る。こうした要因が日々のストレスよりも幸福度を上昇させる要因として働いたのかもし

れない。一方で、退職者の幸福度が高い理由としては、自由に過ごせる余暇の時間が増え

仕事の責任から解放され、ストレスが減少した結果ともいえる。つまり、男性にとって幸

福には社会的な成功と責任からの自由という相反する面が存在することが考えられる。 

 

3.4.6. 英語 

 「英語が話せるかどうか」は、国際化指標の代理変数ともいえる。表 3.11 の英語話者

ダミーは、推定結果によると有意水準を満たさなかった。同様に、女性ダミーとの交差項

も有意水準を満たさず、英語を話せることは、男女ともに幸福度に影響がないことがわか

った。英語の影響は国によって異なるのかもしれない。英語能力は教育費用との相関も指

摘されており、教育への熱心さをはかる指標ともなりうる。国別に差があるのか、本章 5

節以降の分析で明らかにする。 
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表 3.11 英語の推定結果（7 カ国共通） 

 

 

3.4.7. 婚姻状況 

 結婚と幸福の関係に関しては、多くの研究において既婚者の幸福度が最も高いとされ

る。因果の方向については「幸福であるため結婚するのか、結婚したから幸福になったの

か」をめぐる議論が続いており、幸福な人ほど結婚しそのメリットも大きいとの指摘もあ

る（大竹・白石・筒井編著 2010 : 27-8）。 

 推定結果は既婚者ダミーを基準とした。表 3.12 によると、独身者ダミーの推計値は有

意水準１％ですべての期間においてマイナスの影響が確認された。離婚または別居ダミー

も同様にすべての期間 1%水準でマイナスの影響となり、パートナーと死別のダミーも年

によって有意水準 1%から 10%でマイナスの影響である。独身と離別は、全ての期間で有

意水準 1%以下であり影響が強い。結果は従来の研究と整合的で総じて既婚者の幸福度が

最も高い。アジアにおいても結婚は、従来の研究同様人々の幸福に寄与し、別れは形態に

関係なくマイナスに影響することがわかった。 

 表 3.12 の限界効果は、独身ダミーが 2006,7 年（−0.0791）、離別ダミーは 2006,7 年

に（−0.1056）、死別ダミーは 2004 年（−0.1488）で最大になる。年別で最も限界効果が

大きい変数は、2003 年が離別（−0.0887）、2004 年が死別（−0.1488）、2006,7 年が離

別（−0.1056）となり、離別の影響が大きい。 

 男女差を確認すると、2003 年は有意水準 1%以下で、独身のダミーが（−0.0856）に対

して、交差項の独身ダミーは（0.0678）でプラスに影響し、独身者では男性よりも女性

の幸福度が高いという、従来の研究とは反する結果となった。同じく 2003 年は、離別の

ダミーの係数が 1%水準で（−0.0887）に対して、交差項の離別ダミーの係数は 10%水準

でプラスの有意に推定された。よって、2003 年においては独身と離別ともに男性よりも

女性の幸福度が高い。2004 年は、死別ダミーの係数が 1%水準で（−0.1488）に対して、
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交差項の死別ダミーの係数は 5%水準、限界効果は 10%水準の（0.1957）で有意に推定さ

れた。同じ死別を経験しても、2004 年は男性よりも女性の幸福度が高い。 

 

表 3.12 婚姻状況の推定結果（7 カ国共通） 

 

 

 推定結果の有意水準を満たした期間や変数はともに限定的ではあるが、なぜ男女で影響

が異なる結果となったのだろうか。卑近な例ではあるが、日本に限定して考えてみると、

男性が配偶者を先に失った場合、悲しみゆえになのか、家庭内分業にもとづく家事一般の

生活力のなさゆえになのかは定かではないが、後を追うように亡くなることが多い。一方

で女性の場合は当初は悲しみに沈むが、全く違う趣味をはじめたり、新たな交友関係を育

んだりとレジリエンスの能力が高い。婚姻状況の幸福度においては、こうした要因も影響

したと考えられる。日本では、調査年 2003 年に最も近い家事労働に関するデータとし

て、総務省統計局の 2001 年発表『平成 13 年社会生活基本調査』がある。上記による

と、週全体の家事関連時間（総数）は、女性が 3 時間 45 分、男性が 33 分と男女間で大

きく差が開き 6.8 倍である（URL 9）。 

 このようにアジアの女性の家事労働の負担の大きさが、婚姻状況の幸福度の男女差につ

ながったと考えられる。どのような形にせよパートナーと別れることで家事負担が減り、

幸福度を上昇させる一因となったのかも知れない。現代は社会規範が多様になりつつあ

り、男女の家事負担だけ見ても多様な形が予想される。加えてパートナーと共に生活する
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上でも、結婚のように法的な契約を結ぶ場合と同棲のように法的な契約を結ばない場合、

またその中間的な位置としてフランスのパックス制度のように事実婚を法的に保護する場

合もある。こうした多様な社会制度や規範は、アジアの国々にも広がりつつあるのではな

いだろうか。法的契約による結婚の影響だけではなく、事実婚のように実際にパートナー

がいるかどうかの影響を男女でより詳細な分析を行うことを今後の課題とする。 

 

3.4.8. ジェンダー意識 

 男女の平等意識は、幸福度に対してどのように影響するのだろうか。第 3 章 2 節の変

数概要で確認したように、約半数の人々は「男女は平等に扱われている」と回答している

が、男性優位と感じる人も全体で約 40%と少なくない。表 3.13 の推定結果を確認する

と、３回の調査の内２回について「女性優位」ダミーの推定値が 1%以下で有意水準を満

たしており、マイナスの影響がみられる。女性優位であると感じる人の幸福度は低いとい

える。交差項の影響を確認すると、女性優位ダミーは 3 回の調査中、2 回有意水準 5%で

プラスが確認され、全体分析とは反対の影響となった。つまり、男女平等と考える人より

も、女性優位と感じる男性の幸福度は低く、女性の幸福度は高い。表 3.13 の限界効果か

らは、「女性優位」と感じる男性へのマイナスの影響よりも、女性へのプラスの影響が

2004、2006,7 年ともに大きい。具体的には、2004 年の「女性優位」ダミーは、全体（−

0.0285）に対して交差項（0.0717）である。2006,7 年の「女性優位」ダミーは、全体（−

0.0517）に対して交差項（0.0650）となる。さらに、男女間の不公平を感じる意識がど

のように幸福度に影響するのかを「女性優位」ダミーの係数が 1%水準、交差項も 5%水

準で最も推定結果が頑健な 2006,7 年のジェンダー意識と幸福度を確認する。 

表 3.13 ジェンダー意識の推定結果（7 カ国共通） 
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 図 3.5 は、横軸に男女のジェンダー意識を表し、縦軸（右目盛）に幸福度の平均、縦軸

（左目盛）に回答の割合（％）を表す。図 3.5 からジェンダー意識を確認すると、男女平

等と感じるのは男性が 43.3%、女性が 38.0%となり、女性よりも男性の方が男女平等で

あると感じる割合が高い。一方で、男性優位と感じる女性の割合は「最も強く男性優位を

感じる」16.3%にのぼり「ややそう思う」39.2%となり、合計すると 55.5%で実に女性の

半数以上が男性優位であると感じている。男性優位と感じる男性の割合も、両者を合計す

ると 4 割を超えている。つぎに、女性優位を感じている割合は、男性の合計が 12%、女

性においては、わずか 6.4%で非常に少ない。加えて、強く女性優位と感じている割合

は、男性で 1.8%、女性でも 1.2%と非常に割合が低い。 

 図 3.5 から幸福度を確認すると、最も幸福なのは男女ともに平等と感じる人々で男性が

（3.76）、女性が（3.83）である。特筆すべき点として、男性優位だと強く感じる男性の

幸福度は、平等意識のある男性とほぼ変わらず高い水準（3.74）である。一方で、やや女

性優位と感じる男性が（3.40）、女性が（3.65）でその差は小さくない。女性優位と強く

感じるグループの幸福度を比較すると、男性は（3.25）に対して女性が（3.62）とその差

は 0.4 ポイント近く、推定結果と同様に平均値においても男女差が確認される。 

 まとめると、社会全体では男女ともに男性優位と感じる割合が高い。平等に扱われてい

ると感じる割合は、男性の方が高く女性はやや男性優位と感じる人の方が多い。一方で、

女性優位と感じる割合は男性でさえ 12%、女性はその半分である。女性優位を感じる男

性の幸福度が極端に低い。一方で、男性優位と感じる女性の幸福度は低いが男性ほど大き

な低下はみられない。つまり、アジアは長い間、男性優位と感じやすい社会構造にあり、

男性優位が当たり前と感じるのかもしれない。仮に、男性優位という意識が人々にとって

恒常的にあれば、女性の幸福度はたとえ男性よりも冷遇されたと感じても、慣れによって

さほどマイナスの影響を受けないのかもしれない。対して女性優位を意識する機会は、男

性にとっては珍しく、女性よりも不幸を感じるのではないだろうか。男女の意識にのみ焦

点を合わせた分析を行ったが、国によってその平等意識は違いが予想される。以降の国別

の章にて、特徴的な点を捉える。 
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図 3.5 ジェンダー意識と幸福度、男女、2006,7 年 

 

 

3.4.9. 住居 

 アジアの人々の価値観にとって、家を購入することは非常に重要である。たとえば、慣

習は弱くなったとはいえ結婚する際に中国や韓国では男性は家と車を準備できなければ、

相手の両親から断られることがあった。このように結婚するためにも人生において最も大

きな買い物をする必要があった。一方で、日本ではシェアハウスが若者の間で流行したこ

とからもわかる様に、所有することにこだわらない価値観が生まれつつあるのかもしれな

い。すべての期間の持ち家率は、各年で 7 カ国平均 70%を越えている。日本に限定し比

較しても 2003 年 73.3%、2004 年 73.5%、2006,7 年 70.8%となり、日本の 2003 年住

宅・土地統計調査の平均 60%と比較してもその割合が高い（URL 10）。 

 表 3.14 の推定結果によると、持ち家ダミーは 2004 年には有意水準 1%、2006,7 年も

有意水準 5%でどちらもプラスの影響がある。限界効果は 2004 年（0.0371）、2006,7 年

（0.0312）となり、持ち家に住む人々はそうでない人よりも幸福度が高い。交差項は有

意水準を満たさず、男女差はないことが分かる。世代別の持ち家率を確認するとその割合

はほぼ世代に比例し、調査対象のうち最も上の世代（55-59 歳）においては、80%以上の

人が持ち家に住んでいる。新しい価値観が生まれつつあるといっても、アジアの人々にと
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っては持ち家に住むことは幸福度を高める。つまり、財産としての面以外にも家を所持す

ることは重要な要素であるといえる。 

 

表 3.14 住居の推定結果（7 カ国共通） 

 

 

3.4.10. 世帯構成 

 世帯構成は、アジアとひとつのくくりにできないほど大きな差がある。たとえば１人暮

らしの割合は、ミャンマーでは 1%にも満たず非常に小さい。一方で、韓国では 5%を越

える。つまり、世帯構成は経済の発展や慣習に加え、国の政策によっても異なる。表

3.15 の推定結果によると、2006,7 年「単独」ダミーの係数のみが、10%水準でマイナス

に確認された。3 回の内１回の推定結果で有意水準も 10%ではあるが、親と未婚の子ども

で構成される核家族よりも、一人暮らしの人の幸福度はアジア共通に幸福度が（−

0.0483）低いことがわかった。交差項は有意水準を満たさず、男女による差はない。日

本では今後一人暮らし世帯が増加していくことが予想され、すでに様々な問題が指摘され

ている。たとえば一人で食事を摂ること、いわゆる孤食は寿命を縮めるとの指摘もあり、

それ以外にも誰にも気づかれず亡くなる孤独死の問題もある。アジアでも韓国やタイ、中

国も含め今後より少子高齢化が進むことで、一人暮らし人口の増加が見込まれる。今回の

調査対象は高齢世帯が含まれておらず、単独世帯は調査結果よりも多く存在すると予想さ

れる。したがって、一人世帯への対策は重要性を増し、急務となることが示唆された。 
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表 3.15 世帯構成の推定結果（7 カ国共通） 

 
 

3.4.11. 介護 

 表 3.16 によると、介護に関してはその係数が 2006,7 年において有意水準 1%で統計的

に有意であり、マイナスの影響が確認された。2004 年からわずかな時間経過ではあるが、

少子高齢化社会がより進み、介護自体への意識が変化した影響かもしれない。限界効果は、

（−0.0468）幸福に影響しており、上記の 2006,7 年の持ち家に住む効果（0.0312）より

も大きく、仮に持ち家に住む場合でも介護を必要とする家族がいればそのプラス効果は、

相殺されマイナスになる。なお、2003 年の推定ではマレーシアの介護ダミーに共線性が

確認されたため除外した。 

 介護が必要な家族がいる人は、対象国全体では 12%程度で決して小さい割合とはいえ

ない。現在は、調査当時より少子高齢化が進んでいることを鑑みると、より多くの人々の

幸福度に対しマイナスの影響があると考えられる。よって、介護負担を軽減するような制

度や対策の必要がある。つぎに、介護が必要な家族がいる人の割合を国別に確認する。調

査結果からは、同居人に要介護者がいるか否かしか確認できない。したがって、介護者が
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家族以外にいる場合も含まれる。先行研究では、介護の幸福度への影響は大きく分けて２

点指摘されている（Bobinac et al. 2010；Niimi 2016）。1 点目は、介護を直接担うこと

による影響（caregiving effect）である。２点目は、要介護者の健康状態が家族に与える

影響（family effect）である。両者を完全に分け識別することは難しいことに加え、アジ

ア・バロメーター調査では介護を実際に担っている場合もそうでない場合も含まれる。こ

のため以下では、介護の幸福度に対する複合的な影響として分析を行う。 

 

表 3.16 介護の推定結果（7 カ国共通） 

 

 

 図 3.6 は、横軸に対象国、縦軸（右目盛）に国別の平均年齢、縦軸（左目盛）に介護従

事者の割合を表す。図 3.6 の介護従事者の割合を確認すると、タイが 16.9%で最も高く、

次にミャンマーが 14.0%、続いてベトナムが 12.9%である。調査対象者の平均年齢が高

ければ、介護に従事する割合も高くなることが予想されるため、各国の平均年齢を合わせ

て確認する。平均年齢では、日本が最も高く 44.7 歳、つぎに韓国が 42.0 歳、中国が

40.8 歳と続く。このため、平均年齢が介護従事者の割合を高めた原因ではないといえ

る。日本や韓国において平均年齢が高いにもかかわらず、介護従事者の割合が低いのは社

会保障制度が整っていることに起因し、タイやベトナム、ミャンマーなどの途上国におい

てその割合が高いのは、社会保障制度の整備が不十分で介護が主に家族の仕事であること

に起因すると考えられる。では実際に介護は誰が担っているのかを明らかにするため、介

護ダミーが有意と確認された 2006,7 年の介護従事者の職業別割合を確認する。 

 介護を担う割合が高い職業順は、「18：その他の無職」23.9%、「16：退職者」16.6%、

「17：失業者」16.5%となる。対して、介護を担う割合が低い職業順を確認すると、

「12：運転手」4%、「13：その他の雇用者」6.8%、「5：企業経営者（従業員 30 人以

上）」7.7%となる。運転手は、時間的拘束が最も給与に影響することが予想されるため、



 
 
 

71 

介護との両立が出来ないと考えられる。経営者は所得面から考えると時間的な対価が高く、

介護のために自分の時間を使うよりも専門の人を雇うといった行動をとっていることが予

想される。 

 

図 3.6 介護従事割合と平均年齢（国別全体）、2006,7 年 

 
 特筆すべきは、学生の 9.3%が介護に従事している点で小さい割合ではない。高齢化が

進むことで、日本では家族の介護を行う 18 歳未満の「ヤングケアラー12」と呼ばれる子

供達が存在している。日本においてもその状況や研究が始まったばかりではあるが、ヤン

グケアラーとして介護に従事する子供達は、心身ともに疲弊し通学が困難になることも珍

しくはない。金銭的に余裕がない家庭では、両親に代わり比較的時間に融通がきく十代の

若者が家族のケアの担い手となっている。2013 年の総務省発表の「就業構造基本調査」

を基に NHK が試算した人数は、15〜29 歳の介護者は全国で 17 万 7,600 人にも上る

（URL 11）。本来であれば将来のための勉強やクラブ活動など、自分のために使える時

間の多くを介護に費やし、現時点におけるマイナスにとどまらず、進学等にも大きく影響

し子供の将来を変えてしまう。幸福度の観点から見ても、子供達の幸福度が介護によって

                                                  
12澁谷智子（2018）の定義によると、 ヤングケアラーとは病気や障害を抱える家族のケ

アや援助、サポートを行う 18 歳未満の子供のことを指す。 
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低下することは明らかではないだろうか。超高齢化社会を支える制度や予防医学などの影

響を考察することを今後の研究課題とする。 

 まとめると、介護従事者の割合が高い職業として、20%以上で「その他の無職」の割合

が最も高い。つまり「介護が必要なため仕事を辞めた」いわゆる介護離職の結果、無職と

なった可能性がある。加えて時間的な対価が高い職種ほど、介護に従事する割合が低い。

介護の負担は今後、日本にとどまらず東アジアにおいてもヤングケアラーや介護離職など

の問題として顕在化する可能性が示唆される。 

 

3.4.12. 宗教 

 無宗教よりも信仰を持つことは、人を幸せにするのだろうか。宗教は、調査結果をこの

分析のために大幅に再分類した変数である。2004 年のみ中国で宗教に関する質問が禁止

されたため、同年の推定は宗教ダミーを除外した。表 3.17 の推定結果から、キリスト教

ダミーの係数は、2006,7 年 1%水準で有意が確認され、限界効果は（0.0719）でプラスに

推定された。イスラム教も 2006,7 年において有意水準 5%で推定され、限界効果は

（0.0492）でプラスが確認された。仏教は（大乗）と（上座部）ともに、2006,7 年も有

意水準 1%でプラスの影響がみられ、大乗仏教（0.0443）、上座部仏教（0.0727）の限界

効果となった。特に、大乗仏教は 2003 年も有意水準が 10%ではあるが（0.0265）でプラ

スに推定された。その他のダミーとヒンドゥー教ダミーにおいては、統計上その割合が

2%前後であったため有意水準を満たさなかったと考えられる。従って、少なくとも信仰

を持つことは幸福度に対してプラスに働くことが明らかとなった。 

 交差項から男女差を確認すると全体の結果とは異なる。イスラム教・仏教（大乗および

上座部）・その他の変数以外は、非常に少ない割合であったため除外した。表 3.17 によ

ると、仏教（上座部）を信仰する女性ダミーの係数は、2006,7 年 10%水準で（−0.0309）

の影響が確認される。つまり、上座部仏教徒の女性の幸福度が低いという結果である。な

ぜ、上座部仏教徒の女性だけ幸福度が低いのだろうか。考えられる要因としては、仏教の

教義の一つに基づく女性の立場の弱さにあるのかもしれない。仏教では、「女性が女性の

肉体のままでは悟りに至ることができないため、一度男性に生まれ変わる必要がありその

後悟りに到達する」という教義がある。このため、女性の地位が男性よりも低い国が多く

その傾向は大乗よりも上座部仏教を信仰する国の方が強く、女性の幸福度にマイナスに影

響したのかもしれない。 
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表 3.17 宗教の推定結果（7 カ国共通） 

 

 

3.4.13. 国別ダミー 

 表 3.18 の推定結果は、日本を基準とし各対象国のダミーでその影響を確認する。マイ

ナスの影響が確認されたのが 2 カ国、プラスの影響が 3 カ国、中国のみ影響がなかった。

国別ダミーにおいては、幸福度に対してその他の条件が同一であると仮定した場合、日本

よりも幸福度が低い国が韓国・ミャンマーである。特に、韓国はすべての年の係数が、

1%ないし 5%水準でマイナスに統計的有意が確認され、2004 年の限界効果は（−0.0771）

とその影響は大きい。ミャンマーも 2004 年、2006,7 年においてマイナスの影響が確認さ

れ、2006,7 年の限界効果は（−0.0566）と小さくない。韓国とミャンマーは、先進国と途

上国であり、両国の 1 人当り所得の差は大きい。所得の大きさだけでは幸福度が決まら

ないことが、国別ダミーの結果からも明らかになった。 
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 上記と同じ仮定において、日本よりも幸福度が高い国はマレーシア・タイ・ベトナムで

ある。表 3.18 の限界効果から、2004、2006,7 年と共通してマレーシアのプラスの限界効

果が最も大きい。マレーシアは、2004 年（0.1117）、2006,7 年（0.1677）でともに有意

水準 1%で幸福度にプラスの影響が確認された。タイも同様に 2004 年（0.0784）、

2006,7 年（0.0941）でともに有意水準 1%で日本よりも幸福であることが明らかになった。

ベトナムは、すべての年で統計的に有意が確認され、特に 2006,7 年（0.1145）において

マレーシアに次いでプラスの限界効果が大きい。 

 まとめると、その他の条件を一定と仮定し中国を除いた場合、マレーシアに暮らす人々

の幸福度が最も高く、2004 年は韓国に暮らす人々、2006,7 年はミャンマーに暮らす人々

が最も幸福を感じられないといえる。したがって、アジアの幸福には、上記で確認された

変数の様に共通の要因があるとともに、国別に異なる文化的な要因もあることが示唆され

る。こうした国ごとの文化的な背景を考慮するために、以下では国別のデータを利用し推

定を行い、その推定結果から特徴的な点に絞り分析していく。なお、分析方法は本章前半

部分と同様に順序プロビットを用いる。ここまでの分析と異なる点としては、マクロの影

響を調整する必要がないため国別ダミーを取り除いた。注意点としては、これまでの分析

と同様にマレーシアの 2003 年データの介護ダミーに共線性が検出されたため除外した点、

また中国の 2004 年は宗教に関する質問が禁止されているため宗教ダミーを除外し分析を

行った点が挙げられる。以下の節では、7 カ国全体の分析においては、統計的有意水準を

満たさなかった、または一部のダミー係数のみ有意水準を満たした変数に関しても国別に

確認していく。 

表 3.18 国別ダミーの推定結果（7 カ国共通） 
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3.5. 国別にみた男女の違い 

 本節では、順序プロビット回帰分析の推定結果を国別にその特徴的な点を考察する。推

定結果は、各年のモデルごとに左側が各ダミー変数の係数と（）内が標準誤差、右側が女

性ダミーとの交差項の係数と（）内が標準誤差を表す。国別分析は、日本、韓国、中国、

マレーシア、タイ、ベトナムとミャンマーの順に行う。 

 

3.5.1. おひとりさま社会、日本 

 日本の特徴を所得、婚姻状況、世帯構成、年齢、介護、就労状況の６変数の推定結果を

利用し順に考察する。1 点目は、所得と幸福度である。表 3.19 によると、日本の 1 人当

り所得の四分位は、2004 年の所得上位 50%ダミーのみ有意となった。一方で交差項で

は、上記の影響はマイナスに反転する。所得が上位 50%に位置する場合、男性よりも女

性の幸福度が低い。女性間の幸福度の差については 4 章にて詳しく確認するが、婚姻状

況といった他の要素の影響を除いた結果、所得が高いことは必ずしも女性全般の幸福に関

してプラスに影響しないといえる。 

 

表 3.19 所得の推定結果（日本） 

 

 

 2 点目は世帯構成および婚姻状況と幸福度である。日本は、アジアの中でも単独世帯が

今後増えて行く国の一つではないだろうか。結婚しない男女が増えたことに加え、既婚者

であっても女性の平均寿命は男性よりも長く、夫婦の年齢差も男性が年上であることが多

い。このため、女性の単独世帯が増加していくことも予想される。こうした状況は人々の

幸せにどのように影響するのだろうか。表 3.20 によると、日本では 2004 年にともに

10%水準で左側の「死別」ダミーの係数が（−2.453）のマイナス、右側の女性との交差項

「死別（交差項）」ダミーの係数が（2.697）でプラスに推定された。すなわち、日本の

死別ダミーはマイナスに影響が確認されるため、パートナーを失った場合、女性は男性よ

りも幸福度が高いといえる。2004 年の 7 カ国全体の推定結果とも一致する。社会保障制

度の整った日本においては、残された配偶者は遺族年金などでその生活を保証され、金銭



 
 
 

76 

的な心配は他国に比べ少ないことも、女性の幸福度が低下しなかった一因といえるかもし

れない。 

 日本の世帯構成の効果は、交差項が最も多く統計的有意水準を満たし、男女において最

も大きな差異が確認された。日本人男女にとって家族は、幸福度にどのように影響するの

だろうか。7 カ国共通の分析では、2006,7 年の「単独」ダミーのみ統計的に有意が確認

され、マイナスの影響である。日本の男女共通の推定結果としては、2004 年 10%水準で

「単独」と「夫婦」ダミーがプラス、2006,7 年 10％水準で三世帯ダミーがプラスであ

る。したがって、親と未婚の子どもから構成される核家族よりも、一人暮らしや夫婦だけ

または、三世帯における幸福度が高い。一方で、女性ダミーとの交差項で確認すると、

2004 年は 10％水準で「単独（交差項）」ダミーの係数はマイナスに推定された。このた

め、2004 年の単独世帯の男性の幸福度は高いが、女性の幸福度は低い。単独世帯は、独

身や死別など様々な可能性が考えられるが、どのような理由であれ、同じ一人暮らしでも

男女で幸福感が分かれる。日本の推定結果の内、交差項の統計的有意のみが確認されたダ

ミー変数は、2003 年の「夫婦（交差項）」が 5%水準でプラス、2006,7 年の「二世帯

（交差項）」が 10%水準でプラス、「その他（交差項）」5%水準でマイナスの 3 変数で

ある。上記の世帯構成においては、男女でその幸福度が異なることが確認された。 

 婚姻状況と世帯構成から顕著にわかる日本の幸福感は、いわゆるおひとりさまに対する

男女差ともいえる。このため、男女の違いを明らかにするために、日本の単独世帯の婚姻

状況を男女別に比較する。単独世帯は、調査において該当者数が少なくサンプル数が十分

ではない。したがって、以下では参考までに世帯構成に男女で反対の影響が確認された

2004 年の単独世帯における婚姻状況を男女別に確認する。 

 

表 3.20 世帯構成と婚姻状況の推定結果（日本） 
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 図 3.7 は、2004 年日本の男女別にみた単独世帯の婚姻状況である。横軸に婚姻状況、

縦軸に男女別の割合を表す。男女ともに単独世帯で多いのは既婚者で男性が 76.6%、女

性が 80.6%である。既婚者の一人暮らしにおいて、男性の幸福度は高く女性の幸福度が

低いといえる。次に単独世帯では独身の割合が高く、男性が 21.8%、女性が 14.3％であ

る。男女差が生じた一つの理由として既婚者の一人暮らしの場合、一般的に男性は単身赴

任といったケースが多いと考えられ、女性は単身赴任よりも別居婚や週末婚といった可能

性が多いと考えられる。どちらにせよ男性の場合、法的なパートナーがいるが一人で住む

ことが幸福につながり、女性の場合一人で住むことがマイナスに影響する。つまり、単独

世帯の婚姻状況からは結婚した場合、日本人女性は別居ではなく同居を選択した方が幸福

度は高く、男性は別居を選択した方が幸福度は高い。 

 

図 3.7 男女別にみた婚姻状況（単独世帯）、日本、 2004 年 

  
 こうした幸福度の差が生じる背景のひとつに子育て負担があるのではないだろうか。上

記の推定結果からは、2004 年 10%の統計的有意水準で男女ともに結婚し子供と住む（核

家族）よりも夫婦世帯の幸福度が高い。同じく 2004 年は、単独世帯の女性よりも男性の

幸福度が高い。推定結果からは、男性は単独と夫婦世帯以外に影響が確認されなかったた

め、子育ては男性の幸福に寄与しないのかもしれない。一方で、交差項のみ 2006,7 年

10%水準で「二世帯（交差項）」ダミーの係数がプラスに統計的有意が確認された。した
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がって、3 回の内 1 回の推定結果ではあるが、二世帯（成人後の子どもも含む）で住む場

合男女で幸福度が異なる。したがって、結婚した方が幸せであるが男性同様に子育てが負

担となりうるのかもしれない。日本人男女にとって共通して子育ての負担は大きく、幸福

度にマイナスに影響するのであれば、少子化に歯止めがかからない理由も説明がつく。国

の制度が整い、子育て自体が幸福度を上昇させない限り、少子化には変化の兆しが見られ

ないかもしれない。 

 3 点目は年齢による幸福度への影響である。世代別の幸福度を確認すると、表 3.21 の

日本の推定結果では 2004 年のみ 40 代後半以降の世代の幸福度が 5%水準でマイナスに推

定された。特に 50 代前半における幸福度は、女性ダミーが 10%水準でプラスに推定さ

れ、男女で幸福度が異なることが示唆された。反対に 20 代後半の男女の場合、男女共通

ダミーにおいては 2006,7 年 10%水準でプラス、女性ダミーにおいては 1%水準でマイナ

スに推定された。2006,7 年の推定結果からは、20 代後半では女性よりも男性が幸福で、

2004 年の結果からは 50 代後半では男性よりも女性が幸福といえる。50 代以降の日本で

は、男女の幸福度に何が影響しているのだろうか。家庭生活においては、仮に子供がいる

場合は大学生や中高生の場合が多く、学費など経済的負担が最も大きい時期といえる。仕

事においては、定年まではまだ時間があり最も責任が大きい世代であると考えられる。加

えて健康面においては、様々な持病などが表面化し不安が出てくる時期ともいえる。 

 

表 3.21 年齢の推定結果（日本） 

 

 

 一方で交差項に限定すると、2004 年は 5%水準、2006,7 年は 1%水準で 20 代後半ダミ

ーの係数のマイナスが確認された。特に 2006,7 年は、男女共通の 20 代後半ダミーがプ

ラスに推定されたが、交差項ではマイナスに推定されている。20 代後半で男女の幸福度

に差が生じる理由としては、男性以上に女性は、人生で最も選択を迫られる時期であるこ

とが影響すると考えられる。かつて日本では「女性の結婚は 25 歳までに、25 歳を過ぎた
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ら売れ残ったクリスマスケーキ」と揶揄されたが、日本人女性の初婚年齢は今や 30 歳に

近づいている。厚生労働省の『人口動態統計』（平成 30 年）によると、平均初婚年齢は

女性が 29.4 歳、男性が 31.1 歳で東京などの都市部では 30 歳を超えている（URL 

12）。20 代後半の女性にとって仕事・結婚・出産と人生の岐路が急激に訪れ、多忙なこ

とも幸福度にマイナスに影響する一因といえる。加えて、婚活するなら 20 代の方が決ま

りやすいといった結婚に対する圧力や、子供を産むなら若い方が良いなどの出産に対する

圧力など、両親だけではなく社会全体の無言の圧力としての社会規範も 20 代後半の女性

の幸福度に影響を与えると考えられる。加えて仕事においても後輩ができ、責任あるポス

トを任せられるようになるなどの過渡期が重なり、生活と仕事のバランスをとる時期とし

ては一番負担が大きいと考えられる。 

 4 点目は、介護と幸福度の関係である。介護を誰が担っているのかは、調査結果からは

明らかにできないが、介護を必要とする家族がいるかどうかは、心理的なコストを考える

とその影響は大きいのではないだろうか。表 3.22 の日本の推定結果によると、2003 年は

交差項のみ有意水準 5%でマイナス、2004 年は男女ともに有意水準 10%でマイナスの影

響が確認される。したがって、介護を必要とする家族がいることは、2004 年は男女に関

わりなく幸福度にマイナスといえる。しかし、2003 年は男女でその影響が異なることが

考えられる。こうした男女差の背景として、介護は嫁の仕事とされた従来の性別分業主義

の名残が考えられる。いまだに介護の主な担い手が、専業主婦をはじめとした女性に偏っ

ているのであれば、幸福度に男女差が生じることは、決して不思議ではない。 

 

表 3.22 介護の推定結果（日本） 

 

 

 5 点目は、就労状況と幸福度である。就労状況の各変数は、7 カ国共通の分析において

は統計的有意水準を満たさなかった。一方、表 3.23 の日本の推定結果によると、2004 年

5%水準で「自営業」、2003 年 10%水準で「非就業」ダミーの係数がともにプラスで統

計的有意水準を満たす。「非就業」ダミーは、無職の者、失業者、退職者、学生と専業主

婦が含まれている。先行研究においては、心理的コストや社会規範の影響から無職の者や

失業者の幸福度が低いことが報告されている（Frey 2008）。一方で、退職者、専業主婦
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や学生は幸福度が高い（Frey 2008）。このため、「非就業」ダミーの幸福度が高いこと

は、後者の幸福度が高いことに影響するとも考えられる。また、「非就業」ダミーは交差

項に限定すると係数の影響は反転し、2003 年に 10%水準でマイナスが確認される。同じ

非就業であっても、男女で影響が異なることが明らかになった。 

 

表 3.23 就労状況の推定結果（日本） 

 

  

 

3.5.2. 韓国社会は、しがらみ社会？ 

 韓国の特徴を年齢、学歴、世帯構成と婚姻状況、ジェンダー意識、英語の 6 変数から

分析する。1 点目は、年齢である。韓国は、7 カ国中でもっとも多くの年齢ダミーが有意

に推定された。表 3.24 によると、2003 年は 30 歳以降の世代ダミーの係数が統計的有意

水準を満たし、マイナスに推定された。有意水準は、35-39 歳が 10%、45-49 歳と 55-59

歳が 5%、その他の 30 歳以降の世代ダミーの係数が 1%で統計的に有意が確認される。

2004 年は統計的有意水準を満たさなかった。2006,7 年は 25-29 歳と 40-44 歳を除く、世

代でマイナスの影響が確認される。日本をはじめ世代効果のダミーの係数が有意水準を満

たさない場合も多くあるが、韓国では、多くの世代効果が統計的有意水準を満たす結果と

なった。よって、韓国社会は年齢による縛りが大きい社会といえるのかもしれない。 

 

表 3.24 年齢の推定結果（韓国） 
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 ２点目は、学歴の幸福度への影響である。表 3.25 によると韓国では、2004 年において

「低学歴」ダミーの係数が 10%水準でプラスに統計的有意水準を満たした。その他の年

と交差項では有意水準を満たさなかったため、男女差はない。従来の研究では高学歴ほど

幸福度が高まるとの指摘もあるが、韓国では 2004 年に限定されるが、非就学や小学校・

中学校卒業者の方が高等学校卒業者よりも幸福といえる。こうした影響の背景には、韓国

の超学歴社会ともいえる学歴による社会の階層化システムがあるのではないだろうか。韓

国では、学歴と縁故が顕著に職業や結婚など、人生の選択全てに影響する。このためどち

らかがない場合、社会階層を移動することは困難を極める。就学せず、または義務教育ま

での教育を受けた人々にとっては、大企業に務めることはほぼ不可能ともいえる。一方で

社会階層を移動することを目標としなければ、激しい競争社会に巻き込まれることもな

く、自分のペースで生きられる。低い学歴に分類された人々の方が社会で自分の置かれた

環境を受け入れ、自分の幸福を模索することに早く気づいた結果、高い幸福度につながっ

たのかもしれない。 

 

表 3.25 学歴の推定結果（韓国） 

 

 

 3 点目は、世帯構成の幸福度への影響である。韓国は、「チェボル」と呼ばれる一族に

よる財閥経営からもわかるように、親族や家族を重要視する社会である。韓国社会におい

て影響が大きい家族は、幸福度においても影響するのだろうか。表 3.26 によると、世帯

構成の韓国全体の推定結果は、2004 年「6：その他」ダミーのみ 10%水準でマイナス影

響が確認された。一方で、交差項で女性の影響を確認すると、「夫婦」ダミーにおいて

2004 年は有意水準 5%、2006,7 年は 1%でプラスの影響が確認された。世帯構成は、男

女でその影響が異なると考えられる。夫婦ダミーの係数の交差項の有意水準が最も高い

2006,7 年の世帯別割合を確認すると、単独（5.5%）、夫婦のみ（11.2%）、核家族

（68.9%）、二世帯（3.5%）、三世帯（8.5%）とその他（2.4%）である。70%近い割合

で最も多くが核家族で、次に 10%超で夫婦世帯が多い。韓国では、夫婦世帯の幸福度に

男女で差が大きいといえる。 
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表 3.26 世帯構成の推定結果（韓国） 

 

 

 4 点目として韓国の婚姻状況の推定の結果においては、表 3.27 によると 2003 年「死

別」ダミーの係数は 1%水準でマイナスである。それに対して、女性の交差項においては

2003 年 1%水準で「死別（交差項）」はプラスに影響している。2003 年の韓国の推定結

果は、日本と同様にパートナーと死別した場合、男性よりも女性の幸福度は高い。韓国で

は女性は婚姻によって姓を変える必要がなく、儒教が根底にあり家族を重要視する慣習が

残っている。儒教思想の国では家父長制が重要視されるが、実際には母親が家庭内を切り

盛りし家庭は母親が中心といえる。このため、未亡人となった後も家族に大切にされ、男

性よりもその幸福度は下がらないのかもしれない。 

 

表 3.27 婚姻状況の推定結果（韓国） 

 

 

 ５点目は、ジェンダー意識の幸福度への影響である。表 3.28 によると、2003 年の「女

性優位」ダミーの係数が有意水準５％でマイナスに推定された。交差項やその他の項目は

有意水準を満たさなかったことから、男女差は確認されなかった。男女平等と感じるより

も女性が優先されると感じた場合、男性の幸福度が低いことに違和感はないが、女性の幸

福度が低いことには違和感がある。考えられる可能性としては、社会は女性優位であるに

もかかわらず、自分の置かれた環境は男性よりも優先されず、不自由であると女性が感じ

ていれば、幸福度は低下すると考えられる。詳しくは、4 章の女性の分析で確認する。 
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表 3.28 ジェンダー意識の推定結果（韓国） 

 

 

 6 点目は、英語が話せることの幸福度への影響である。表 3.29 によると、英語話者で

あることは、2004 年 5%水準、2006,7 年 10%水準で有意に推定された。つまり、3 回の

内２回の推定結果ではあるが、韓国社会で英語を話せることは幸福につながるといえる。

女性ダミーとの交差項では、有意水準を満たさなかったため男女ともに共通であることが

確認された。韓国の英語話者比率は、2003 年（11.7%）、2004 年（39.7%）、2006,7,年

（17.1%）と変動が大きく、データの正確性に対する問題がある可能性も否定できない。

しかし、最も英語話者比率が低い 2003 年が統計的有意水準を満たさず、最も割合が高い

2004 年の有意水準が頑健な点を考慮すると、英語を話せることが幸福にプラスに影響す

るといえるのではないだろうか。 

 韓国の人々にとって英語を話せることが幸福につながる理由は、その経済構造に起因す

るとも考えられる。韓国経済は外需に頼る割合が高く、中小企業であっても外国企業との

取引がある場合が多い。このため就職においても日本以上に強い学歴社会の傾向がある上

に、英語の運用能力が必要とされる。韓国の一般的な履歴書には必ずといっていいほど語

学のレベルを記入する欄があり、TOEIC および TOEFL のスコアを記入する必要がある

ことからも、韓国社会において英語能力が重要視されることがわかる。このため、留学す

る若者も多い。大企業に就職したい場合は 1 年以上の語学留学は必須である。このよう

に英語の運用能力の高さが就職においても有利に働くことが男女ともに英語を話せること

が幸福度にプラスに影響した理由と示唆される。 

 

表 3.29 英語の推定結果（韓国） 
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3.5.3. 独身の方が幸せな中国人女性  

 中国の特徴を所得と生活水準、婚姻状況、ジェンダー意識、英語と世帯構成の 6 変数

から分析する。はじめに、所得と生活水準と幸福度の関係である。1 点目の所得は表 3.30

によると、2003 年は交差項の有意水準を満たした。所得の「下位 50%（交差項）」にお

いて統計的有意水準 10%でマイナスに推定され、「上位 50%（交差項）」が 5%水準で

プラスに推定された。所得水準が最も低い場合より、下位 50%と上位 50%で男女の幸福

度に差が生じている。2004 年も交差項のみ有意水準を満たし、「上位 50%（交差項）」

が 10%水準でプラスにその係数が推定された。2004 年は上位 50%の場合、男女で幸福度

が異なる。 

 2 点目の生活水準は表 3.30 によると、生活水準が男女で異なる影響が確認されたのは

2006,7 年の「高い」場合である。2006,7 年の「高い」ダミーは 10%水準でプラス、対し

て「高い（交差項）」は 5%水準でマイナスに推定された。3 回の内 1 回の推定結果では

あるが、生活水準が平均よりも高いと感じる場合、男性よりも女性の幸福度は低い。つま

り、中国人女性にとって生活水準は平均よりも高いと感じても男性ほどには幸福を感じな

い。 

 

表 3.30 所得と生活水準の推定結果（中国） 

 

 

 ３点目は、婚姻状況と幸福度である。7 カ国の推定結果と同様に「独身（交差項）」ダ

ミーが幸福にプラスに影響したのは中国だけである。表 3.31 によると中国全体の推定結

果では、「独身」ダミーはマイナスが確認された。したがって、2003 年の中国では独身

は、既婚に比べ幸福度が低い。また、独身の場合は男性よりも女性の幸福度が高い。 
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表 3.31 婚姻状況の推定結果（中国） 

 

 

 中国人女性の特徴的な点として、就業率との関係が挙げられる。図 3.8 は、対象国にお

ける女性の世代別就業率の 2003 年のデータである。横軸に世代、縦軸に女性の就業率を

表す。「独身（交差項）」ダミーが有意である 2003 年の中国人女性の就業率は、25-29

歳の 89.4%を頂点に世代が上がるほど低下している。特に、既婚者が増加すると考えら

れる 30-34 歳の 84.7%から、35-39 歳の 68.9%へと女性の就業率は急激な低下が確認され

る。以降の世代でも他国に比べ就業率は回復せず、50-54 歳では 9.4%と対象国中最下位

で、次に低いミャンマーの 31.3%と比較しても大きく差が開き非常に低い。中国は、国

の面積が広く人口が多いことから、対象国の中でも最も地域差が大きいことが予想され

る。このため、一国といえどもその社会制度や就労状況が異なる。このような状況下で

2003 年の調査対象の女性は、他の年の調査対象の女性と比較し結婚後に様々な状況から

働きたくても働けず、その幸福度に影響したのかもしれない。 

 中国の推定結果において「独身」ダミーの係数はマイナスが確認されたが、交差項では

プラスに影響する。中国の場合、一人っ子政策の結果として女性よりも男性が多く、特に

農村部におけるこうした傾向は顕著である。このため、結婚したいができない男性が含ま

れた結果といえるかもしれない。2010 年の総人口に占める女性の割合は、約 6.5 億人で

およそ 48.8%となり、その居住割合は農村部に 50%、都市部が 30%、農村都市が 20%ほ

どで、1990 年当時の農村部の居住割合 74.1%と比較すると大幅な移動があったことが確

認される（猪口編著 2011：262-3）。男女比だけではさほど大きな問題と見えないが、

農村部の年齢構成を考慮すると、農村部の女性人口の中央値は 34.4 歳で女性の高齢化が

顕著であり、特に都市部に若い女性が移動し、年齢を重ねるとともに農村に戻る人口が増

加している（猪口編 2011：263）。中国の政策上、国内の人口移動は許可されるように

なったが、農村部に戸籍を持つ人はその戸籍を移動させることは叶わないことが多く、戸

籍の場所でなければ社会保障は受けることができないため、このような都市から農村への

移動が起こる。こうした地域差が、独身の男女の幸福度の差の一因であるといえる。 
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 4 点目は、男女の平等意識と幸福度である。表 3.32 によると、ジェンダー意識は、中

国全体では 2003 年と 2006,7 年ともに 5%水準で「女性優位」ダミーがマイナスに推定さ

れた。ジェンダー意識の回答割合は、2003 年の中国において男性優位 40.3%、男女平等

47.6%、女性優位 12.1%である。参考までに日本の同年の回答割合を確認すると、男性優

位 78.1%、男女平等 14.3%、女性優位 7.7%である。両者を比較すると、男女平等に近い

社会が実現しているともいえる。しかし、男女平等に近づいているといえども女性優位と

感じた場合のみマイナスに影響している。言い換えると、女性優位は珍しいことであるが

故に幸福度にマイナスに影響したとも考えられる。男女平等や女性の自己実現は、中国社

会においても不十分なのかもしれない。 

 

表 3.32 ジェンダー意識・英語の推定結果（中国） 

 

 

 5 点目の英語を話せることは、就職でも有利に働くことから自己実現の代理指標ともな

り得る。加えて、英語を話せることは留学経験等もあると考えられ、回答者が育った家庭

環境の経済状況を知る目安にもなる。このため、英語話者であることがプラスに影響して

いれば、自己実現が一定程度かなった状況であり、また中国において裕福な家庭環境で育

ったことが幸福につながったともいえるのではないだろうか。表 3.32 によると、2006,7

年の「英語（交差項）」ダミーの係数がマイナスに推定された。つまり英語を話せること

は、男女で幸福度に異なる影響が確認される。考えられる可能性としては、女性にとって

自己実現の場が限られていることや同じ裕福な家庭環境であっても男性と女性でその影響

が異なることが示唆される。対象国中でその女性の管理職率も高く、最も女性の社会進出

が進んでいる国の一つと考えられる中国でさえ、女性の自己実現の場は男性よりも制限が

あるのだろうか。詳しくは、女性間の格差で確認する。 

 6 点目に世帯構成の幸福度への影響を確認する。表 3.33 の中国全体の推定結果から

は、2003 年 5%水準「単独」、2006,7 年 10%水準「単独」、同年 10%水準「夫婦」ダミ

ーの係数がそれぞれマイナスに統計的有意水準を満たした。一方で「三世帯」ダミーの係

数は、2004 年有意水準 1%でプラスに推定された。交差項に注目すると、3 回の内 1 回 
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の推定結果において 2004 年 10%水準で「夫婦」ダミーがマイナスに影響する。 

 上記の結果をまとめると、推定結果の 3 回の内 2 回に限定されるが、中国では、一人

暮らしの男女の幸福度が低いといえる。上記の婚姻状況の考察でも確認したように、一人

っ子政策の結果として女性よりも男性が多く、特に農村部におけるこうした傾向は顕著で

ある。都市と農村の男女比のアンバランスと急激な高齢化は、中国社会において大きな問

題となりつつある。 

 

表 3.33 世帯構成の推定結果（中国） 

 

 

 急激な高齢化において夫婦のみなど家族の単位による暮らしは、幸福度にどのようにど

のように影響するのだろうか。夫婦のみで住む場合の幸福度が、2006,７年 10%水準「夫

婦」、2004 年 10%水準「夫婦（交差項）」ダミーでそれぞれマイナスに推定された。推

定結果は限定されるが、核家族で子供とともに住む場合よりも夫婦世帯の幸福度は低い。

高齢化社会において、夫婦という家族の最小単位で暮らす意味は、様々なケースが考えら

れる。ひとつは、どちらも現役世代で働いており子供を持たず生活している場合である。

日本でも子供を持たず夫婦のみという選択は、幸福度を高める要因となっている。他の可

能性としては、子育てを終え子供が自立し老後を 2 人で過ごす場合である。高齢化の進

む社会において、今後増加すると予想される家族形態である。この場合において、他の世

代（息子や娘夫婦、孫など）と同居する人の幸福度が高くなるのは想像に難くない。推定

結果においても三世帯で暮らす場合の幸福度が 2004 年有意水準 1%でプラスに推定さ

れ、核家族よりも幸福度は高い。 

 次に夫婦世帯の家族の幸福度が低い要因として考えられる可能性は、中国の子育て事情

ではないだろうか。中国の都市部では、一人っ子政策当時でも両親は共働きで非常に忙し

く、農村部等に住む両親（子供の祖父母）に最も教育に手がかかる幼少期を預けることも

多い。このような事情を鑑みると、夫婦世帯の中にも実際は子供がおり、一緒に住めない

人々も含められると考えられる。日本や韓国とは異なり、子育てが幸福へのプラス要素と
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しての面が大きいのかもしれない。このような子育て自体の影響の違いは、どこから来る

のだろうか。日本と中国を比較すると、日本では男性の長時間労働の問題もありワンオペ

育児といわれるように、女性の育児負担が大きく男性の育児への関与が進んでいないこと

も指摘されている。一方で中国では、家事も育児も負担は平等で日本以上に女性の社会進

出が進んでいることもあり、女性に育児の負担が偏りすぎることが少ない。加えて、三世

帯で両親や祖父母も一緒に暮らす大家族では、育児や家事の負担はより小さいものとなり

幸福度が高いのかもしれない。中国は、一国とはいえその地域差は非常に大きく、地域別

の分析でなければ詳細な状況を把握するのが難しいが、少なくとも子供がいることが世帯

構成の面からは、プラスに影響するといえる。日本や韓国とは異なり、大家族や男性の育

児や家事分担により、女性にとっては働きながらでも子育ての負担が小さいことや、一人

っ子政策の名残で子供の数が少ないことも影響すると考えられる。 

 このように幸福度に影響が大きいと考えられる、中国の一人っ子政策は 2015 年に一つ

の節目を迎えた。1979 年以降、より厳格に行われてきた一人っ子政策の終焉である。一

人っ子政策以前は、子供は国家の財であるとして社会主義のもと制限よりも奨励されてき

た。その後、1962-71 年の間に出生率が跳ね上がると同時に死亡率が低下し、第 2 次人口

急増にさらされた政府は大きく政策転換を行う。その転換は、「晩婚」・「晩産」・「少

生」・「稀」・「優生」である。まず「晩婚」・「晩産」・「少生」は読んで字のごと

く、結婚するなら晩婚で子供は少なく、出産時期も遅い方が良いという政策である。つぎ

に「稀」は出産間隔をあけ、2 人の子供の間を延ばして 4 年前後にすること、「優生」は

子供の質を高める、健康で優れた子供を産むという政策である（URL 13）。こうした政

策の結果として、子供が貴重な財産という意識が根付いたのかもしれない。 

 

 

3.5.4. 最も幸福な国マレーシア、幸福の秘訣 

 マレーシアの特徴を年齢、所得と生活水準、学歴、就労状況、介護の 6 変数から分析

する。表 3.34 によると 1 点目の年齢は、2006,7 年男女で反対の影響が推定された。

2006,7 年 40 代以降、すべての世代ダミーでマイナスの影響が確認された。一方で、女性

との交差項で確認すると、40-44 歳と 55-59 歳でプラスに推定された。 

 このため、マレーシアの 2006,7 年は 40 代後半と 50 代後半では男性よりも女性の幸福

度が高い。一般的には、中年の危機といわれるように中年世代から持病が分かり健康不安
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を感じたり、家庭や職場ともに責任が大きくなる時期といえる。こうしたストレスが男性

の幸福度に影響を与えたと推察される。男性の幸福が所得を含め物質的な状況に影響を受

けやすい。一方で、女性の幸福が子供や自由時間における活動といった社会的な状況に影

響を受けやすいという指摘もある（Bonke, Deding and Lausten 2009）。このため中年

期の女性も男性と同様の状況は訪れるが、影響される要因が男性とは異なり、子供を持つ

女性の場合、子育てがある程度終了し自分自身の時間を取ることができるようになった等

の環境の変化が高い幸福度につながったのかもしれない。 

 

表 3.34 年齢の推定結果（マレーシア） 

 

 

 2 点目の所得と幸福度の関係は、表 3.35 によるとマレーシア全体では有意水準を満た

さないが、交差項では 2003 年 5%水準で「上位 50%（交差項）」のグループにマイナス

が確認された。3 点目の生活水準においても、交差項では 2004 年 5%水準で「やや高い

（交差項）」グループにマイナスの影響が確認された。両者の推定の年は異なるが、実際

の所得および自分で感じる生活水準としての相対的所得において、ともに平均よりも少し

高いと感じるマレーシア人の男女の幸福度が異なるといえる。 

 生活水準全体の分析結果においては、平均よりも「低い」と感じる場合 2006,7 年 1%

水準でマイナス、「やや低い」場合が 2004 年に 5%水準、2006,7 年に 1%水準でマイナ

ス、「高い」場合が 2003 年に 5%水準でプラスと統計的に有意に推定された。生活水準

がやや低いと感じることが幸福度に対しては、もっとも影響が強いといえる。マレーシア

人の幸福度に対しては、絶対的な所得よりも他者との比較によって自ら評価する相対的な

所得の影響が強いといえる。 
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表 3.35 所得・生活水準の推定結果（マレーシア） 

 

 

 4 点目の学歴は、推定結果から男女差が確認された。表 3.36 の学歴の推定結果は、マ

レーシア全体では 2003 年の「学歴（高）」ダミーが有意水準 10%でマイナスに影響して

いる。対して交差項で確認すると、同年 10%水準でその影響はプラスになる。よって 3

回のうち１回の推定結果であるが、マレーシアの高学歴の男性は幸福度が低く、女性は高

い。加えて、2006,7 年のマレーシア全体では有意にならなかった「学歴（低）」ダミー

が、交差項で確認すると 5%水準でマイナスの影響となる。マレーシアにおいては、男性

よりも女性が学歴の影響をより顕著に感じている。その影響も高学歴ほど幸福といえ、従

来の研究と整合的である。こうした男女差がなぜ生じるのかを学歴の男女比の詳細から確

認する。 

 

表 3.36 学歴の推定結果（マレーシア） 

 

 

 図 3.9 は、高学歴ダミーにおいて男女差が確認された 2003 年の男女別の最終学歴の割

合と幸福度である。図 3.9 は、男女別に、横軸が学歴、縦軸（左目盛）の棒グラフが学歴

別の割合、縦軸（右目盛）の折れ線グラフが平均幸福度を表す。学歴の男女差を確認する

と、非就学、小・中学校と高等学校卒業においては男性よりも女性の割合が高い。対し

て、短期大学・専門学校卒業では女性 4.9%、男性 13.0%となり、進学割合は男女で 8.1%

差が生じ、大学卒業以上でも女性 3.9%、男性 6.9%とその差は小さくない。したがって、

男性よりも女性が学歴の影響を顕著に感じる理由のひとつに、男女における学歴差があげ

られるのではないだろうか。女性の 90%以上が高等学校までしか進学していないことか
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ら、学べる環境にあることに対する意識が男女で異なるのかもしれない。同世代の中でも

大学まで進むことができ、自分の好きなことが学べる環境にあることは日本のように決し

て当たり前のことではなく、非常に恵まれた環境にあることを意識した結果として、幸福

度にもプラス影響すると考えられる。大学・大学院卒業の割合は、女性 3.9%に対して、

男性 6.9%でその差は 3%ほどであるが、両親の進学に対する意識など、進学に対するハ

ードルは異なることも考えられる。大学卒業以上のグループの幸福度は、女性が（4.00）

に対して男性（3.44）と大きな差が確認された。2003 年は、男性は最も高学歴なグルー

プの幸福度が最も低く、女性は最も高い。従来の研究では高学歴な人ほど幸福度が高いと

指摘されてきたが、マレーシアの男性には当てはまらないといえる。 

 

図 3.9 学歴別幸福度と割合、男女、マレーシア、2003 年 

 
 

 5 点目は、就労状況と幸福度である。表 3.37 からは、2004 年の男女で幸福度に差が確

認された。韓国とは反対に、マレーシアでは 2004 年の「自営業」ダミーの係数が 10%水

準でプラスに推定された。同年の交差項に限定すると、「自営業（交差項）」が 5%水準

でマイナス、「非就業（交差項）」が 5%水準で、それぞれの係数がマイナスに推定され

た。2004 年の自営業の男性は女性よりも幸福度が高い。こうした男女差はどこからやっ

てくるのだろうか。2004 年の職業別に男女比率を確認する。 
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表 3.37 就労状況の推定結果（マレーシア） 

 

 図 3.10 は、就労状況の変数が統計的有意水準を満たしたマレーシアの 2004 年の詳細

な職業分類の男女比である。横軸に男女比、縦軸が職業を表す。「自営業」に該当する職

業は、「農林漁業の（自営業者）」、「鉱工業の自営者（従業員 30 人未満）」、「商

店・小売業の自営業者（従業員 30 人未満）」、「行商人・街頭販売人」、「企業経営者

（従業員 30 人以上）」、「自営の専門的職業（開業医、弁護士、作家など）」の 6 職種

である。なお企業経営者は男女ともに該当者が 1 名ずつで少ないため除外する。男女の

割合を確認すると、「行商人・街頭販売人」において男女比はおおよそ 50%でその他の

自営業は全て男性の割合が高い。男女別に 2004 年の自営業の内訳を確認すると、男性は

農林漁業に従事する人々が 39.6%で最も多いが、女性は行商人・街頭販売人が 43.5%で

最も多い割合を占める。同じ自営業者でも行商人・街頭販売人の幸福度は低く、対して農

林漁業の幸福度は韓国と同様に高いことが、自営業を営むマレーシア人男女の幸福度の差

につながったと考えられる。 

 つぎに自営業と同じく 2004 年の交差項において幸福度が低いと推定された「非就業」

ダミーの男女比を確認する。非就業に分類される職業は、「主婦」、「学生」、「退職

者」、「失業者」、「その他の無職」の５職種である。そのうち女性の割合が高い職種

は、「主婦/主夫」が 99.5%、続いて「学生」54.5%である。比較として前年の 2003 年

は、最終学歴は大学卒業以上の割合は女性の方が低く、「学生」の割合も男性 65.4%、

女性 34.6%で女性が少ない。また、就労状況の女性全体に占める主婦/主夫の割合は約半

数で、非就業の女性に占める割合は 80%以上である。つまり、非就業ダミーの幸福度が

低いということは、女性全体の半数以上を占める主婦の幸福度が低いことも考えられる。 
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図 3.10 職業別男女比、男女、マレーシア、2004 年 

 
 6 点目は、介護と幸福度である。表 3.38 によると家族に介護が必要な人がいる場合、

マレーシア人の男女への影響は「介護」ダミーの係数は 2004 年 10%水準でプラス、同年

の「介護（交差項）」ダミーの係数は 10%水準でマイナスに推定された。2004 年は、家

族に要介助者がいる女性は男性よりも幸福度が低いといえる。仮に、マレーシアでは介護

が女性の仕事と考えられるのであれば、男性は家族に介護が必要な場合も女性が行ってお

り、その負担は女性よりも小さい可能性がある。男女共通の分析からは明らかにならなか

った、介護問題が女性に与える影響が確認された。今後アジア全体で増加する介護の問題

は、先進国入りが近いとされるマレーシアでは、すでに幸福に影響を及ぼしている。 

 

表 3.38 介護の推定結果（マレーシア） 

 

 

3.5.5. 離婚したタイ人女性は幸せ？ 

 タイは、微笑みの国といわれ ASEAN の中でも順調に経済成長を遂げてきた。こうし

たタイ人にとっての幸福には、どのような特徴があるのだろうか。タイにおける幸福を婚

姻状況、世帯構成、年齢の 3 変数から分析する。 
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 1 点目は、婚姻状況と幸福度である。表 3.39 の 2006,7 年のタイの推定結果によると、

「離別」ダミーの係数は 5%で統計的有意水準を満たし、マイナスに推定された。女性と

の交差項で確認すると「離別（交差項）」ダミーは、2003 年は 5%水準、2006,7 年は

10%水準で共にプラスに推定された。 

 したがって 2006,7 年の離別した場合、男性よりも女性の幸福度が高い。日本において

「熟年離婚」が一時期流行語になったように、子供を育てた後に離別を選ぶ夫婦も少なく

ない。一般的に女性が別れを考える際に重要視することの一つに経済状況があげられる。

日本のように長年専業主婦として家庭内で働いてきた女性にとって離婚後に再就職するこ

とは難しく、経済的な状況を理由のひとつに離婚しない、できないというケースも少なく

ない。一方でタイは、対象国中 1 位、2 位を争う女性就業率の高さを誇る。 

 

表 3.39 婚姻状況・世帯構成の推定結果（タイ） 

 
 

 図 3.11 は、離別で男女の差が確認された 2006,7 年の対象国別にみた女性の世代別就業

率である。横軸に世代、縦軸に国別にみた女性の就業率を表す。図 3.11 によると、タイ

人女性の就業率は平均して約 70%にのぼり、その特徴として以下の 2 点があげられる。

第 1 に、日本や韓国のように出産・育児のタイミングで女性の就業率が低下することが

ない。第 2 に、調査対象の中で最も年長の世代である、50 代後半においてもその就業率

は 60%以上を維持している。こうした就業率の高さが女性の婚姻状況における自由度を

高め、離別を選んだ場合も幸福度が高い結果につながったのかもしれない。中国と同様に

女性の幸福にとって、選択や意思決定における自由度は鍵といえる。 

 2 点目の世帯構成と幸福度においても、2004 年 1%水準で交差項の「単独（交差項）」

のみがプラスに推定された。その他の世帯構成においては、有意水準を満たさなかった。

したがって、一人暮らしのタイ人の男女で幸福度に差があることがわかる。こうした結果

も踏まえると、自由度の高い女性ほどタイでは幸福であることが示唆される。 
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 3 点目は、年齢と幸福度である。表 3.40 によると年齢は、従来の研究と整合的で男女

ともに 40 代後半以降の幸福度がマイナスに推定された。男女差はない点や中年以降の幸

福度が低い点は、韓国の推定結果と類似がみられる。華人が多く文化や価値観的影響が強

いマレーシアや中国に比べると、同じく華人の住民が多いタイの方が年齢と幸福の関係が

強い。 

 

表 3.40 年齢の推定結果（タイ） 

 

 

3.5.6. ベトナムの先立たれた男性は不幸せ？残された女性は幸せ？ 

 社会主義を掲げドイモイ政策のもと発展してきたベトナムは、日本と同様に勤勉な国民

性を持つといわれ日系企業の進出も多い。こうしたベトナムの幸福の価値観において、日

本との類似が確認されるのだろうか。それとも近隣のアジア諸国と近いのだろうか。はじ

めに婚姻状況の影響を確認し、その後学歴の男女差をみていく。 

 表 3.41 の推定結果によると、2003 年「独身」が 1%水準、「離別」5%水準、「死別」

1%水準でダミー変数の係数がマイナスに推定され、2004 年は上記全ての変数が 1%水準

でマイナスに推定された。2006,7 年は「独身」が 5%水準、「離別」については 1%水準

でマイナスが確認される。つまり、2006,7 年の死別を除き、全ての期間で既婚者の幸福

度が最も高いといえる。交差項から男女差を確認すると、2003 年「死別（交差項）」ダ

ミーの係数が、10%水準でプラスの影響が確認される。2004 年の「離別（交差項）」ダ

ミーの係数は 1%水準でプラスに推定される。2003 年と 2004 年は別れの形は異なるが、

パートナーと別れた場合ともに女性は男性よりも幸福といえる。こうした男女差が生まれ

る背景として、ベトナム人女性の幸福の価値観について、その環境から考察する。ベトナ

ムは、中国や韓国と同様に婚姻によって自身の姓が変わらない。特に都市部では、結婚後

も専業主婦になることは望まない。加えて、社会的風潮として専業主婦蔑視ともいえる

「専業主婦は、家計能力がなく見識の低い人」というようなイメージがある。このため、
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ベトナム人女性にとって国家的に推し進められたイメージキャンペーンともいえる背景の

下、最も優秀な女性は「仕事ができて家庭的」という理想像が掲げられてきた（今井・岩

井編著 2012：157-64）。対照的に農村部では、女性の家庭内での地位は低く家庭内暴力

（DV）も社会問題として根強く残っている。こうした状況を受け 2007 年 11 月には「家

庭内暴力防止法」も成立している。高い理想像の実現を求められながらも、女性の地位は

未だに低い社会では、離婚したくともできないという女性がある一定数存在すると予想さ

れる。この場合パートナーを失うことは、幸福度に一時的にマイナスに作用しても、その

後幸福度が上昇するのかもしれない。加えて生活の保証という面から考えると、「死別

（交差項）」がプラスの韓国もベトナムも共に儒教思想の名残が大きく親子関係が重要視

される。特にベトナムは社会主義ではあるが、多くが仏教徒（大乗）であり、儒教と道教

もその根底に混ざりあっており、その宗教観は日本との類似性の指摘もある。儒教思想の

影響が根強い社会においては、子供を持つことは老後の生活の保証という面からも重要視

され、男の子を産めば一生にわたり母親として大切にされる。このため、未亡人であって

も子供がいれば幸福度が高いのかもしれない。 

 

表 3.41 婚姻状況の推定結果（ベトナム） 

 

 

 つぎに学歴と幸福度の関係を分析する。ベトナムでは、高学歴の男女の幸福感に差が生

まれている。表 3.42 の推定結果によると、「学歴（高）」ダミーの係数は、2004 年 5%

水準でマイナスに統計的に有意に推定された。対して同年の交差項「学歴（高：交差

項）」では、5%水準でプラスに推定される。つまりマレーシアと同じく、3 回の内１回

のみの推定結果ではあるが、高学歴の場合において男性よりも女性の幸福度は高い。加え

て、2003 年の「学歴（低）」は、10%水準でプラスに推定される。2003 年に限定すれ

ば、学歴が男女ともに最も低いグループの幸福度が最も高いといえる。ベトナムの推定結

果からは、最終学歴と幸福度の相反する影響が示唆される。推定においては、３分類で効

果を確認したが、男女の違いが推定された 2004 年のデータを利用し、詳細な学歴の分類

を用いて男女の幸福度を確認する。 
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表 3.42 学歴の推定結果（ベトナム） 

 

 

 図 3.12 は、ベトナムの 2004 年における男女別に見た、学歴ごとの幸福度とその割合

である。横軸に学歴、縦軸（左目盛）に割合、縦軸（右目盛）に平均幸福度を男女別に表

す。したがって、従来の研究の指摘にあるように高学歴ほど幸福度が高いならば、幸福度

の折れ線は右上がりになると予想される。図 3.12 を確認すると、最も幸福度が高いグル

ープは、女性は短期大学（含高等専門学校）の 4.45（2.7%）、男性は高等学校の 4.20

（27.8%）である。最も高学歴な大学・大学院の教育を受けたグループの幸福度は、女性

が 3.92（12.5%）、男性が 3.87（24.2%）である。男女の最終学歴の割合からは、非就学

は男性（5.4%）と女性（4.7%）よりもわずかに高いが、小学校・中学校は男性（35.5%）

と女性（45.8%）で、圧倒的に女性の割合が高く 10%近くの差がある。反対に大学以上で

は、男性（24.2%）に対して、女性（12.5%）で男性の割合は女性の 2 倍近く高い。男女

の学歴差が大きく、女性の教育水準が男性に比べて低いことがわかる。幸福度自体で見て

も女性の場合、半数近くを占める小学校・中学校卒のグループが 3.80 と最も低く、続い

て高等学校卒のグループが 3.91 と低い。とはいえ、男女ともに最も高学歴が最も幸福な

わけではなく、女性であれば高学歴の中でも短期大学や専門学校卒といった女性の幸福度

の方が高い。同じく高学歴であっても男性は、専門学校卒は 3.72 で最も幸福度が低い。

ベトナムの 2004 年当時の状況は日本の 1980 年代後半、バブル経済当時の状況に似てい

るのだろうか。当時の日本では女性の就職において大卒は不利に働くため、学力や経済的

に大学以上に進学できても短期大学や専門学校を選ぶ学生が多かった。同じような状況が

あるとするならば、短期大学や専門学校卒の女性の幸福度が最も高いとしても不思議では

ない。男性の就職においても専門職を希望し専門学校を卒業したり、大学以上に進学し卒

業しても希望するようなホワイトカラーの職種が限られており、就職が難しいならばその

幸福度が低下しても不思議ではない。幸福度の観点からすると、社会の様々な要因により

高等教育を受けることが必ずしも人々、特に女性の幸福に結びつくわけではないが、高等

教育程度の教育は人々の幸福度を上昇させることが示唆された。 
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図 3.12 男女別の学歴と幸福度、ベトナム、2004 年 

 
 

 

3.5.7. 独身と離婚したミャンマー人女性は、不幸せ？ 

 ミャンマーは、長い軍事政権の後に現在、急激な発展の途上にある。2016 年 4 月、大

統領より上の立場に立つと公言し、国家顧問となったアウンサンスーチー氏による政権が

発足した。しかし、国家顧問には軍と警察と国境問題に関する法律上の指揮権はなく、い

まも国内では 50 万人を超える難民流出を生んだロヒンギャ問題が未解決である。このよ

うに現在のミャンマーにおいても政治的な問題は山積している。今後、国として発展して

いくには難しい舵取りが必要といえる。こうした状況下において、幸福度と人々の生活は

どのようにつながっているのだろうか。調査対象期間はすべて軍事政権の期間であり、そ

の影響も考えられる。推定結果より、婚姻状況、学歴、年齢の３変数からミャンマーの幸

福を分析する。 

 はじめに婚姻状況と幸福度の関係を分析する。表 3.43 の推定結果では、「独身」ダミ

ーが 2003 年 10%水準、「死別」ダミーが 2004 年 5%水準でともに係数はマイナスに統

計的に有意に推定された。交差項で確認すると、2004 年 5%水準で「独身（交差項）」、

2006,7 年については１％水準で「離別（交差項）」が共にマイナスの影響が確認された。

それぞれ 3 回の内 1 回の推定結果であるが、既婚者よりも男女ともに独身や死別した場
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合に幸福度が低い。2006,7 年の交差項からは離別した場合も男女で幸福度は異なる。ミ

ャンマーは、現在も女性の社会進出が遅れた国のひとつである。しかし、長い軍事政権下

で自宅軟禁中の 1991 年ノーベル平和賞を受賞した政治家、アウンサンスーチー氏が

2016 年ミャンマーの指導者になったことからもわかるように、女性の置かれる環境は急

激に変化している。このような環境下でミャンマー人女性の幸福度も変化している。調査

当時は軍事政権が機能しており、仏教徒（上座部）が大半のミャンマーにおいて女性の置

かれる立場はより厳しいものであった。女性がこうした状況で離別の形で生きて行くのは、

男性よりもより困難であることは想像に難くない。国の政策や政治が、どれほど女性の幸

福度に影響する可能性があるかを明らかにしたひとつの例といえる。 

 

表 3.43 婚姻状況の推定結果（ミャンマー） 

 

 

 つぎにミャンマー人女性の幸せは、学歴に左右されないのか。推定結果より学歴と幸福

度の関係を分析する。表 3.44 によるとミャンマーの推定結果からは、「非就学」や「小

学校・中学校」卒業程度にあたる、「学歴（低）」ダミーの係数が 2003 年に 10%水準、

2006,7 年に 5%水準でマイナスに有意となった。一方で交差項に限定すると、2006,7 年

有意水準 5%でプラスに推定された。2006,7 年には、高等学校を卒業した男女よりも、非

就学や小・中学校を卒業した男性の場合幸福度が低く、女性は高いといえる。 

 女性にとっての幸福は、多数派が作る社会規範の影響が大きいのだろうか。かつてミャ

ンマーにおける女性の地位は、アジア地域では珍しく決して低いものではなかった。アジ

ア地域で 1935 年女性に初めて選挙権が認められたのもミャンマーであり、古代にさかの

ぼっても女性が政治に登用されるなど、その地位が保証されていたことがわかる。ネーウ

ィン政権時代（1962-1988）にも、社会主義政策に基づき、男女平等は徹底され賃金格差

もない（Clair Report 2018：16）。しかし軍事政権が発足して以降は女性の地位が低下

し、社会規範として女性に高学歴は求められなくなったのではないだろうか。つぎに、男

女で異なる学歴の影響をその平均値から確認する。 
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表 3.44 学歴の推定結果（ミャンマー） 

 

 図 3.13 は、学歴の変数が男女ダミーと交差項がともに有意水準を満たしたミャンマー

の 2006,7 年における男女別にみた学歴割合と幸福度である。横軸に最終学歴、縦軸（左

目盛）に学歴の割合、縦軸（右目盛）に平均幸福度を男女別に表す。図 3.13 を確認する

と、非就学は女性のみで 0.4%である。小学校・中学校では、女性が 50.4%、男性が

45.8%で女性の割合が高い。反対に高等学校は、男性 29.8%、女性 21.8%で男性の方が高

い。ミャンマーをはじめ途上国では、女性は家の労働力として家事労働に従事することが

多く、小・中学校程度の教育を終えたのちに進学するのは男性のみという家庭は珍しくな

い。そうした慣習の影響が、最終学歴の男女別の割合からも確認できる。ミャンマーで最

も幸福度が高いのは、女性は短期大学卒業で（4.00）、男性は大学・大学院卒業で（3.91）

である。 

 

図 3.13 男女別最終学歴と幸福度、ミャンマー、2006,7 年 

 

 
注）ミャンマーの 2006,7 年は各種専門学校の選択肢がなくなり、その選択は 1-5 の 5 種類である。 
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 2007 年軍事政権当時のミャンマーにおいては、女性は 50%以上が「小学校・中学校」

卒業程度であることからもわかる様に、その多数派は基礎教育レベルであった。一方で、

大学・大学院卒業の割合は、男性の 20.4%よりも女性は 25.6%と高い。つまり女性の中

で格差が大きく、その幸福度への影響は女性間でも比較する必要がある。このため以降の

章において、幸福度の女性間における格差に焦点を当て分析を行う。 

 最後に年齢と幸福度を分析する。表 3.45 によると、2003 年は「25-29」歳が 10%水準、

「30-34」歳が 10％水準、「45-49」歳が 1%水準でマイナスに推定され、交差項では

「45-49」歳が 10%水準、「55-59」歳が 10%水準でプラスに推定された。2006,7 年は交

差項のみ統計的有意水準を満たし、「25-29」歳が 1%水準、「35-39」歳が 5%水準でそ

れぞれダミー係数がマイナスに推定された。まとめると、基準となった最も若い 20 代前

半から幸福度が低下し、2003 年は男女ともに 20 代後半から 30 代前半における幸福度が

低い。3 回の内 1 回の推定結果ではあるが、40 代後半においては男性よりも女性が幸せ

を感じている。より詳細な年齢と幸福度の関係は以下の 3.6 節で分析する。 

 

表 3.45 年齢の推定結果（ミャンマー） 
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3.6. アジアにおける幸せと年齢 

 年齢は、幸福度における一つの重要な要素と考えられてきた。たとえば、国連開発計画

（UNDP）による人間開発指数（HDI）では、健康・教育・所得を 3 本柱としている。

特に、健康面は長年にわたり各国の平均寿命の延伸をひとつの目標としてきた。アジア地

域は平均寿命の延伸が著しい地域のひとつである。図 3.14 では、世界銀行のデータから

平均寿命を地域別に確認する。図 3.14 は横軸に 1971〜2018 年の時間による変化、縦軸

に各地域の平均寿命を表す。世界の平均寿命は、1971〜2018 年の約 50 年で 59.1 歳から

72.6 歳へと 15.4 歳延伸した（図 3.14）。もっとも平均寿命が延びた地域は、南アジア地

域で 1971 年の 48.6 歳から 2018 年には 69.4 歳へと 20.8 年長くなっている。つぎに、サ

ブサハラ・アフリカ地域が 1971 年の 44.9 歳から 2018 年には 61.3 歳で 16.3 年延びてい

る。東アジア・太平洋地域では、1971 年の 60.7 歳から 2018 年には 76.1 歳へと 15.4 年

の延伸が確認される。変化が小さい北米やヨーロッパ地域では 10 年以下の延伸であっ

た。上記の結果、アジア地域を統合してみると平均寿命の変化がもっとも大きいことが確

認される。このため、幸福度に対する年齢の影響も大きく変化していることが予想され

る。したがって、本節では、7 カ国共通と国別の推定結果から年齢と幸福度の関係を分析

する。はじめに 7 カ国共通の推定結果および分析手法について説明し、続いて国別の年

齢の推定結果を比較する。 

図 3.14 地域別の平均寿命、1971-2018 年 
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3.6.1. 人生の山場、最も不幸な年齢  

 先行研究において年齢の影響はマイナスのみではなく、年齢を横軸、幸福度を縦軸にし

たグラフにおいて、40 代から 50 代を底とした U 字型で報告されることが多い。40 代前

後は心理学分野でも「中年の危機」として自分の人生について問い直し、アイデンティテ

ィーが不安定になる時期として報告されてきた（Levinson 1986）。以下では、ライフサ

イクルが人々の幸福に及ぼす影響を明らかにすることを目的とし、「年齢」および「年齢

の二乗」の係数が統計的有意水準を満たした 2006,7 年（Model 6）の推定結果を利用

し、最も幸福または最も不幸な年齢の分析に進む。年齢の推定のため分析に利用したの

は、Blanchflower（2020）の計算方法である。幸福モデルにおいて、幸福に関わるその

他の要因をコントロールし、年齢と年齢の二乗の係数がともに統計的有意水準を満たすと

き、以下の計算式により幸福度が頂点または底となる年齢を計算することができる。 

 たとえば 2006,7 年の Model２の結果のように、年齢の係数の推計値が（−0.0224）で

マイナス、年齢の二乗の係数の推計値（0.000209）がプラスの場合、年齢と幸福度は U

字型の関係になり、最も幸福感の薄れる U 字型の底となる年齢を推定できる。具体的に

は以下の方法に従う。 

 

Model 6（2006,7）の７カ国共通の推定結果より 

 

各係数の推計値  {年齢：− 0.0224,年齢の二乗：0.000209}  

幸福度が最小となる年齢 =
−1 ∗年齢

(2 ∗年齢の二乗）
=

−1 ∗ −0.0224
(2 ∗ 0.000209）

= 53.588. .. 

 

 アジアの 2006,7 年を対象とした分析では、男女ともに約 53.6 歳において幸福度が最も

低くなるという結果が得られた。Blanchflower（2020）の報告した先進国 47.2 歳、途上

国 48.2 歳よりも 5 歳程度年齢は高いが、その指摘にあるように中年層においては仕事の

負担の重さや健康に対する不安などが幸福度を低下させると考えられる。よって、仕事を

引退した 59 歳以降に幸福度の回復がみられるかも知れない。 

 続いて上記の方法を利用し、国別の年齢の分析を行う。マレーシアとベトナムはすべて

の年で「年齢」および「年齢の二乗」の係数が有意水準を満たさなかったため、以下の分

析においては除外し、以下の分析は「日本、韓国、中国、タイ、ミャンマー」の 5 カ国
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の分析結果を順に確認する。国別の分析に利用したモデルは、日本の Model 12

（2006,7）、韓国の Model 16（2003）、中国の Model 24（2006,7）、タイの Model 35

（2004）と 36（2006,7）、ミャンマーの Model 47（2004）である。加えて、7 カ国の

比較においては、「年齢」および「年齢の二乗」の係数の推計値の統計的有意水準が最も

高い年の推定結果を利用する。上記の推定結果を以下の表 3.46 に記す。 

 １カ国目の日本は、Model 12（2006,7）において年齢と年齢の二乗がともに有意水準

を満たしたため、もっとも幸福感の薄れる U 字型の底となる年齢を上記 Model 6 と同じ

方法を利用し計算する。表 3.46 によると、日本の 2006,7 年を対象とした分析では、約

53.2 歳において幸福度が最も低くなるという結果が得られた。7 カ国共通の分析結果の約

53.6 歳とほぼ一致し、社会でも家庭でも責任が大きくなり、健康不安といった要因が上

記の年齢においてピークになると考えられ、幸福度にマイナスに働いたと考えられる。  

 2 カ国目の韓国においては、Model 14（2003）の年齢と年齢の二乗が有意水準を満た

したため、もっとも幸福感の薄れる U 字型の底となる年齢を計算した。2003 年の推定結

果によると、48.5 歳に最も幸福感が薄れる。韓国においてその幸福度が低くなるのは、

40 代が終わる頃と考えられる。 

 3 カ国目の中国では、Model 24（2006,7）5%水準で「年齢」と「年齢の二乗」の係数

が、統計的に有意に推定された。したがって、もっとも幸福感の薄れる U 字型の底とな

る年齢を計算した結果が表 3.46 である。2006,７年の中国においては、44.5 歳で最も幸

福度が低くなる。中国では、7 カ国平均の推定結果である 53.6 歳よりも 9 歳程度早く、

幸福度が最も低くなると明らかになった。 

 4 カ国目のタイは、Model 35（2004）と 36（2006,7）において年齢と年齢の二乗の推

定値も共に有意水準を満たしたため、両年の結果を分析する。Model 35（2004）におい

ては、年齢の係数の推計値がプラス（0.0709）、年齢の二乗の係数の推計値がマイナス

（−0.00972）となった。したがって、年齢と幸福度は U 字型ではなく逆 U 字型となり、

その頂点として、もっとも幸せな年齢を計算する。一方で、Model36（2006,7）において

は年齢が負の値（−0.0411）、年齢の二乗が正の値（0.000456）となるため、もっとも幸

福感の薄れる U 字型の底となる年齢を計算する。計算方法は、Model 6 の例と同様で、

計算結果は Model 35（2004）が 36.5 歳、Model 36（2006,7）が 45.1 歳である。「年齢」

と「年齢の二乗」の係数の推計値は、Model 35（2004）の「年齢」が有意水準 10％、

「年齢の二乗」が有意水準 5％、Model 36（2006,7）はともに有意水準 5%である。した
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がって、Model 36（ 2006,7）の計算結果、 45.1 歳が統計的に頑健といえる。

Blanchflower（2020）の報告した最も幸福度が低い年齢の先進国 47.2 歳、途上国 48.2

歳にも近い。また、二つのモデルの推定結果を考慮し、年齢と幸福度のひとつの可能性と

して、タイでは若年層から徐々に幸福度が上昇し、36.5 歳付近でもっとも高くなる。そ

の後、低下傾向に転じ 45.1 歳付近でもっとも低くなるが、徐々に幸福度は回復すると考

えられる。 

 5 カ国目のミャンマーでは、Model 47（2004）において 5%水準「年齢」と「年齢の二

乗」の係数の推計値はともに有意水準を満たした。Model47（2004）の年齢の係数の推

計値がマイナス（−0.0835）、年齢の二乗の係数の推計値がプラス（0.00106）となり、

もっとも幸福感の薄れる U 字型の底となる年齢は 39.4 歳である（表 3.46）。ミャンマー

の 2004 年の 39.4 歳の結果は、7 カ国共通の 2006,7 年の 53.6 歳と 14.2 歳の差が確認さ

れる。Blanchflower（2020）の報告した途上国 48.2 歳とも 10 歳近くの差がある。こう

した年齢差が生じた要因としては、平均寿命の違いが大きいのではないだろうか。ミャン

マーでは、同じ東南アジアの中でも平均寿命が短い。よって、以下では 7 カ国の比較分

析において詳細を確認する。 

 

表 3.46 年齢と平均寿命 

 

 

「年齢」および「年齢の二乗」の係数が有意水準を満たしたモデルの 7 カ国共通と国別

の推定結果結果と各国の平均寿命を表したのが図 3.15 である。図 3.15 は、横軸に７カ国

共通と国別を表し、縦軸（右目盛）に世界銀行による平均寿命を折れ線グラフで表し、縦

軸（左目盛）に最も不幸な年齢を棒グラフで表した。各国の最も不幸な年齢は、「年齢」

および「年齢の二乗」の係数が推定結果の中で最も頑健なモデル、日本の Model 12

（2006,7）、韓国の Model 16（2003）、中国の Model 24（2006,7）、タイの Model 36
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（2006,7）、ミャンマーの Model 47（2004）を利用した。具体的には、日本は 2006 年

（53.1 歳）5%水準、韓国は 2003 年（49.2 歳）5％水準、中国は 2006 年（44.4 歳）1%

水準、タイは 2007 年（45.0 歳）5%水準、ミャンマーは 2004 年（39.3 歳）1%水準で統

計的有意水準を満たした。 

 図 3.15 からは、平均寿命の長さと最も幸福度の低い年齢が比例することが読み取れる。

たとえば、最も平均寿命の長い日本（82.3 歳）では最も幸福度が薄れる年齢（53.1 歳）

も最も高く、対して最も平均寿命の短いミャンマー（61.3 歳）では最も幸福度が薄れる

年齢（39.3 歳）は最も低い。つまり、幸福度は単純に身体的な年齢に左右されるのでは

なく、ライフイベントに左右されることが示唆される。平均寿命が短ければ仕事の昇進ス

ピードや子供を持つタイミングなど、社会規範よるライフイベントのタイミングも早く訪

れ、長ければ遅いと考えられる。 

 

図 3.15 最も不幸な年齢と平均寿命 
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4. 幸福に差はあるのか：女性間における幸福の不平等の影響 

 3 章の分析からは、7 カ国共通、国別ともに男女の幸福の価値観に違いがあると明らか

になった。婚姻状況や学歴、世帯構成などは、文化的な価値観や慣習が要因となり、女性

の幸福度を左右する。加えて、女性にとっての幸福は国による違いだけではなく、同じ国

の女性間においても差が生じているのではないだろうか。こうした幸福度の差がどのよう

な要因から生じるのかについて明らかにすることを本章の目的とする。本章の構成は、は

じめに幸福度の平均値と幸福度の GINI 係数から、国別に女性の幸福格差が存在するのか

を考察する。次に、推定に利用する各変数の概要を確認する。その後、幸福の不平等の影

響を推定するモデルの説明を行い、推定およびその結果の分析を行う。 

 

 

4.1. 女性の国別幸福度 

 国別に所得格差があるように、女性の幸福度にも不平等はあるのだろうか。各国の女性

の幸福度の平均値を確認する。図 4.1 は、7 カ国別にみた 2003-07 年の女性の幸福度の平

均値を表す。横軸に国名と対象年、縦軸に女性の幸福度を表す。 

 

図 4.1 女性の幸福度、7 カ国、2003-7 年 
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 図 4.1 より幸福度の平均値を確認すると、7 カ国共通の分析結果と同様にマレーシアの

女性の幸福度が最も高く、2006,7 年（4.22）で最大になる。幸福度が年とともに上昇傾

向にあるのは、日本、韓国、マレーシア、タイとベトナムである。対して、幸福度が下降

傾向にあるのが、中国とミャンマーである。もっとも大きな幸福度の減少が確認されるの

がミャンマーで、2003 年（3.78）から 2006,7 年（3.59）へと低下している。全体を通し

て幸福度が低いのは韓国の女性で、もっとも低い 2004 年は（3.48）となり、もっとも高

いマレーシアと比較すると 0.8 近く差が開いている。幸福度の変化が少なく、対象国中で

も平均的な幸福度であるのが日本であり、上昇傾向は確認されるが 3.7 前後でその幸福度

は 7 カ国間では中程度といえる。 

 

4.1.1. 幸福の GINI 係数 

 幸福の差は、幸福自体にどのように影響を及ぼすのだろうか。幸福度の差が小さい方が、

平均の幸福度も高いのだろうか。それとも幸福の差は、幸福度それ自体に影響しないのだ

ろうか。つぎに、国別の女性の幸福格差を所得格差とともに分析する。幸福格差の分析に

は、アジア・バロメーターの幸福度について GINI 係数を国と年別に計算し、平均値を利

用した。GINI 係数はゼロが平等を表し、１に近づくほど不平等になる。GINI 係数は、

一般的に所得配分における偏りや不均等さの目安として用いられることが多い。世界銀行

の所得の GINI 係数はゼロから 100 に変換されているため、比較のためにアジア・バロ

メーターの推定結果もゼロから 100 に変換した。図 4.2 は、国別にみた女性の幸福度の

GINI 係数の平均値と所得の GINI 係数の値を表す。幸福度の GINI 係数は、３時点の平

均値を計算した。所得の GINI 係数は、調査対象年に最も近い年 13のデータを世界銀行よ

り取得した（URL 14）。図 4.2 は、横軸に国名、縦軸が幸福度と所得の GINI 係数を表

す。図 4.2 では、幸福度 GINI の格差が小さい順に７カ国を並べた。 

 図 4.2 によると、所得の GINI 係数よりも幸福の GINI 係数が７カ国すべてにおいて大

きい。つまり、所得以上に幸福度には格差があることが観察される。図 4.2 から所得の

GINI 係数を確認すると、マレーシアが（46.1）で最大となり、韓国が（31.7）で最小と

なる。一方、幸福度の GINI 係数は韓国が（50.7）で最大となり、つぎに中国が（50.0）

でともに幸福格差が大きい。反対に、幸福度の GINI 係数はタイが（45.3）で 7 カ国中も

                                                  
13 所得の GINI 係数は、日本は 2008 年、韓国は 2006 年、中国は 2005 年、マレーシア

とベトナム、タイがいずれも 2004 年、ミャンマーが 2015 年である。 



 
 
 

111 

っとも幸福格差が小さく、続いて日本が（47.4）と小さい。韓国は、所得格差が７カ国中

最も小さいが、幸福格差は最も大きい。幸福格差の大きい韓国では自殺率は高く、調査年

にもっとも近い 2005 年の OECD による推計値は 10 万人あたり 29.9 人で OECD 加盟国

中ではワースト 3 位である。その内訳は男性が 45.1 人、女性が 18.6 人で男性が多い

（URL 15）。最新の 2017 年結果では、10 万人あたり 23.0 人で OECD 加盟国の内ワー

スト１位である（URL 15）。男女別にみると、男性が 35.1 人（ワースト 2 位）、女性

が 12.8 人（ワースト 1 位）で男性が多い。韓国においては、幸福度が低いことに加え、

幸福の不平等が拡大していることも高い自殺率の一因といえるかもしれない。同じく幸福

度の GINI 係数が大きい中国の自殺率は、対象年にもっとも近い 2005 年の WHO 推計値

によると、10 万人あたり 11.7 人で、男女別では男性が 10.1 人、女性が 13.4 人で女性の

方が多い（URL 16）。中国では自殺率の改善が著しく、最新の 2016 年の統計では 9.7

人と大きく改善が見られる。しかし、2000 年以降の確認できる WHO 調査期間すべてに

おいて女性の自殺者数が男性を上回る。 

 

図 4.2 所得の GINI 係数と女性の幸福度の GINI 係数、7 カ国、2003-7 年 

 
 反対に幸福度の GINI 係数が（45.3）と 7 カ国中において最も小さいタイでは、所得格

差は（42.5）と 7 カ国中 2 番目に大きい。同じくタイの自殺者数を WHO の推計値から

確認すると、2005 年が 16.2 人で中国よりも多い。しかし男女別に確認すると、男性が
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19.4 人に対して女性が 6.2 人で非常に少ない事がわかる。最新の 2016 年の 10 万人あた

りの推計値で確認しても、男女平均は 14.4 人で低くないが、男性 23.4 人に対し女性 5.9

人で女性の自殺者が非常に少ないといえる。所得格差が大きい場合、幸福感の低下につな

がるなど重要な要素であることは疑いようがない事実である（小塩 2014）。同じように

幸福格差は、人々の現実を表す上で重要な要因と考えられる。3 年という短い時系列に限

定されることからデータ誤差の問題ももちろん含まれるが、幸福の不平等は女性の幸福度

においても重要な要素であることが示唆された。それでは、幸福の不平等はどのような要

因に影響されるのか、その分析に進む。 

 

 

4.2. 変数概要 

 本章の変数概要においては各変数の質問項目は 3 章と同じため割愛し、主に女性間に

おいて差が確認される項目に着目し、分析を行う。 

4.2.1. 就労状況      

 女性の幸福度は、就労状況や職種によって異なるのだろうか。女性全体の職業割合を全

ての期間で平均すると、主婦（30%）、技能職（16%）、行商人・街頭販売人（12%）、

事務職（10%）、販売職（8%）その他（5%以下）となる。加えて、職業別の男女比を女

性比率が高い順に確認すると、主婦 /主夫（99%）、その他の無職（65%）、退職者

（60%）、販売職（60%）、行商人・街頭販売人（56%）となり、その他の職業は、男性

比率が 50%以上を占める。  

 国別の女性の社会進出度の一つの目安として、企業経営者と上級管理職の男女の割合を

確認する。表 4.1 は、企業経営者と上級管理職の 2003-07 年の女性の占める割合である。

男女ともに企業経営者の該当人数が少なく、2003 年は 5 人、2004 年は 10 人、2006,7 年

は 6 人で該当者がいない国もある。該当人数は少ないが表 4.1 から、女性の企業経営者の

割合が高い国を確認するとマレーシアである。2003,04 年は、経営者の半数が女性である

ことがわかる。対して、日本とベトナムでは女性経営者はどの年にも該当者がいない。マ

レーシアが対象国中で最も女性の社会進出が進み、日本、ベトナムがもっとも進んでいな

い。表 4.1 より上級管理職の女性の占める割合を低い国を確認すると、韓国はすべての年

で該当者がなく、つぎに日本は 9.5%（2003）、4.8%（2004）、4.0%（2006,7）となり、

平均しても 6.1%で年とともに減少傾向にある。 
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 企業経営者と上級管理職の女性の割合からは、全ての期間で女性の該当者が確認された

中国における女性の社会進出がもっとも順調に進んでいるといえる。中国の上級管理職の

比率は、30.3%（2003）、46.2%（2004）、42.2%（2006,7）で、日本の平均 6.1%や韓

国の該当者なしに比べると、非常に高い水準を維持していることがわかる。対象期間すべ

てで平均すると女性の企業経営者は 18.0%に近く、上級管理職も 39.6%と 7 カ国中では、

中国において最も男女平等が進んでいるといえる。一方で、最も女性の社会進出が進んで

いない国は、上級管理職がすべての対象期間で該当者がなく、企業経営者は 2003 年のみ

8.3%となった韓国といえる。 

 

表 4.1 企業経営者及び上級管理職比率、女性、2003-7 年 

 

4.2.2. 学歴 

 学歴によって、女性の幸福度の差は広がるのだろうか。教育は価値観の形成において大

きな役割を果たすと考えられる。どこでどのような教育を受けるかにより、価値観は画一

性を持つこともあれば、多様性を生み出す結果にもなる。たとえば、日本の義務教育の場

合、公立の学校に進学すれば教科書は学年ごとに共通で地域差はなく、平等な教育の機会

が提供される。日本の様に画一的な教育がなされれば、幸せの価値観においても理想像が

一種のステレオタイプとして形成されるかもしれない。 

 一方で、教育年数が長く高等教育を受ける機会が長いほど、多様な価値観に出会う機会

は増加するのではないだろうか。たとえば、大学に進学し留学生との接点が増えれば、自

ずとその価値観の違いに気付く機会が増える。海外の大学に進学した場合、母国語で培っ

てきた社会規範や価値観といった文化的背景に加えて、留学先の文化的背景を学ぶことに

なる。様々な人種の中で多様な価値観に触れれば、幸せの価値観においても多様な幸せの

形を描く可能性もある。教育年数の増加は、女性の幸福感にはどのような影響を与えるの

だろうか。 
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 国別の推定結果では女性の学歴による幸福度は、女性の交差項の「学歴（高）」ダミー

がマレーシアの 2003 年やベトナムの 2004 年においてプラスに推定され、ともに男女共

通の結果とは反対の影響が確認された。女性の交差項の「学歴（低）」ダミーは、ミャン

マーの 2006,7 年にプラスに推定され、男女共通の結果とは反対の影響が確認された。推

定ではデータの制限上、非就学者も小・中学校卒業者も同じ「学歴（低）」ダミーとして

分類し、本来であれば違う影響が予想される大学・大学院卒業者と短期大学卒業者なども

「学歴（高）」ダミーにまとめひとつのカテゴリーで分析した。しかし日本に限定される

が、同じ大学卒業者においても、4 年制よりも 2 年制の短大卒業者の幸福度が高いなどの

指摘がある（橘木 2020）。本節ではより詳細に教育と幸福度の関係を明らかにするため

に、アンケートによる最小単位の最終学歴別に幸福度の平均値と就業率を国ごとに確認し、

必要に応じてその分析をより深める。以下では、学歴の差が小さい東アジアと東南アジア

の２地域に分け、その傾向を分析する。学歴は対象の年によりその分類が異なるため、中

間となる 2004 年のデータを利用し傾向を確認する。 

 

4.2.2.1. 東アジアの学歴格差 

 図 4.3 は、横軸が日本、韓国、中国の最終学歴、縦軸（右目盛）の棒グラフが平均幸福

度、縦軸（左目盛）の折れ線グラフが就業率を表す。日本、中国、韓国の最終学歴を比較

すると、日本は非就学に該当者がおらず、中国は各種専門学校と短期大学に該当者がいな

かった。日本の傾向を確認すると、専門学校（3.78）と短期大学（3.77）の幸福度が比較

的高いが、学歴による差は小さく、唯一大学・大学院だけがその幸福度が（3.63）と低い。

就業率を確認すると小学校・中学校卒業の女性が最も高く 52.0%、大学・大学院の女性

が最も低く 46.8%である。日本では学歴による幸福度と就業率の差はともに小さいとい

える。 

 韓国の傾向を確認すると、学歴による幸福度の差が大きく、もっとも幸福なのは各種専

門学校卒業の女性（3.89）で、反対にもっとも幸福感が薄いのは小・中学校卒業の（3.43）

である。各種専門学校の女性以外は 3.5 前後で幸福度が低く、高学歴であれば幸福度が高

いとはいえない。特に、非就学の女性は小・中学校や高校を卒業した女性よりも幸福であ

る。就業率を確認すると、短期大学（高等専門学校を含む）卒業の女性が最も高く

67.3%、専門学校を卒業した女性が 22.2%で最も低い。韓国では、専門学校を卒業した女

性がもっとも就業率が低く、もっとも幸せであるといえる。 
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図 4.3 学歴別就業率と幸福度、日本、韓国、中国、2004 年 

 
 

 中国の傾向を確認すると、非就学（3.57）、小・中学校（3.62）、高等学校（3.70）、

大学・大学院（3.81）となり、従来の研究で指摘されてきたように学歴とともに幸福度は

上昇している。就業率を確認すると、高等学校卒業の女性が 91.8%でもっとも高く、非

就学の女性が 71.4%でもっとも低い。大学・大学院の女性も 83.4%の高い就業率が確認

できる。中国においては非就学の女性の就業率と幸福度がもっとも低い。 

 日本と中国の幸福度が低いグループは、学歴からみれば日本が大学・大学院、中国が非

就学を対象とし、教育年数がもっとも長い日本人女性ともっとも短い中国人女性といえる。

教育年数では両極といえるが、ともに就業率が低く、就業の機会が一番少ない女性の幸福

度が一番低いという結果となった。つまり、日本と中国では学歴が就業率には反対に作用

し、幸福度に対しては同じくマイナスに影響するのだろうか。仮に日本において「学ぶこ

とを選び大学以上に進んだ結果として、働く選択肢が増えたとしても働くことを選択せず、

その幸福度は低くなる」とするならば、本当に大学以上の高等教育は必要なのだろうかと

考える女性がいても不思議ではない。大学・大学院の女性の幸福度が低くなる要因には何

があるのだろうか。高学歴の女性が直面する状況は、中国とは異なるのだろうか。両者の

比較のため、高学歴の女性の幸福度に焦点を合わせ分析し、その傾向を明らかにするため、

学歴別の 1 人当たり所得の平均も確認する。 
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 図 4.4 は、2004 年の日本と中国の女性の最終学歴の割合である。横軸が最終学歴、縦

軸（左目盛）の棒グラフが割合、縦軸（右目盛）の折れ線グラフが各国通貨による 1 人

当たり所得を表す。両者の大学・大学院の割合を比較すると、圧倒的に中国では大学・大

学院が高く、31.5%である。一方、日本の大学・大学院は 10.5％となり、同じ高学歴でも

短期大学が 30.3%とより高い割合を占めている。短期大学卒業の女性を含めると日本の

方が高学歴の女性が占める割合が高いが、大学・大学院卒業者の割合だけで確認すると日

本よりも中国の方が高い。学歴の割合から見ると、中国は小・中学校、高校、大学・大学

院とほぼ三等分されている。日本は、二人に一人が高校までで教育を終え、三人に一人が

短期大学を卒業し、十人に一人が大学以上を出ている。こうした割合の違いが幸福度にお

いて影響を及ぼすことも考えられる。 

 図 4.4 から学歴による 1 人当たり所得の差を確認すると、中国では学歴と所得は比例し

ており、高学歴ほど所得も高い。非就学（9,747 元）と大学・大学院（29,568 元）では、

3 倍以上の所得格差が確認される。日本においても高等学校卒業者を除けば、学歴と所得

は比例している。しかし、高等学校（327 万円）と短期大学（331 万円）の所得差は 4 万

円程度となり、所得の面からは短大と高校を卒業することには大きな違いがない。一方、

大学・大学院（525 万円）では所得が大幅に増加している。短期大学と大学の学士卒業の

在学期間は 2 年しか変わらないが、所得差は 200 万円近くに上る。日本では、最も所得

の低い小・中学校（282 万円）と大学・大学院を比較しても 2 倍には届かず、中国ほど所

得の格差が大きくない。学歴の所得に対する影響を両国で比較するため、大学・大学院と

高等学校を卒業した女性における所得を確認する。中国では、高校卒業者の所得に対して、

大学・大学院卒業者の所得は約 1.4 倍、日本では約 1.6 倍となる。つまり、所得の面から

いえば、中国よりも日本の高学歴の女性は恵まれている。しかし高学歴女性の幸福度は

2004 年中国（3.81）に対し、日本（3.63）と低く、この差は所得によるものではないと

いえる 14。よって、次に両者の職業の詳細を確認する。 

 

 

 

                                                  
14中国では一人っ子政策による高学歴化や日本でも少子化による高学歴化が進んでいる。

したがって、学歴に加え世代による影響の可能性もあるため、最終的な影響の判断は回帰

分析を行う必要がある。 
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図 4.4 女性の最終学歴割合と所得、日本、中国、2004 年 

 
 所得が女性の幸福を決めていないと考えるならば、収入よりも職業が影響するのかもし

れず、大学・大学院を卒業した女性がついている職業別に、中国と日本を比較する。図

4.5 は、日本と中国の高学歴女性の 2004 年の職業比率である。大学・大学院を卒業した

女性の割合が高い職業は、日本では、主婦（40.4%）、事務職（25.5%）、技能職

（8.5%）、学生（8.5%）、失業者（4.3%）、販売職（4.3%）、上級管理職（2.1%）、

自営の専門的職業（2.1%）、商店・小売業の自営業者（2.1%）、その他の雇用者（2.1%）

となる。中国では、事務職（30.6%）、上級管理職（21.0%）、雇用の専門的職業

（19.7%）、学生（15.9%）、自営の専門的職業（4.5%）、行商人・街頭販売人

（3.8%）、販売職（1.9%）、商店・小売業の自営業者（1.3％）、技能職（0.6%）、主

婦（0.6%）となる。両国の大きな違いとしては、以下の 3 点があげられる。 

 第 1 に、日本における専業主婦率の高さである。日本の場合、大卒以上でも最も多い

割合を占めるのが主婦で 40%の割合を占める。一方で中国の場合、主婦は 1%以下の割合

でほとんどの女性が働いている。第 2 に、日本の上級管理職率の低さである。中国にお

いては、事務職（31%）に次いで上級管理職（21%）として働く女性が多い。対して日本

の上級管理職は（2%）にとどまり、中国の 10 分の 1 に満たない。第 3 に、医師や弁護

士、技師といった専門職の割合の日本の低さである。中国では職種の中で 3 番目に多い

割合を占め、高学歴女性の五人に一人が雇用の専門職として働いている。一方日本では、
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2004 年の該当者は一人もいなかった。もちろんアンケートのバイアスも考えられるが、

日本において専門職の女性の割合が少ないのは、理系分野への女性の進学率が低いことか

らも明らかである。日本の高学歴女性の幸福度が低い理由は、こうした職業にも一つの要

因があるのかもしれない。社会で働く女性が一様に幸福とも考えられないが、選択肢は多

い方がその幸福度は高いといえるのではないだろうか。日本では仮に大学以上を卒業して

も、その職業の選択の幅が小さく、将来的にも上級管理職や専門職へのステップが限られ

ているとするならば、大学以上の高等教育を受けた女性の幸福度が下がっても不思議では

ない。日本と中国の高学歴の女性の比較から見えてくるものは、女性の選択の自由度の違

いともいえる。アンケート結果から 15 年以上が経過した日本においても、こうした状況

は未だに解決していないのではないだろうか。 

 

図 4.5 女性の職業比率、日本、中国、2004 年 

 

4.2.2.2. 東南アジアの学歴格差 

 日中韓の学歴格差は幸福、就業率、職業など多方面への影響が確認された。上記の東ア

ジア３カ国に比べ、東南アジアの対象国は幸福度の平均値は高い。つぎに、東南アジア４

カ国、マレーシア、タイ、ベトナム、ミャンマーの高い幸福度への最終学歴の影響を考察

する。ミャンマーやマレーシアにおける女性の学歴別割合は 3 章で確認したが、タイや
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ベトナムの女性の最終学歴の割合を加え、改めてその割合を比較確認する。図 4.6 は調査

対象の中間期間である 2004 年、女性の最終学歴における国別の割合である。上から「非

就学、小学校・中学校、高等学校、各種専門学校、短期大学、大学・大学院」卒業の割合

を「マレーシア、タイ、ベトナム、ミャンマー」の順で表す。 

 

図 4.6 女性の学歴割合、マレーシア、タイ、ベトナム、ミャンマー、2004 年 

 
 最も学歴が低い非就学者は、マレーシアは 2.5%、タイは該当なし、ベトナム 4.7%とミ

ャンマーが 5.8％である。つぎに、マレーシアを除く３カ国で最も高い割合を占めるのが、

小学校・中学校卒業者で半数近くが該当する。特にタイでは、64.4%が小中学校卒業の女

性である。学歴では中程度に分類した、高等学校卒業者はマレーシアが 43.5%で最も割

合が高く、タイが 11.7%で最も低い。同じく高等学校卒業者はベトナム 26.7%で４人に 1

人、ミャンマー22.3%で 5 人に 1 人以上が該当する。各種専門学校卒業の女性は、ベトナ

ムが 7.6%で最も多く、マレーシアとミャンマーでは 1%以下、タイは該当者がいない。

高学歴に分類した、短期大学卒業の女性はタイが 9.7%で最も高く、つぎにマレーシアが

7.7%、ベトナムが 2.7%、ミャンマーが 0.3%である。大学・大学院卒業の女性は、ミャ

ンマーが 16.5%で最も高く、つぎにタイが 14.2%、ベトナムが 12.5%、最も低いマレー

シアが 5.2%である。 

 経済的な発展の段階とは異なり、ミャンマーにおける大学・大学院を卒業した女性の割
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合が最も高く、マレーシアが最も低い。2004 年のデータからは、マレーシアでは４年制

大学よりも短期大学を選択する女性の方が多いことが明らかとなった。また、マレーシア

を除く東南アジアの女性は、半数以上が小学校・中学校までの義務教育しか受けていない

といえる。一方で、大卒以上の女性はマレーシアを除くと 10%以上確認される。こうし

た学歴の差は、女性の幸福度と就業率にどのように影響するのだろうか。 

 図 4.7 は、東アジアの分析と同様に 2004 年の女性の学歴別にみた就業率と幸福度の平

均値である。横軸に最終学歴、縦軸（右目盛）棒グラフが平均幸福度、縦軸（左目盛）折

れ線グラフが就業率を表す。なお、最終学歴の該当者がマレーシアの各種専門学校は 3

人、タイは非就学者と各種専門学校の 0 人、ミャンマーの各種専門学校が 2 人、短期大

学が 1 人で 10 人未満であるため、以下の議論では除外する。国別に学歴と平均幸福度を

確認する。 

 

図 4.7 学歴別就業率と幸福度（マレーシア・タイ・ベトナム・ミャンマー） 2004 年 

 
 図 4.7 によると、マレーシアでは高等学校（4.15）を卒業した女性が最も幸福度が高い。

対して、非就学（3.70）の女性の幸福度が最も低い。非就学を除くその他の学歴別の幸福

度の違いは、0.1 程度で差が小さい。就業率を確認すると、短期大学 71.0%が最も高く、

非就学 20.0%が最も低い。マレーシアでは、非就学の女性が最も働く機会が限定され、

幸福度も低い。 
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 タイの学歴別幸福度では、大学・大学院（4.01）が最も高く、高等学校（3.89）が最も

低い。しかしその差は、0.12 で学歴による幸福度の差が最も小さいといえる。就業率で

は小学校・中学校卒業の女性が 80.2%で最も高く、つぎに大学・大学院が 76.8%、高等

学校が 66.7%、短期大学が 59.6%で最も低い。 

 ベトナムでは、短期大学（4.45）を卒業した女性の幸福度が非常に高い。対して、小中

学校卒業の女性は（3.80）と最も幸福度が低い。就業率で確認すると、短期大学が 90.9%

で最も高く、非就学 57.9%で最も低い。ベトナムでは短期大学を卒業した女性が最も働

く機会に恵まれ、幸福度が高い。 

 ミャンマーでは、大学以上を卒業した女性（3.77）が最も幸福であるが、高等学校

（3.76）の女性とさほど変わらない。対して、非就学（3.22）において最も幸福度が低い。

就業率では、非就学の女性が 52.2%で最も高く、高等学校が 42.7%で最も低い。ミャン

マーでは非就学の女性が最も働く機会に恵まれているが、幸福度は最も低い。 

 全体の傾向をまとめると、最終学歴による幸福度の差が小さい国がタイと日本で、就業

率の差が小さい国は日本とミャンマーである。中国、マレーシアとミャンマーでは、最も

学歴の低い非就学の女性の幸福度が最も低い。中国とマレーシアでは、非就学の女性の幸

福度が低いことに加えて、最も働く機会も限定されている。 

 

4.2.3. 年齢 

 7 カ国全体の分析においては、世代が上がることつまり加齢によって幸福度は低下する

ことが明らかとなった。しかし、その世代の影響を国別に見ていくと男女によって影響が

異なる。たとえばマレーシアの 2006,7 年の推定において、世代効果は全体では 40 歳以

降の世代ダミーの係数はすべて統計的に有意でマイナスに推定されるが、女性との交差項

で確認するとその影響は反転し、プラスの影響が確認される。また日本の 2003 年と

2006,7 年の推定において、全体の分析では有意水準を満たさなかった「25-29」の係数は、

女性との交差項のみで有意にマイナスの影響が確認される。このように国と男女別に世代

効果を確認すると、男性と女性で影響は異なり、女性にとって年齢の影響は小さくない。 

 このため、国別の女性の幸福度を平均値で確認する。若いことに価値を見出す文化的な

圧力が大きい国であれば、加齢によって急激な幸福度の低下がみられる。一方で、年齢を

重視しない文化の国であれば、加齢による幸福度の低下はさほど大きくなく、その影響は

限定的であることが予想される。 
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 図 4.8 は、2003-07 年の３時点をあわせた女性の世代別にみた幸福度の平均値である。

図 4.8 は、横軸に 20-59 歳までの 5 歳ごとの世代を表し、縦軸にその平均幸福度を表す。

図 4.8 によると、世代の違いにより最も幸福度に差が確認された国は、韓国である。韓国

人女性の中で最も幸福な 30-34 歳（3.70）に比べ、55-59 歳では（3.36）と 0.34 の差が

ある。韓国の女性にとって若いことは、幸福度の重要な要素であることが考えられる。韓

国では、就職においても容姿が重要視され、20 歳の誕生日祝いに整形手術をプレゼント

する両親がいることからもわかるように、加齢による容姿の変化は韓国人女性にとって幸

福度を低下させる非常に大きな要因となると考えられる。就職やパートナーを選ぶなど、

様々な場面において容姿が重要視される社会的背景が大きければ、女性にとって年を重ね

ることは恐怖ともなりうるかもしれない。特に 30 代前半以降は、加齢が容姿や健康に与

える影響が大きくなるといえる。したがって、韓国人女性の全体の傾向として加齢により

幸福度が低下しているといえる。一方で、加齢による幸福度の低下、図 4.8 において右下

がりの傾向が確認されなかった国の一つがミャンマーである。最も若い 20-24 歳（3.76）

よりも最も上の世代 55-59 歳（3.85）の幸福度が高く、ミャンマー人女性の中でも一番幸

福度が高い世代である。ミャンマーは対象国中では若い人口が多く、ピラミッド型を維持

している。加えて生産人口が非生産人口に対して多く、いわゆる人口ボーナスの時期にあ

たり、世代が上がることによる影響を最も受けにくい状況下にあると推察される。こうし

た状況下では、年齢の影響は小さくなり、ミャンマー人女性の幸福感においては重要では

ないのかもしれない。 

 中程度の幸福度の国として、日本と中国の世代別幸福度の値が近い。ともに 25-29 歳

で最も幸福度が高く日本（3.79）、中国（3.78）となる。両国は幸福度の世代による差が

小さいが、全体としては加齢とともにその幸福度は低下傾向にある。 

 幸福度の高いグループとしては、マレーシア、ベトナムとタイが挙げられる。平均して

幸福度が高いマレーシアでは、30-34 歳（4.20）においてそのピークが訪れ、55-59 歳

（3.94）で最も幸福度は低くなる。ベトナムでは、25-29 歳（4.06）で最も幸福度は高ま

り、徐々に幸福度は低下し 50-54 歳（3.76）で最も低くなる。タイでは、幸福度の平均値

が世代によって上下に変動が確認される。タイでは 20-24 歳の女性が（3.99）で最も幸福

と感じており、反対に 55-59 歳（3.67）において幸福度が低い。 

 まとめると、日本や中国においては年齢の上昇による幸福度への影響は限定され、あま

り大きくない。一方で、韓国とミャンマーにおいてはその影響は反対であるがともに世代
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の上昇による幸福度の変化が大きい。加えて、平均して幸福度の高いマレーシア、ベトナ

ムとタイにおいても、世代ごとに感じる幸福度の差が大きい。したがって、7 カ国の内、

平均的な幸福度にある中国と日本において最も年齢による影響は小さいといえる。 

 

図 4.8 女性の世代別幸福度、７カ国、2003-07 年 

 
  

 

 

4.2.4. 世帯構成 

 世帯構成は、どのように女性の幸福に影響するのだろうか。日本では単独世帯が増加し、

今後も少子高齢化と生涯未婚率の上昇によりその割合は高くなることが予想される。現在

の日本は、家族の最小単位である夫婦世帯よりも一人世帯の方が多く、家族の概念が崩壊

しつつあるといえる。このため、生活を共にするという意味において、血縁だけにとどま

らない新たな家族の形が模索されているともいえるのではないだろうか。たとえば、一人

や夫婦のみになった高齢世帯がグループホームに入り、30-40 人の人と生活を共にする。

若者であっても、シェアハウスを選び 20 人以上の人と生活を共にするなど、そこに血の

つながりはなくとも、一人から大家族への回帰ともいえる。一方で、ミャンマーのように

大家族で暮らす習慣の残る国もある。幸福度においては、家族はどのように影響するのだ

ろうか。以下の分析では、今後変わりゆく家族の形を幸福という一側面から捉えてみる。 
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 はじめに、国別の女性の世帯構成の割合を確認する。約 3 年の短い期間ではあるが時

間による変化を分析するため、対象年が最も離れた 2003 年（図 4.9）と 2006,7 年（図

4.10）を比較する。図 4.9 と 4.10 では、すべての割合を表示すると煩雑になるため、最

も割合の高い核家族の割合のみ数値を記した。 

 ２時点において 7 カ国共通で、核家族が最も高い割合を占める。2003 年の核家族の割

合は、韓国が 78.4%で最も高く、つぎに中国が 62.0%、マレーシアが 61.7%、ベトナム

が 59.4%、日本が 58.4%、タイが 56.2%、ミャンマーが 55.3%である。2006,7 年は、韓

国が 72.0%、マレーシアが 67.7%、ベトナムが 65.6%、ミャンマーが 55.1%、中国が

54.7%、日本が 51.9%、タイが 37.0%である。２時点ともに韓国は 70%以上の高い割合

で核家族として住んでいる。反対に、最も核家族の割合が低いタイでは 2003 年の 56.2%

から 2006,7 年は 37.0%と減少し、つぎに低いミャンマーは平均 55%である。 

 2003 年の二世帯の割合は、ミャンマーが 25.4%で最も高く、次にタイが 16.7%、マレ

ーシアが 15.5%、ベトナムが 8.3%、中国が 7.7%、日本が 3.3%、韓国が 2.5%で最も低い。

2006,7 年は、タイが 28.8%で最も高く、続いてミャンマーが 19.8%、中国が 12.2%、マ

レーシアが 11.8%、ベトナムが 7.5%、日本が 4.2%、韓国が 3.1%で最も低い。核家族と

は反対に、ミャンマーやタイでは二世帯で住む割合が高い 15。ミャンマーは、25.4%から

19.8%へと減少傾向にあるが、タイは 16.7%から 28.8%へと増加傾向にある。最も二世帯

の居住割合が低い韓国は 2.5%から 3.1%と低いが増加傾向にあり、同じく低い日本も

3.3%から 4.2%へと増加している。 

 2003 年の三世帯の割合は、 ベトナムが 18.2%、日本が 18.1%16でともに高く、次にタ

イが 13.5%、中国が 12.8%、マレーシアが 12.3%、ミャンマーが 8.6%、韓国が 6.1%で

最も低い。2006,7 年は、ベトナムが 22.1%で最も高く、ミャンマーが 17.0%、日本が

16.5%、中国が 13.9%、タイが 13.7%、マレーシアが 8.6%、韓国が 8.2%である。両時点

ともにベトナムや日本の三世帯の割合が高く、韓国の割合が低い。 

 2003 年の単独世帯の割合は、ベトナムが 4.1%、中国が 4.0%、韓国が 3.8%、マレーシ

アが 2.2%、日本が 2.0%、タイが 1.7%、ミャンマーが 0.7% である。2006,7 年は、日本

                                                  
15 二世帯は親と既婚の子どもで構成されるため、二世代家族といえる。同じく三世帯も

祖父母と夫婦と子どもで構成されるため、三世代家族を意味する。 
16 内閣府「平成 30 年版高齢社会白書」によると、調査時に最も近い 2005 年の日本にお

ける三世代世帯の割合は 21.3%である。最新の 2016 年の三世代世帯の割合は 11.0%とな

り、三世帯家族の減少が確認される（URL 17）。 
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が 8.2%、タイが 4.0%、韓国が 3.7%、中国が 3.5%、ベトナムが 1.9%、ミャンマーが

1.7%、マレーシアが 0.8%である。単独世帯は、日本が 2.0％から 8.2%へと 4 倍以上増加

し、2006,7 年に最も高い割合を占める。タイも 1.7%から 4.0%ヘと増加傾向にある。 

 特筆すべき点として、日本は単独世帯で住む女性の割合が高く増加傾向にある。同じよ

うにタイ、ミャンマーでも単独世帯の女性は増加傾向にある。核家族の割合は、韓国が非

常に高い。二世帯で暮らす割合は、ミャンマーやタイで高いがミャンマーでは減少傾向あ

り、タイでは増加傾向である。三世帯で暮らす割合は、ベトナムや日本で高いがベトナム

では増加傾向にあり、日本は減少傾向にある。国別に世帯構成の確認ができたため、つぎ

に各世帯の幸福度の平均値を確認する。 

 

図 4.9 女性の世帯構成、2003 年    図 4.10 同構成、 2006,7 年 

 

 

 図 4.11 は、2003-07 年の女性の世帯別幸福度の平均値である。世帯構成の「その他」

は、詳細が確認されないため除外した。グラフ（図 4.11）の形状は、①左の山型（単独

世帯の幸福度が低く夫婦世帯にピークが確認される）②飽和型（単独世帯のみが低く他の

世帯で幸福度が維持される）③直線型（世帯による幸福度の差が小さい）の 3 種類が確

認できる。①に該当するのは、日本、韓国とベトナムで単独世帯の幸福度が最も低く、夫

婦世帯が最も高い。②に該当するのは、中国とマレーシアで単独世帯の幸福度が最も低く、

世帯が拡大するとともにその幸福度が上昇傾向にあり、ほぼ下がらない。③に該当するの

が、タイとミャンマーで世帯による幸福度の差異が小さく、特にタイでは単独世帯の幸福

度が高い。 

 世帯ごとの各国の幸福度を見ていくと、単独世帯では、最も幸福なタイ人女性（3.96）

に対して、日本人女性（3.13）が最も幸福ではない。夫婦世帯では、ベトナム人女性
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（4.24）の幸福度が最も高く、最も幸福度の低い夫婦世帯は中国人女性で（3.64）である。

核家族世帯においては、（4.09）でマレーシア人女性の幸福度が高く、（3.56）で韓国人

女性の幸福度が最も低い。二世帯と三世帯においても、マレーシア人女性が最も幸福であ

り、韓国人女性の幸福度が最も低い。世帯による幸福度に最も差が開いたのが、ベトナム

人女性で単独（3.41）と夫婦（4.24）で 0.83 の差が確認される、日本においても単独

（3.13）と夫婦（3.90）で 0.77 と世帯による幸福度の差が大きいことがわかる。 

 

図 4.11 世帯別幸福度平均、7 カ国、2003-07 年（平均） 
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4.3. RIF 分析 

 女性の幸福に焦点を合わせ考察した結果、職業や学歴、年齢や世帯構成などの属性によ

って女性間に幸福の差が生じていることが確認された。このため、つぎに女性間の幸福格

差の要因分析を行う。格差の分析に適した方法としては、RIF 回帰分析（Recentered 

Influence Function：以下 RIF）があげられる。RIF では、分散や GINI 係数で表現され

る幸福の差を被説明変数として用いることができ、説明変数でどういった要因が格差を拡

大または縮小するのかを推定することができる。RIF 分析は、Firpo, Fortin and 

Lemieux （2007, 2009）によって、開発された分析モデルである。従来の研究では、平

均値を予測する回帰分析が利用されてきた。平均値には、不偏性を持つなどの長所があり、

最も多く利用されてきた。      

 女性の幸福感の差は、どのような要因が影響しているのだろうか。各国の女性間の幸福

格差を拡大する要因、縮小する要因を明らかにする。格差の影響要因分析には、RIF 分

析の結果を国別に利用し、幸福度に影響を与えた変数について順に分析する。はじめに、

RIF の推定結果について日本人女性の生活水準を例に説明する。順序プロビット回帰分

析と同様に被説明変数に対して、説明変数を一つの式で同時に推定する。異なる点は、被

説明変数が幸福度の GINI 係数または、分散を利用する点である。本分析では推定の結果、

説明力の高い GINI 係数を利用した。全体の推定結果は Appendix 11-14 に記し、以下で

は変数ごとに表を作成した。表 4.1.1 は日本人女性の生活水準と幸福格差の推定結果であ

る。表 4.11 の Model（2003）を例にすると、GINI 係数で表される幸福格差に対して生

活水準が平均よりも「低い」場合のダミー変数の係数（0.111）は、統計的有意水準 1%

でプラスに推定される。推定結果のダミー変数の係数は、数値の大小を比較することはで

きない。このため、影響は正（GINI 係数にプラス）で拡大要因または、負（GINI 係数

にマイナス）で縮小要因の区別のみを行い分析する。具体的には、上記の例では生活水準

が平均よりも「低い」と感じる場合、幸福格差を拡大する要因（GINI 係数にプラス）と

なる。詳しくは以下の生活水準の節で確認する。 

4.3.1. 日本 

 幸福の差を拡大する要因として、生活水準（低い/やや低い）、婚姻、世代、就業状況

（非就業）、持ち家、世帯構成（単独/夫婦）、介護、宗教ダミー変数の係数が有意に推

定された。反対に、縮小する要因としては、生活水準（高い/やや高い）、就労状況（自

営業）、世帯構成（二世帯）が有意であった。以下では順に詳細を確認する。 
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4.3.1.1. 生活水準 

 表 4.1.1 の推定結果によると、自分の生活水準が「低い」と回答したグループは、すべ

ての年において 1%水準で有意に幸福格差に対してプラスの影響が確認された。2003 年

の推定結果では、「やや低い」と回答したグループも 5%水準で有意にプラスに結びつい

ており、生活水準が低いと感じることの幸福の差への影響が強い。自分の生活水準が低い

と感じることによって、幸福不平等は拡大するといえる。対して、生活水準が「やや高い」

ダミーの 2006,7 年の係数は 10%水準ではあるが、マイナスが確認された。自分の生活水

準が高いと感じると、幸福の不平等も解消に向かうといえる。 

 日本人女性の幸福度は、所得のダミー変数の係数は全て統計的有意水準に到達しなかっ

たが、生活水準では「低い」が３時点全てで統計的有意水準を満たし、「やや低い」と

「やや高い」場合も 3 回の内 1 回であるが有意が確認された。したがって、所得水準に

幸福格差は影響されず、生活をどう感じるかという主観としての生活水準に影響される点

が特徴といえる。生活水準がもっとも低いと感じるほど幸福度の差も大きくなる。加えて、

3 回の内１回に結果は限定されるが、生活水準は平均よりも少し余裕があると感じればそ

の差は縮小する傾向にある。幸福の格差においては、生活水準が高いことよりも低いこと

の影響が強く、幸福格差を明らかにする上では生活水準が低いグループの要因を詳細に確

認する必要がある。このため、より詳細な格差の分析は貧困ライン以下に限定し、5 章で

確認する。 

 

表 4.1.1 生活水準の RIF 推定結果（日本） 

 

 

4.3.1.2. 学歴 

 最終学歴は、3 章の日本を対象にした分析において統計的有意水準を満たさなかった 17。

表 4.1.2 によると、「学歴（低）」ダミーが 2006,7 年に 10%水準で、幸福格差にマイナ

                                                  
17 3 章の国別分析では統計的有意水準を満たした変数のみ考察し、その他の有意水準に満

たない変数は、Appendix 4-10 に記載した。 
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スの影響が確認された。したがって推定結果を３年の内１年に限定していえば、日本人女

性にとって最終学歴は幸せ自体には影響しないが、最終学歴が小・中学校卒業の場合にお

いて幸福度の不平等を拡大させる要因となる。小・中学校を卒業した女性において、幸せ

に差が生じている。学歴が低いことが幸福度の不平等を拡大させることから、日本の学歴

社会がいまだに義務教育とそれ以降の教育を終えるかどうかで女性の幸福格差に影響する

ことが示唆される。 

 

表 4.1.2 学歴の RIF 推定結果（日本） 

 

 

4.3.1.3. 就労状況 

 3 章の順序プロビット分析における就労状況は、男女共通に「自営業」ダミーがプラス、

女性との交差項において「非就業」ダミーがマイナスの影響が確認された。表 4.1.3 の

RIF 分析の結果では、自営業（2003）のみが 5%水準でマイナス、非就業（2006,7）につ

いては 10%水準でマイナスの影響が確認された。2003 年の自営業が格差縮小の要因とし

て推定された理由を分析するため、2003 年と 2006,7 年の自営業に占める職種割合を確認

する。職業割合の 2003 年は、自営業（7%）、被雇用者（54%）、非就業者（39%）であ

る。対して職業割合の 2006,7 年は、自営業（8%）、被雇用者（54%）、非就業者（47%）

である。両年の自営業の割合はほぼ一致しており、統計上の問題ではない可能性が高い。

このため、自営業の職業内訳から影響の理由を探る。 

 

表 4.1.3 就労状況の RIF 推定結果（日本） 

 

 

 図 4.12 は、自営業の職業内訳である。グラフ（図 4.12）は上部分が 2003 年の自営業

の職業内訳、下部分が 2006,7 年の内訳である。同じ自営業の職業内訳でも 2003 年と



 
 
 

130 

2006,7 年では大きく異なる。マイナスの影響が確認された 2003 年は、町工場といった中

小企業の鉱工業が 79.4%、医師や弁護士、作家といった専門職が 11.8%、農林漁業の割

合がわずか 8.8%である。一方 2006,7 年は農林漁業が 30.0%と高く、反対に中小企業の

鉱工業が 7.5%とその割合が小さい。加えて、商店・小売業の自営業者が 50.0%で半数を

占め最も割合が高い。医師や弁護士、作家といった専門職が 10.0%で、2.5%のみ行商

人・街頭販売人である。2003 年は、中小企業の鉱工業の自営業者が 79.4%で多数を占め、

2006,7 年は商店小売業が 50.0%、農林漁業が 30.0%である。 

 

図 4.12 自営業の職業内訳（女性）、日本、2003 年、2006,7 年 

 
 

 中小企業庁の「2020 年版 中小企業白書・小規模企業白書」によると、中小企業は全企

業の 99.7%を占め、なかでも小規模企業は 84.9%の割合である（URL 17）。総務省統計

局の「2019 年経済構造実態調査」の産業構造からみても、製造業は 413.2 兆円の売り上

げで卸売業・小売業の 498.0 兆円についで高い割合を占める（URL 18）。産業構造から

みると、2003 年に鉱工業の自営業者の割合が高いことは、アンケートの偏りと考えられ

る。しかしこうした点を考慮しても、鉱工業の中小企業の経営に就く女性の幸福度は比較

的近い傾向があり、同じ自営業であっても商店や小売商と農林漁業とでは、傾向は異なる

といえる。 
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4.3.1.4. 婚姻状況 

 3 章の婚姻状況の順序プロビット分析において「死別ダミー」は幸福度に対してプラス

に影響している調査年があり、死別した女性の幸福度は既婚者の幸福度よりも高い。表

4.1.4 の RIF 分析の結果においても「死別」ダミーは、幸福度の格差を縮小させる要因と

して 2006,7 年に限定されるが 10%水準でマイナスに推定された。死別として別れを経験

することは、日本人女性の幸福にとってマイナスではなく、むしろプラスになる場合があ

り、幸福の差も縮小する。反対に幸福格差を拡大する要因として、「独身」ダミーの係数

が 2003 年には有意水準 1%でプラス、「離婚」ダミーも 2004 年および 2006 年には有意

水準 1％でプラスに推定された。3 章の順序プロビット分析の全体分析においては、男女

ともに独身である人や離婚を経験した人は既婚者に比べ幸福度が低い点を考慮すると、日

本人女性にとって独身であること、また離婚を経験することは幸福度を下げると同時に、

幸福度自体の不平等も拡大するといえる。 

 まとめると、日本社会では女性にとって結婚の幸福度に対するプラスの影響は大きいこ

とが示唆された。加えて、独身の人や離婚を経験した人は、既婚者よりも幸福度は低く、

幸福格差も大きい。一方で調査年は限定されるが、死別した女性の幸福度は、既婚者より

も高くその差も小さい。つまり、社会自体の価値観として結婚に対するプラスのイメージ

が強く、所得や社会的信用度合いにおいても「既婚であること」は優位に働くのかもしれ

ない。一方で、離婚は男女を問わず不利益が大きい場合が多く、幸福度にマイナスに影響

し、幸福の差を拡大させる。 

 

表 4.1.4 婚姻状況の RIF 推定結果（日本） 

 
 

4.3.1.5. 住居 

 3 章の「持ち家」ダミーの係数は、７カ国全体の分析においてプラスに推定され、持ち

家に住む人は男女ともに幸福度が高い。加えて、表 4.1.5 の RIF 分析の結果においても、

2006,7 年に有意水準 1%でプラスに推定された。よって、持ち家に住む日本人女性の幸福

度はそうでない女性よりも高いが、同時に幸福格差も拡大する。持ち家に住むことは、多
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くの女性にとって安定と定住を意味するのかもしれない。持ち家に住むことによって安定

を得られるが、高額な住宅ローンを組む場合もある。住宅ローンの返済期間は 20 年以上

になることも多い。このため、住宅ローンの返済の有無によって幸福度の格差が拡大する

ことも考えられる。また、持ち家に定住することは幸福度を高めるが、その幸福感に差が

生じる要因となる。持ち家に付随する要因としては、その住居の維持に関することに加え、

地域社会とのつながりも大きい。地域社会に根付き、隣人とのコミュニケーションがある

場合とそうでない場合、同じ持ち家という環境でもその影響が大きく異なると予想される。

個人にとって、複雑な地域社会に入ることが幸福につながる人もいれば、そうでない人も

いる。こうした価値観の違いが、持ち家に住む女性間においての幸福感の格差につながっ

たと考えられる。 

 

表 4.1.5 住居の RIF 推定結果（日本） 

 

 

4.3.1.6. 世帯構成 

 3 章の日本の推定結果によると、世帯構成は単独世帯と夫婦世帯でプラスの影響が確認

された。女性に限定すると二世帯の場合も幸福度にプラスの影響が確認されたが、単独世

帯ではマイナスに推定された。表 4.1.6 の RIF 分析の結果からは、格差の拡大要因として、

単独世帯が 2006,7 年に有意水準 5%でプラス、夫婦世帯も 2004 年に有意水準 5%でプラ

スに推定された。対して縮小要因として、二世帯が 2006,7 年に 5%有意水準でマイナス

の影響が確認された。 

 

表 4.1.6 世帯構成の RIF 推定結果（日本） 
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 日本人女性にとって一人暮らしは幸福度を下げ、その格差も拡大させる。単独世帯は、

国立社会保障・人口問題研究所によれば 2040 年には 39.3%になるとの試算もあり、なん

らかの対策をとらない限り、今後幸福度の低い女性が急激に増加するともいえる（URL 

19）。対して二世帯で暮らすことは、幸福度を上げその差も縮小させるといえる。従来

であれば嫁姑問題と言われるように二世帯で暮らすことは、女性にとって負担が大きかっ

たと考えられる。このため、女性の両親と暮らすのか男性の両親と暮らすのかでその幸福

度も異なるのかもしれない。加えて現代においては、女性の社会進出に伴い家事なども嫁

の仕事という意識が少なくなり、反対にサポートしてもらえるという環境も考えられる。

このような価値観の変化によって、核家族で暮らすよりも二世帯で暮らすことが女性の幸

福につながっている。 

 

4.3.1.7. 介護 

 3 章の日本の分析で、介護は幸福度に対して 2003 年は女性のみ、2004 年は男女ともに

マイナスの影響が確認された。表 4.1.7 の RIF 分析の結果からは、2003 年に 10％水準で

プラスの影響が確認された。つまり３回の内 1 回の推定結果ではあるが、介護する状況

にある女性は幸福度が下がり、不平等も拡大する。介護を行う人は、2003 年当時よりも

高齢化が進んだ現在、増加していると考えられる。介護の問題は、女性の幸福に影響を与

えることからも対策が必要であることが示唆される。 

 

表 4.1.7 介護の RIF 推定結果（日本） 
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4.3.2. 韓国 

 幸福の格差を拡大する要因として、生活水準、世代、英語、世帯構成、宗教の係数が有

意水準を満たした。一方で、幸福の不平等を解消する要因としては、教育とジェンダー意

識が有意となった。 

 

4.3.2.1. 生活水準 

 3 章の韓国の分析において、生活水準が平均に比べ低いと回答したグループは幸福度に

マイナスの影響があり、高いと考えるグループはプラスの影響があった。こうした影響は

7 カ国では、韓国においてのみすべての調査年で有意水準を満たしたことから、個人の生

活水準に対する意識と幸福度が密接に関わるといえる。表 4.2.1 からも生活水準との関わ

りが推定された。平均よりも「低い」および「やや低い」と回答した女性において、

2003 年の「低い」を除き、すべての年において 1%水準で有意にプラスに推定された。

つまり、生活水準が低いと感じることが幸福の差も広げている。一方で、生活水準が「高

い」と回答した女性においては有意水準を満たさず、格差に対する影響は確認されない。

まとめると、平均よりも自分の生活水準は「高い」と感じる女性の幸福度は高く、「やや

高い」も「高い」場合も全ての対象期間で有意水準を満たさないことから、幸福格差に対

しても影響はない。対して、平均よりも生活水準が低いと感じる女性の幸福度は低く、

「やや低い」は全ての期間で、「低い」は 3 回の内 2 回において統計的に有意水準を満

たしたことから、幸福格差も拡大する傾向にある。つまり、日本と同様に自分の生活水準

が低いと感じる女性は、幸福格差が拡大傾向にあると明らかになった。このため、生活水

準の低い女性に絞った分析をする必要があり、次章以降に分析する。 

 

表 4.2.1 生活水準の RIF 推定結果（韓国） 
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4.3.2.2. 年齢 

 対象国では韓国と日本においてのみ、多くの５歳ごとにみた世代効果が幸福の不平等を

拡大する要因として確認された。3 章の韓国を対象にした分析においては、世代効果は男

女ともに 20 代後半を除きマイナスの影響が確認された。表 4.2.2 の RIF 分析においては、

2006,7 年のみ 35-39 歳を除く、すべての世代ダミーの係数が 5-10%水準でプラスに統計

的有意となった。2006,7 年の推定結果に限定されるが、年齢を重ねることの影響は日本

と韓国において大きく、特に女性にとっては幸福度を下げるだけではなく、その差も拡大

させる。推定年は限定されるが、日本と韓国の女性にとって若さの社会的価値が高く重要

視された結果、幸福度にも影響を与えることが示唆される。 

 

表 4.2.2 年齢の RIF 推定結果（韓国） 

 

 

4.3.2.3. 学歴 

 3 章によると 2004 年に限定されるが、韓国の分析において最終学歴が低いグループが

平均よりも幸福度が高いことが明らかとなった。表 4.2.3 の推定結果においても「学歴

（低）」に該当する女性が 2004 年有意水準 1%でマイナスの影響が確認された。推定結

果は 2004 年に限定されるが、韓国人女性の幸福にとって学歴が低いことはプラスに影響

し、幸福の不平等も縮小させる。こうした背景には、高学歴の高い失業率があるのではな

いだろうか。韓国では、ブルーカラーの労働者が不足し、外国人労働者を受け入れる政策

がとられている。一方で、高学歴の若者の失業率が高く、就職浪人など深刻な問題となっ

ている。韓国国内の労働力の需要と供給のミスマッチが続いており、韓国政府は頭脳流出

を厭わず K-MOVE という政策を 2013 年より開始した。2013 年時点では、高学歴の若者

の 5 人に 1 人は失業しており、OECD の平均水準よりも高くその問題は深刻である

（URL 20）。アジア・バロメーターの調査時においても、高学歴よりも学歴が低い方が
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就きたい仕事の差に悩むことなく、就職できることが幸福度を高めその差を縮小させたの

かもしれない。韓国は日本以上に教育熱の高い社会である、一方でその目指す先がチェボ

ルなどの財閥企業に集中しており、非常に限られた数社の企業に殺到する希望者が増加し、

競争が激化している。こうした背景が、幸福度自体にも影響していると予想される。 

 

表 4.2.3 学歴の RIF 推定結果（韓国） 

 

 

4.3.2.4. 英語 

 教育熱の高さの代理指標ともなり得る「英語」ダミーの影響は、3 章の韓国の推定にお

いては 2004 年と 2006,7 年ともにプラスに推定された。表 4.2.4 の RIF 分析において英

語を話せることは、2006,7 年のみ 10%の有意水準でプラスに推定され、幸福の不平等を

拡大させる。英語を話せることは、幸福度を高めるが、女性にとっては幸福格差を拡大さ

せる。高学歴者の失業率が高いことからも明らかなように需要と供給のミスマッチが生じ、

英語を話せる女性の活躍の場が限られることが幸福度の不平等を拡大させる要因になった

と考えられる。 

 

表 4.2.4 英語の RIF 推定結果（韓国） 

 

 

4.3.2.5. 婚姻状況 

 3 章の韓国の分析からは、婚姻状況は既婚者が最も幸福度が高く、それ以外の変数でマ

イナスの影響が確認された。一方で交差項に限定すると死別した場合、2003 年は男性よ

りも女性の幸福度は高い。表 4.2.5 の RIF 分析からは、「離別」のみ 2003 年 5%水準で

有意にプラスの影響が確認され、幸福の不平等を拡大させることが示唆された。女性にと

って離婚や別居は、経済的自立に関して問題となることが多いものの、社会的なマイナス

のイメージは小さくなりつつある。韓国の統計局によると、2018 年の離婚率は全体にお
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いて 2.1%、45-49 歳で 8.6%、40-44 歳で 8.8%である（URL 21）。儒教意識の影響から、

子供を育てる間は離婚せず、子供が育ったことを機に離婚を選ぶ、いわゆる熟年離婚の割

合が高い。同時に、再婚する女性も増加傾向にある。具体的には再婚は、1982 年は男性

の 2.6 万件に対して、女性はわずかに 1.7 万件でその平均年齢も 33.7 歳であったが、

2003 年には男女ともに 5 万件を超え、2012 年には男性の 5.1 万件に対して、女性は 5.7

万件で男性を上回り、その平均年齢も 42.3 歳となった（URL 22）。パートナーのミス

マッチは職業や学校の選択と同様に起こりうるため、それらの解消に対する社会的規範が

欧米のように、より自由となりつつある。一方で、経済的な自立が確立されていない女性

において、家庭内暴力や様々な原因によりパートナーと別れる選択を取るしかない場合、

生活を保障する制度は十分ではなく、その幸福度がマイナスに大きく振れる可能性がある。

こうした状況下では死別した女性の幸福度が男性よりも高く、離別した女性の幸福度に差

が生じることになんら違和感はない。こうした事情を鑑みても離別を選択することは、日

本と同様に韓国の女性にとってもいまだにハードルの高い人生の岐路といえる。 

 韓国の若い世代の価値観として、結婚することが幸福とも限らないと考えることも一般

的になってきた。加えて、結婚は家事や男性の両親や親戚との付き合いなど、男性よりも

女性の負担が大きいという意識があり、女性が生涯独身であることに対して理解のある両

親が多い。苦労するのであれば独身である方が幸せであると考え、結婚に反対する両親も

いる。加えて、結婚するためには女性側の両親が男性に対し、住居を所有することを条件

として提示する場合も多い。韓国の分析において、全ての期間において男女ともに独身が

幸福度にマイナスに影響したのは、結婚したくとも経済的に出来ない人が多くいることを

示唆しているのかもしれない。 

 

表 4.2.5 婚姻状況の RIF 推定結果（韓国） 

 
 

4.3.2.6. ジェンダー意識 

 ジェンダー意識が幸福度に与える影響は、社会規範の写し鏡ともいえるのではないだろ

うか。韓国は、デモ行進が日常的に多いことからわかるように、非常に権利や差別に対し
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て高い意識の国民性を持つ。仮に男性優位が当たり前と認識される社会では、女性は男性

優位と感じても「やはり」と再確認する感覚で、さほど影響を受けないかもしれない。3

章の韓国の分析からは、女性優位と感じることはマイナスの影響が確認された。表 4.2.6

の RIF 分析からは、男性優位が幸福格差の縮小要因として、2006,7 年 10%ではあるがマ

イナスに有意水準を満たした。つまり、男性優位が規範として存在する社会において、男

性優位と感じた場合には再認識しただけに過ぎず幸福度に対しては影響しないが、幸福の

不平等に対しては同じ認識を持つという意味で縮小要因として働いたと考えられる。 

 

表 4.2.6 ジェンダー意識の RIF 推定結果（韓国） 

 

 

4.3.2.7. 世帯構成 

 韓国は、世帯構成の割合において核家族が 2003 年、2006,7 年ともに 70%以上で 7 カ

国のうち最も高い。一方で、儒教の影響が強く両親や祖父母を敬う文化が根強い面もあり、

結婚し夫の両親と同居する場合も多く、同居しない場合も食事や親戚の集まりなど、一緒

に多くの時間を過ごす。3 章の韓国の世帯構成の分析では有意な変数が確認されなかった

が、交差項では夫婦世帯にプラスの影響が確認された。表 4.2.7 の RIF 分析からは、二世

帯が 2003 年有意水準 1%でプラス、2006,7 年も 10%でプラスに有意水準を満たした。韓

国人女性にとって、夫婦のみで暮らす世帯の幸福度が最も高く（図 4.11）、二世帯で暮

らすことは幸福度の差を拡大させる要因となる。両親や祖父母を敬う文化が強いからこそ、

同じ二世帯で暮らす女性でも女性側か男性側の両親と暮らすのかで大きく負担が異なり、

幸福度に差が生じているのかもしれない。 

表 4.2.7 世帯構成の RIF 推定結果（韓国） 
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4.3.3. 中国 
 中国人女性にとって幸福の不平等の拡大要因として生活水準、婚姻状況と介護の影響が

確認された。縮小要因としては所得、就労状況と世帯構成の影響が有意水準を満たした。 

 

4.3.3.1. 所得 

 所得は、3 章の中国の分析からは最も所得の低い下位 25%の人々に比較し、下位 50%

の幸福度が高いという結果であった。加えて交差項に限定すると、上位 25%と上位 50%

でプラスの影響が確認され、所得が高いことが幸福にとって重要な要素の一つであるとい

える。表 4.3.1 の RIF 分析からは、所得の「上位 50%」ダミーの係数が、2004 年 5%水

準、2006,7 年 10%水準で 3 回の内２回の推定において、マイナスで統計的有意水準を満

たした。「上位 25%」は、2003 年 10%水準でマイナスに推定された。つまり推定年は限

定されるが、中国人女性にとって所得が高いと幸せになり、かつその差も小さくなる。中

国人女性の幸福にとってお金は必要ないのではなく、お金も一つの要素として重要な位置

を占めているといえる。実際に、中国では結婚するためには家と車がなければ女性側の両

親に反対されるなど、所得に対してシビアな条件が課されることが多い。こうした状況下

において、女性の幸福度が所得に左右されることは想像に難くない。実際の所得に比べ主

観的な所得とも言える生活水準と幸福度についても確認する。 

 

表 4.3.1 所得の RIF 推定結果（中国） 

 
 

4.3.3.2. 生活水準 

 生活水準は、3 章の中国全体の分析においては平均よりも低いと回答した人の幸福度が

マイナス、高いと回答した人の幸福度がプラスに影響する。ただし、交差項に限定した場

合結果は異なり、平均よりも少し低いと回答した女性はプラスに影響が確認され、最も生

活水準が高いと感じている女性の幸福度もマイナスの影響が確認された。有意水準は

10%で３回の内１回の推定結果において、中国人女性は生活水準が平均より少し低いと感

じていても幸福度にマイナスには影響しない。一方で、生活水準が最も高いと感じる女性
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間で幸福への影響がマイナスに推定されたことから、中国の女性にとっては、主観的な生

活水準よりも他人と比較しやすい金額としての所得を重視する傾向にあるともいえる。 

 

表 4.3.2 生活水準の RIF 推定結果（中国） 

 

 

 表 4.3.2 の RIF 分析からは、生活水準が平均よりも「低い」と回答したグループは、す

べての年において 1%水準でプラスに推定され、「やや低い」も 2004 年 10%、2006,7 年

5%の有意水準で、幸福度の不平等の拡大要因として確認された。加えて、生活水準の最

も「高い」グループも 2004 年と 2006,7 年ともに 1%水準でプラスの拡大要因として有意

水準を満たした。まとめると、平均的な生活水準と回答した女性よりも、低いと答えた女

性の幸福は低く、その不平等も拡大する。対して、少し高いと感じる女性の幸福度は高く

不平等には影響しないが、最も高いと感じる女性では幸福度に対してマイナスに影響し、

幸福の格差も拡大傾向にある。中庸がもっとも幸福ともいえ、自分の意識が極端に良い暮

らしだと思っている場合、それを維持するために課される制限や失う恐怖といった様々な

ストレスがあるのかもしれない。持てるものゆえにその苦しみが増大したとも考えられる。 

 

4.3.3.3. 就労状況 

 中国の推定結果からは、就労状況は統計的有意水準を満たさなかった（Appendix 6）。

表 4.3.3 の RIF 分析からはそれぞれ３回の内１回の推定結果ではあるが、「自営業」が

2004 年 10%水準、「非就業」が 2003 年 10%水準で、ともに幸福度の不平等を解消する

要因として推定された。2003 年に限定された推定結果ではあるが、中国の非就業の女性

間の幸福度の差は小さく、2004 年は自営業も女性間の幸福はより平等であるといえる。 

表 4.3.3 就労状況の RIF 推定結果（中国） 
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4.3.3.4. 婚姻状況 

 3 章の中国の分析では、独身の幸福度がマイナスであった。一方、交差項に限定すると

独身は 2003 年プラスに影響し、独身の場合は男性よりも女性の幸福度が高い。表 4.3.4

の RIF 分析からは、「離別」が 2006,7 年有意水準 5%でプラス、「死別」が 2004 年 5%

と 2006,7 年 1%の有意水準でプラスに推定された。つまり、推定結果に制限はあるが、

中国では独身女性は独身男性より幸福度が高い。加えて離婚や別居、死別した場合におい

て、女性間の幸福の差が大きくなる。中国の場合、日本や韓国よりも女性の社会進出がよ

り進んでおり、管理職や専門職に就く女性が多く経済的に自立した女性も多い。こうした

条件を考えると、独身男性よりも独身女性が幸せなのかもしれない。一方で、離婚や別居

の場合、幸福度の不平等にプラスの影響を与えるのは、日本と同様で国や文化は違えど

「幸福な家庭はどれもみな同じようにみえるが、不幸な家庭にはそれぞれの不幸の形があ

る」（Tolstoy 1877 = 2008:9）といえるかもしれない。加えて、死別した場合にも女性

の幸福度の差が拡大したのは、女性にとってパートナーの存在が多様であることが一つの

理由としてあげられる。多くの場合、ある程度の年齢になりパートナーとの別れを経験す

ると、子供の有無や自身の仕事の有無によって大きく経済的な状況が異なり、経済的な問

題は幸福度に影響を与える。加えて、生前にどのようなパートナーシップを育んでいたの

かにも幸福度が影響され、こうした違いが幸福度の格差を拡大する要因として作用したと

考えられる。 

 

表 4.3.4 婚姻状況の RIF 推定結果（中国） 

 
 

4.3.3.5. 世帯構成 

 3 章の中国の分析からは、単独世帯と夫婦世帯でマイナスの影響、三世帯でプラスの影

響が推定された。交差項に限定すると、夫婦世帯でマイナス、二世帯と三世帯でプラスに

推定される。 

 表 4.3.5 の RIF 分析からは、2003 年の二世帯のみ 10%水準で幸福格差の縮小要因とし

て有意水準を満たす。対象年は限定されるが、中国の女性にとって、夫婦のみやひとりで
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暮らすことは幸福度にマイナスに影響し、三世帯で暮らす方が核家族で暮らすよりも幸福

度が高い。加えて、2003 年の推定結果に限定されるが、二世帯として暮らす女性は幸福

度において平等である。中国では男性、女性側を問わず、両親がともに家事や育児に協力

的である場合が多く、結婚後も両親と二世帯として暮らすことで女性の家事負担などが減

り、その幸福度は一様に高いといえるのかもしれない。 

 

表 4.3.5 世帯構成の RIF 推定結果（中国） 

 
 

4.3.3.6. 介護 

 中国の推定結果によると「介護」ダミーの係数は、2006,7 年については 5%水準で幸福

度を下げる要因のひとつに推定された（Appendix 6）。表 4.3.6 の RIF 分析からは、

2006,7 年 10%水準で幸福の格差を拡大することが明らかになった。2006,7 年の推定結果

に限定されるが、女性にとっても男性にとっても、家族に介護を行う必要がある状況は幸

せを低下させ、女性にとっては幸福の不平等を拡大させる。介護は十分な社会保障制度が

ない限り、個人の負担となる。このため、所得や資産があれば専門家の手を借りることも

できるが、そうではない多くの場合、家族とりわけ女性の負担になる場合が多い。こうし

た経済状況の差が、同じく家族を介護する女性間における幸福の差を拡大させる状況につ

ながったと考えられる。今後の中国社会では一人っ子政策の結果、一般的な夫婦に対して

その両親の介護が必要となり、最大 4 人の要介護者を抱えることになる。こうした背景

から、その対策が重要性を増すと考えられる。 

 

表 4.3.6 介護の RIF 推定結果（中国） 
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4.3.4. マレーシア 

 マレーシアの幸福格差においては、拡大要因として生活水準（低い/やや低い）、世代、

教育水準、就労状況、英語、ジェンダー意識、世帯構成が統計的有意水準を満たした。縮

小要因としては、生活水準（高い）、持ち家と宗教が推定された。 

4.3.4.1. 所得 

 3 章のマレーシアの分析からは、所得は有意水準を満たす変数がなく、交差項に限定し

ても所得の上位 50％でかつ 2003 年のみマイナスに推定された。7 カ国中で最も幸福なマ

レーシアの人々にとって、所得と幸福度の関係は薄い。一方で、表 4.4.1 の RIF 分析によ

ると、2006,7 年のみではあるが、「上位 50％」と「上位 25％」が有意水準 10%でとも

にマイナスに推定され、幸福の不平等は所得が平均よりも高いことによって解消される傾

向が確認できる。2006,7 年のマレーシア人女性にとって、所得が高いことは必ずしも幸

せを意味しないが、幸福の不平等に限っていえば所得が高いことはその差を解消し、平等

に幸せを感じることに繋がる。 

 

表 4.4.1 所得の RIF 推定結果（マレーシア） 

 
 

4.3.4.2. 生活水準 

 3 章のマレーシアの分析では、生活水準が平均よりも「低い」と感じると 2006,7 年は

マイナス、「やや低い」はすべての年でマイナスに推定された。生活水準が最も「高い」

と感じる場合も 2003 年プラスの影響が確認された。交差項に限定すると、平均よりも自

分の生活水準が「やや高い」と感じる人にマイナスの影響が確認された。表 4.4.2 の RIF

分析からは、平均よりも生活水準が最も「低い」が 2006,7 年には 5%水準、「やや低い」

が 2004 年は 10%水準、2006,7 年は 5%水準でプラスの影響が推定された。対して、平均

よりも生活水準が最も「高い」と回答した女性のダミーの係数は、2003 年 10%水準で統

計的に有意でマイナスに推定された。 

 つまり推定結果は限定されるが、マレーシアの女性にとって生活水準が平均以下の場合

マイナスに影響し、その幸福度の不平等も拡大傾向にある。加えて、生活水準が「高い」
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と感じる場合に 2003 年は幸福度が高く、女性に限れば幸福の不平等も縮小傾向にある。

マレーシア人女性にとって幸せを感じるためには、生活水準は平均以上であることが好ま

しく、幸福の格差も生活水準が最も高いと感じる人は所得と同様にその幸福度がより平等

になる傾向がある。所得と生活水準は、ともに最も高いときのみ平等な幸福感を得ること

ができるといえる。 

 

表 4.4.2 生活水準の RIF 推定結果（マレーシア） 

 

 

4.3.4.3. 年齢 

 3 章のマレーシアの分析からは 40 代以降は幸福度にマイナス、交差項に限定すると 30

代前半と 40 代以降はプラスの影響が推定された。表 4.4.3 の RIF 分析の推定結果からは、

30-34 歳ダミーの係数が 2003 年 5%水準で幸福の格差要因として、プラスで統計的に有

意水準を満たした。推定結果は３回中１回に限定されるが、マレーシアでは、30 代前半

の幸福度は男女で異なり、女性間の幸福格差も拡大傾向にある。加えて年を重ねることは、

多くの世代でプラスに推定された。つまり、マレーシア人女性にとって若さが必ずしも幸

福につながるのではなく、年を重ねることも幸福に近づくといえる。 

 

表 4.4.3 年齢の RIF 推定結果（マレーシア） 
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4.3.4.4. 学歴 

 3 章のマレーシアの分析からは、「学歴（高）」でマイナスの影響が確認された。女性

に限定すると「学歴（低）」でマイナス、対して「学歴（高）」でプラスに推定された。

表 4.4.4 の RIF 分析からは、「学歴（低）」ダミーの係数が 2004 年に統計的有意水準

1%を満たした。つまり３回の内１回の推定結果ではあるが、マレーシアの女性にとって

高等教育を受けることが幸せを高める。反対に小学校・中学校卒業までの低い教育水準に

よって幸福度は男女で異なり、女性間の幸福の不平等も拡大するという結果から、マレー

シアの女性にとって高い教育を受けることが幸せへの重要な要素であることが示唆される。 

 

表 4.4.4 学歴の RIF 推定結果（マレーシア） 

 

 

4.3.4.5. 就労状況 

 就労状況は 3 章のマレーシアの分析からは自営業のみプラス、交差項に限定すると自

営業と非就業でマイナスの影響が確認された。表 4.4.5 の RIF 分析からは、自営業ダミー

の係数は 2004 年 10%水準で格差拡大の要因として有意水準を満たした。推定結果は限定

されるが、マレーシアの女性にとっては自営業に従事する場合、幸福度は低いと同時に幸

福の不平等も拡大する。 

 

表 4.4.5 就労状況の RIF 推定結果（マレーシア） 

 

 

4.3.4.6. 英語 

 マレーシアの推定結果によると、男女ともに英語を話せることは統計的有意水準を満た

さず、幸福度に影響しない（Appendix 7）。表 4.4.6 の RIF 分析からは、2003 年に有意

水準 1%でプラスに推定された。英語を話せることは幸福度に影響しないが、2003 年に
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限定すると幸福格差を広げる。英語を話せれば、より多様な文化に触れる機会が増える。

結果として様々な幸せの形を知ったり、多様な友人関係を築くことも多くなるのではない

だろうか。そうした文化の差に苦しんだり、楽しんだりといった経験の結果、幸福の差が

拡大すると考えられる。 

 

表 4.4.6 英語の RIF 推定結果（マレーシア） 

 

 

4.3.4.7. ジェンダー意識 

 マレーシアの推定結果からは、男性優位と感じるグループにプラスの影響が確認され、

交差項に限定すると統計的有意水準を満たさなかった（Appendix 7）。表 4.4.7 の RIF

分析では、2006,7 年の「女性優位」ダミーの係数が、10%水準で幸福格差の拡大要因と

推定された。2006,7 年に限定されるが、女性優位の社会であると感じるとマレーシア人

女性にとって幸福の不平等が拡大する。ジェンダー意識の幸せの価値観へ与える影響は複

雑である。女性が社会は女性優位であると感じるにもかかわらず自己実現が叶わず、自身

の描く理想像からかけ離れている場合、そこにある種の葛藤が生まれ幸福度の差につなが

るかもしれない。男性優位と感じるならば、はじめから自己実現や理想を期待せずに、自

分の置かれた環境は不可抗力によるもので自分の能力とは関係ないと合理化し、幸福度に

影響しないかもしれない。単純に性別による差異を認識するだけでも、幸福に対して多様

な影響があることが示唆された。 

 

表 4.4.7 ジェンダー意識の RIF 推定結果（マレーシア） 

 

 

4.3.4.8. 住居 

 マレーシアの推定結果からは 2006,7 年に持ち家に住む人の幸福度は高く、男女差はな

かった（Appendix 7）。表 4.4.8 の RIF 分析からは、持ち家に住むことは 2006,7 年 
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10%水準で幸福の不平等を縮小させる要因として推定された。2006,7 年のマレーシアの

女性にとって、持ち家に住み地域社会に根付くことは幸福度を高めると同時にその差も縮

小させる。 

 

表 4.4.8 住居の RIF 推定結果（マレーシア） 

 

 

4.3.4.9. 世帯構成 

 マレーシアの推定結果からは、夫婦世帯でプラス、単独世帯と二世帯でマイナスの影響

が推定された（Appendix 7）。女性ダミーとの交差項は有意水準を満たさず、男女差は

確認されなかった。表 4.4.9 の RIF 分析によると、単独世帯と三世帯においてともに

2004 年に 5%水準で格差拡大の要因として推定された。３回の内１回の推定結果ではあ

るが、マレーシア人女性にとって単独世帯、つまり一人暮らしは幸福度が低く、幸福の不

平等も拡大させる。一方、三世帯で住むことは幸福度に影響しないが、その差を拡大させ

る。つまり祖父母、夫婦、孫と大家族で暮らすことは、一方では大きな幸せにつながるが、

他方では大きな不幸せにもつながることが示唆される。 

 

表 4.4.9 世帯構成の RIF 推定結果（マレーシア） 

 
 

4.3.4.10. 宗教 

 マレーシアの宗教はイスラム教が 6 割以上を占め、連邦の宗教として認定されている。

続いて 2 割程度で仏教が占め、その他には 10％以下でキリスト教やヒンドゥー教、儒

教・道教などが続く（URL 23）。マレーシアの推定結果からは、男女共通で宗教は統計

的に有意な変数がなかった（Appendix 7）。表 4.4.10 の RIF 分析からは 2006,7 年のダ

ミー変数の係数に限定されるが、イスラム教は 5%水準、ヒンドゥー教は 5%水準、大乗
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仏教は 10%水準で格差の縮小要因として推定された。信仰がない人に比べ、上記宗教を

信仰する人においては幸福格差が小さい。信仰する人々の割合からいえば、キリスト教は

マレーシア全体の約 9％で決して少ない割合ではないが、有意水準を満たさなかった。宗

教の影響は信仰の有無だけではなく、どの宗教を信仰するかは幸福度には影響しないが、

その差に対して影響することが示唆された。 

 

表 4.4.10 宗教の RIF 推定結果（マレーシア） 

 

 

 

4.3.5. タイ 

 RIF 分析からは格差拡大要因として生活水準、就業状況、ジェンダー意識におけるダ

ミーの係数が推定された。縮小要因として、所得、婚姻状況と世帯構成が推定された。 

 

4.3.5.1. 所得 

 3 章のタイの分析からは、所得の変数は有意に推定されず、交差項に限定した場合は

「上位 50％」ダミーの係数が 2006,7 年にマイナスに推定された（Appendix 8）。表

4.5.1 の RIF 分析からは、2003 年に 10%水準で「下位 50％」ダミーの係数がマイナスに

統計的に有意と推定された。 

 

表 4.5.1 所得の RIF 推定結果（タイ） 
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 所得の幸福度に対する影響はタイでは限りなく小さい。推定結果は３回中１回ではある

が、所得が「上位 50％」の男女の幸福感に違いがあることが確認され、「下位 50％」で

あれば幸福度の差を縮小させる。推定結果は限定的ではあるが、タイの女性にとって所得

が多ければ、平等な幸せに結びつくわけではない。 

 

4.3.5.2. 生活水準 

 タイの推定結果からは、生活水準が平均よりも「低い」は 2004 年のみ、「やや低い」

はすべての年で幸福にマイナスに影響し、平均より「やや高い」は 2003 年のみプラスに

影響している（Appendix 8）。交差項に限定すると、2004 年のみ「低い」と「やや高い」

と感じる、両者においてプラスの影響が確認される。表 4.5.2 の RIF 分析からは、生活水

準が「低い」ダミーの係数は、2003 年は 5%水準、2004 年は 1%水準でプラスに統計的

有意水準を満たした。「やや低い」は、2003 年は 1%水準、2006,7 年は 1%水準でとも

にプラスに統計的に有意に推定された。2004 年に限定されるがタイの女性にとって、生

活水準が平均よりも低い場合の幸福度は低く、幸福の差も大きくなる。また、2003 年は

幸福度の不平等に対しては、「やや低い」と「低い」どちらにおいてプラスに推定された

ことから、自分の生活水準に満足していない人の間で幸福の差が拡大している。所得の影

響からは、所得で表される資源が限られる場合には得られる効用も限定され、幸福格差が

縮小する傾向にあるといえる。しかし、生活水準の場合は実際の資源とは別に自身の満足

度によるため実際の所得水準にかかわらず、現在の生活に対して満足せず足りないと多く

を求めるほどに自分の生活水準は低いと感じ、その幸福度にも差が生まれるといえるので

はないだろうか。 

 

表 4.5.2 生活水準の RIF 推定結果（タイ） 
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4.3.5.3. 就労状況 

 タイの推定結果では、就労状況から幸福度に対して有意水準を満たす変数は確認されな

かった（Appendix 8）。表 4.5.3 の RIF 分析によると、2004 年の自営業と 2006,7 年の

非就業ダミーの係数がともに 10%水準で、幸福の不平等の拡大要因として推定された。

タイの女性の幸福度に対してどのような職業につくか、また社会で働くか否かは影響がな

い。一方、3 回の内１回の推定結果に限定されるが、幸福の不平等に対しては被雇用者と

して働くよりも自営業や非就業に該当する方が幸福度の差は生じやすい。自営業と非就業

の推定結果が、統計的に有意水準を満たした年とそれ以外の年の違いを職業内訳から確認

する。 

表 4.5.3 就労状況の RIF 推定結果（タイ） 

 

 

 RIF の分析結果によると、2004 年のみ格差の拡大要因として自営業が推定された。自

営業に該当する職業は、農林漁業の自営業者、鉱工業の自営者（従業員 30 人未満）、商

店・小売業の自営業者（従業員 30 人未満）、行商人・街頭販売人、企業経営者（従業員

30 人以上）、自営の専門的職業（開業医、弁護士、作家など）である。以下の図 4.13 で

は、タイの女性における各年の自営業の職業別割合を確認する。2003 年には行商人・街

頭販売人の該当者が最も多く 93.3%であるが、2004 年は 31.8%、2006,7 年も 31.1%で減

少している。一方、2003 年には 4.1%であった農林漁業の該当者が、2004 年は 59.9%、

2006,7 年は 49.5%に増加している。2004 年と 2006,7 年の自営業者の内訳は類似してい

るが、2006,7 年には職業による幸福度の格差への影響が確認されなかった。2004 年にお

いてのみ幸福格差の拡大要因に推定された理由としては、鉱工業の自営者（従業員 30 人

未満）と企業経営者の割合が異なる影響が考えられる。両職業の該当者が少ないため、詳

細な推定はできないが、2004 年の鉱工業の自営者（従業員 30 人未満）は 0.5%のみであ

るが、2006,7 年には 6.3%に増加している。一方で、2004 年の企業経営者は 2.6%確認さ

れるが、2006,7 年は 0.5%と低下している。上記 2 時点においては、鉱工業の自営者（従

業員 30 人未満）と企業経営者では、企業経営者の方が幸福度において差が大きいのかも

しれない。 
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図 4.13 自営業女性の職業別割合、タイ、2003-07 年 

 
 

 RIF 分析からは、2006,7 年格差の拡大要因として推定された非就業の職業別割合を図

4.14 から確認する。図 4.14 は、非就業の内訳を上から順に３時点それぞれの割合を表す。

2003 年の非就業の内訳は、学生が 43.5%、次に主婦が 36.2%で割合が高い。その割合は

2004 年に反転し、主婦が 71.6%、次に学生が 18.1%の割合を占める。2006,7 年も同じく

主婦が 69.5%、次に学生が 10.8%で多くの割合を占める。自営業と同様に 2004 年および

2006,7 年の職業別割合に類似する点が多い。一方で、2006,7 年のみ幸福度の不平等が拡

大要因として推定されたことから 2004 年との違いを確認すると、「学生」の割合が減少

し、「その他無職」と「失業者」、「退職者」の割合が増加している。学生は失業者やそ

の他無職、退職者に比べ、その生活環境に大きな差はなく、幸福度に差も生じにくいと考

えられる。上記３職種の内、2004 年の 3.4%から 2006,7 年 9.0%へと該当割合が最も増 

加した「その他無職」においては、生活環境に大きな差が予想される。こうした影響で幸

福格差も拡大したと考えられる。就労状況の視点から幸福度の不平等を眺めると、置かれ

た環境が近いほど平等な幸福度にある傾向が示唆される。 
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図 4.14 非就業女性の職業別割合、タイ、2003-07 年 

 

 

4.3.5.4. 婚姻状況 

 3 章のタイの分析によると、2003 年の独身と 2006,7 年の離別にある人は、既婚者に比

べ幸福度が低く、交差項では 2003 年と 2006,7,年の離別がともにプラスに推定された。

表 4.5.4 の RIF 分析からは、「離別」ダミーの係数が 2006,7 年に 10%で有意水準を満た

し、マイナスに推定された。推定結果は 2006,7 年に限定されるが、離別した場合は男性

よりも女性の幸福度が高く幸福格差も小さくなる。タイ人女性にとって単純にパートナー

がいることは幸福度を高めるとはいえず、既婚者の幸福度が最も高いとされる従来の研究

とは異なることが明らかになった。 

 

表 4.5.4 婚姻状況の RIF 推定結果（タイ） 
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4.3.5.5. ジェンダー意識 

 ジェンダー意識は、タイの推定結果では 2003 年に統計的有意水準 5%で「女性優位」

ダミーの係数がマイナスに推定され、同年の交差項では 10%水準でプラスに推定された

（Appendix 8）。表 4.5.5 の RIF 分析からは「男性優位」ダミーの係数は、2006,7 年に

10%水準でプラスで統計的有意に推定された。推定結果は 3 回中１回ではあるが、タイの

女性にとって「女性優位」と感じる人の幸福度が高く、「男性優位」と感じる人の幸福格

差が拡大傾向にある。男性優位という意識に対しては、幸福度自体は影響を受けない。男

性優位が社会の前提条件として認識されているとするならば幸福度はそれによって変わら

ないが、女性の社会進出が急激に進むことにより男性優位と感じる機会が増加し、社会進

出する女性間における幸福格差の一因となったと考えられる。 

表 4.5.5 ジェンダー意識の RIF 推定結果（タイ） 

 

 

4.3.5.6. 世帯構成 

 3 章のタイの推定結果では、世帯構成は有意な変数がなく、2004 年の交差項のみ単独

世帯でプラスの影響が確認された。表 4.5.6 の RIF 分析からは、2004 年の「二世帯」ダ

ミーの係数が 10%水準で格差の縮小要因として推定された。2004 年において一人暮らし

は、男女で幸福度が異なり、女性の場合は二世帯で住むと幸福度の差が小さい。近年タイ

では、急激な少子高齢化と女性の社会進出によって核家族が増加しおり、都市部と農村部

の所得格差は非常に大きい。とはいうもののタイの二世帯の割合は、平均すると 7 カ国

中最も高く、二世帯で居住する人が多い。農村部においては二世帯が多いことに加えて、

核家族化する都市部においても従来のように二世帯で住むことは女性の社会進出を支え、

幸福度の差を縮小させることが示唆される。 

表 4.5.6 世帯構成の RIF 推定結果（タイ） 
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4.3.6. ベトナム 

 ベトナムの女性の幸福格差を拡大させる要因としては、生活水準（低い / やや低い）、

婚姻状況と介護が統計的有意水準を満たした。縮小させる要因としては、所得、生活水準

（やや高い）と世帯構成の影響が確認された。 

4.3.6.1. 所得 

 ベトナムの推定結果は、2006,7 年の所得「上位 25％」で最も高いグループのみ 5%の

統計的有意水準でプラスに推定され、男女で違いは確認されなかった（Appendix 9）。

表 4.6.1 の RIF の結果からは、同じく最も所得の高い「上位 25%」が 2006,7 年に 10%水

準でマイナスに推定され統計的に有意となった。2006,7 年のベトナムの女性にとって、

最も所得が高いグループが最も幸せで、幸福の差も小さい。経済発展が著しいベトナムに

おいては、女性の幸福格差には最も高い所得のみが影響する。推定結果は 3 回の内 1 回

に限定されるが、所得分布においては低所得層が厚く、ごく一部の富裕層が存在するベト

ナムにおいて、数パーセントの富裕層に入ることが幸福度において重要であると示唆され

た。ベトナムは急激な経済発展により所得分配も大きく変化することが予想される。今後、

中間層が増加すれば、所得の幸福度への影響は大きく変化することも考えられる。 

 

表 4.6.1 所得の RIF 推定結果（ベトナム） 

 
 

4.3.6.2. 生活水準 

 3 章のベトナムの分析では、多くのアジア諸国と同様に生活水準が平均よりも低いと感

じる場合は幸福度にマイナスの影響があり、高いと感じる場合はプラスの影響が確認され

た（Appendix 9）。具体的には、平均よりも生活水準が「低い」は 2003 年、「やや低い」

は３時点、「やや高い」は 2004 年と 2006,7 年に統計的有意水準を満たした。特徴的な

点としては、生活水準がもっとも「高い」グループにおいてはその影響が確認されず、反

対にもっとも「低い」グループも 2003 年のみが有意水準を満たしたことが挙げられる

（Appendix 9）。交差項に焦点を合わせると、最も生活水準が「低い」場合には 2004 年

のみ 5%水準でマイナス、平均よりも「やや高い」場合には 2003 年のみ有意水準１％で
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プラスの影響が推定された。表 4.6.2 の RIF 分析の結果からは、最も生活水準が「低い」

と感じるグループがすべての年においてプラス、「やや低い」と感じるグループも 2004

年プラスにそれぞれのダミーの係数が推定された。縮小要因としては、平均よりも「やや

高い」が 2006,7 年に 10%水準で推定された。推定結果は限定されるが、生活水準が平均

よりも低いと感じる場合には幸福度が低く、幸福格差も拡大する。対して、2006,7 年は

生活水準が平均よりも少し高いと感じる女性は幸福度が高く、等しく幸福度を感じている

といえる。生活水準の意識は、平均よりも少し低いと感じるよりも非常に低いと感じる場

合に３時点ともに統計的に有意で、幸福格差への影響が強いと考えられる。一方で、生活

水準が平均よりも非常に高い場合には影響がなく、少し高いと感じる場合にのみ幸福格差

が縮小する。よって、ベトナム人女性にとっては、生活水準は高いと感じるよりも低いと

感じることに対して幸福格差への影響があることが示唆される。 

 

表 4.6.2 生活水準の RIF 推定結果（ベトナム） 

 

 

4.3.6.3. 婚姻状況 

 3 章のベトナムの推定結果によると、婚姻状況は独身と離別、死別すべてにおいてマイ

ナスの影響が推定された。交差項に限定した場合は、離別と死別のみプラスに影響するこ

とが明らかとなった。表 4.6.3 の RIF 分析結果からは、「独身」が 2004 年に 10%水準、

「離別」が 2003 年と 2006,7 年にともに 1%水準、「死別」が 2003 年と 2004 年にとも

に 10%水準で拡大要因として推定された。3 回の内 2 回の推定結果において、ベトナム

の女性は離婚や離別、死別すると幸福度は高いがその差も拡大する。加えて 2004 年の独

身女性の幸福度は既婚女性に比べその差が拡大傾向にある。 

表 4.6.3 婚姻状況の RIF 推定結果（ベトナム） 
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4.3.6.4. 世帯構成 

 ベトナムの世帯構成は推定結果において、単独世帯は 2006,7 年に 10%水準、夫婦世帯

は 2004 年に 10%水準でそれぞれマイナスに推定された。交差項に限定すると、夫婦世帯

のみ 2003 年に 5%水準でプラスに推定された（Appendix 9）。表 4.6.4 の RIF 分析から

は、「三世帯」ダミーの係数が 2006,7 年に統計的有意水準 10%を満たし、縮小要因とし

て確認された。2006,7 年のベトナム人女性にとっては、三世帯で暮らす場合には幸福度

自体に影響はないが、その差を縮小させる。図 4.10 によると、ベトナムにおける三世帯

の割合は、2006,7 年 22.1％を占め、7 カ国中で最も高い。三世帯で住むことで幸福に影

響はしないが、一様に幸福感を感じる女性が多いことが、その高い割合を維持した一因と

も考えられる。 

 

表 4.6.4 世帯構成の RIF 推定結果（ベトナム） 

 
 

 

4.3.7. ミャンマー 

 ミャンマーの格差の拡大要因としては、生活水準（低い/やや低い）と婚姻状況、ジェ

ンダー意識と世帯構成におけるダミーの係数が統計的有意に推定された。縮小要因として

は、所得と生活水準（やや高い）、学歴、就業状況、ジェンダー意識、持ち家、宗教が統

計的有意水準を満たした。 

4.3.7.1. 所得 

 ミャンマーの推定結果によると、所得は「上位 50%」は 2006,7 年に 10%水準でマイナ

ス、「上位 25%」が 2003 年に 10%水準でプラスに推定された（Appendix 10）。交差項

に限定すると、「上位 50%」と「上位 25%」がともに 2006,7 年に統計的有意水準 5%で

プラス推定された（Appendix 10）。表 4.7.1 の RIF 推定結果においては、2003 年は

「下位 25%」に比較して、すべての所得分位点が幸福格差を縮小する要因として有意に

推定された。特に「上位 50%」は 2 時点（2003,2004）で有意水準を満たした。2003 年
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に限定すると、「下位 25%」で最も低い所得よりも、「上位 25%」いいかえると、最も

高い所得が平等で、高い幸福度につながる。こうした要因を鑑みると、7 カ国中もっとも

幸福度への所得の影響が大きいことが示唆され、ミャンマーの女性にとっては所得が多い

ことが幸福度に寄与し、その不平等も解消する傾向が示唆される。 

 

表 4.7.1 所得の RIF 推定結果（ミャンマー） 

 
 

4.3.7.2. 生活水準 

 ミャンマーの推定結果によると生活水準は、平均よりも「低い」ダミーの係数がすべて

の年でマイナスに推定され、「やや高い」は 2006,7 年 1%水準で、「高い」は 2006,7 年

に 5%水準でともにプラスの影響が確認された（Appendix 10）。交差項は有意水準を満

たさず、男女共通の傾向といえる（Appendix 10）。表 4.7.2 の RIF 分析によると、平均

よりも生活水準が「低い」ダミーの係数が 2003 年および 2004 年ともに 1%の有意水準

を満たし、マイナスに推定された。「やや低い」は、2003 年 5%水準、2004 年 1%水準、

2006,7 年 10%水準で全ての期間、プラスで統計的有意に推定された。平均よりも「やや

高い」は、2003 年 5%の有意水準でマイナスの影響が確認された。推定結果は限定され

るが、幸福度とその格差では生活水準が平均よりも高いよりも低いと感じる方がその影響

が大きい。ミャンマーの女性にとって 2003 年と 2004 年ともに幸福度が平均よりも低い

と感じる女性の幸福度は低く、その差も大きい。対して、３回の内１回の推定結果ではあ

るが、平均よりもやや生活水準が高いと感じれば幸福度は高く、その差も縮小傾向にある。

生活水準が高いよりも低いと感じる方が幸福度の不平等は拡大することが明らかとなった。 

 

表 4.7.2 生活水準の RIF 推定結果（ミャンマー） 
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4.3.7.3. 学歴 

 3 章のミャンマーの幸福度の分析において最終学歴は、2006,7 年に「低い」ダミーの

係数がマイナスに推定されたが、交差項ではプラスに推定された。表 4.7.3 の RIF 分析に

よると、最終学歴が高いことが 2006,7 年に 5%の統計的有意水準でマイナスに推定され

る。同年のミャンマー人女性の最終学歴の割合は、図 3.13 によると「学歴（低）」に分

類される非就学が 0.4%、小・中学校が 50.4%で半数以上の高い割合を占め、学歴が低い

女性が多数派となる。「学歴（中）」の高等学校が 21.8%、「学歴（高）」の短期大学

が 1.8%、大学・大学院が 25.6%を占める。特徴的な点としては過半数の低学歴に対して、

平均的な学歴である高校よりも高学歴な大学以上の卒業者の割合が 3.8%高い。大学・大

学院の教育を終えることは女性の幸福自体に影響がなく、幸せになれるとはいえない。し

かし、2006,7 年に限定されるが、高学歴は比較的等しい幸福をもたらすといえる。こう

した背景には、学歴信仰ともいえる社会規範が考えられる。多くの途上国や一部の先進国

においては、高学歴は社会的な成功への必要条件のように考えられ、いまだに高学歴を得

ることが重要であるとの見解がある。高学歴であることが幸福度における一種のセーフテ

ィネットのように機能し、学歴の高い女性間の幸福格差を縮小したのかもしれない。 

表 4.7.3 学歴の RIF 推定結果（ミャンマー） 

 

 

4.3.7.4. 就労状況 

 ミャンマーの推定結果からは、就業状況は統計的に有意な変数は確認されず、職業形態

による幸福度への影響は男女ともに確認されない（Appendix 10）。一方で、表 4.7.4 の

RIF 分析によれば 2004 年に 10%水準で「自営業」は女性の幸福の不平等を解消する要因

として推定された。自営業は 2004 年にマイナスの影響が確認されたが、比較のため各年

の詳細な職業別割合を確認する。 

表 4.7.4 就労状況の RIF 推定結果（ミャンマー） 
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 図 4.15 は、ミャンマーの女性における自営業の職業別内訳である。2003 年は商店・小

売業の自営業者（従業員 30 人未満）が 63.9%で最も多い。次に行商人・街頭販売人が

24.6%で高い割合を占める。2004 年は上記の 2 つの職業割合が反対になり、行商人・街

頭販売人が 69.0%で最も高く、次に商店・小売業の自営業者（従業員 30 人未満）が

19.0%の割合を占める。2006,7 年は、行商人・街頭販売人が 58.9%で最も高く、次に商

店・小売業 20.9%、専門的職業（開業医、弁護士、作家など）10.1%である。2003 年の

内訳では最も高い割合を占める商店・小売業に従事する女性が 2004 年は 40%以上減少し、

反対に行商人・街頭販売人が 40%以上増加している。したがって 2003 年の商店・小売業

に従事する女性が 63.9%で多数派の場合は幸福の差に影響はないが、2004 年の行商や街

頭販売に従事する女性が 69.0%で多数派の場合には幸福の差が縮小する傾向にある。同

じ自営業でも行商や街頭販売に従事する場合、幸福度の差が小さいのだろうか。一方で

2006,7 年も行商人・街頭販売人は 58.9%で割合が高いにもかかわらず、統計的に有意に

推定されなかった。職業内訳の割合が近い 2 時点（2004 年と 2006,7 年）の比較から、

幸福格差への影響を分析する。2004 年の行商人・街頭販売人は 69.0%から約 10%ポイン

ト減少し、2006,7 年は 58.9%である。一方、専門的職業（開業医、弁護士、作家など）

は 6.0%から 10.1%、農林漁業は 4.8%から 8.5%へ増加している。自営業内の職業の多様

化によって、その幸福度に違いが生じたと考えられる。 

 

図 4.15 自営業の職業別割合、ミャンマー、2003-7 年 
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4.3.7.5. 婚姻状況 

 3 章のミャンマーの分析では、3 回の内 1 回の推定結果ではあるが、独身と死別した場

合の幸福度は既婚者よりも低い。交差項に限定すると、同じく 3 回の内 1 回の推定結果

に限定されるが独身と離別した場合にマイナスの影響が確認された。表 4.7.5 の RIF 分析

では、「独身」は 2004 年に 10%水準、「離別」は 2004 年に 10%水準と 2006,7 年に

10%水準、「死別」は 2003 に 1%水準で、それぞれのダミーの係数がすべてプラスに統

計的有意に推定された。推定結果は 2006,7 年に限定されるが、ミャンマー人女性にとっ

て離別を経験すれば、幸福度は低くなり幸福の差も拡大する。ミャンマーは、もっとも無

国籍者の多い国の一つとして知られており、ミャンマーの国勢調査によれば約 3 分の 1

が公的身分証明書を持たず、その半数以上が女性である（URL 24）。こうした身分証明

書を持たない女性は、様々な公的サービスや保護にアクセスすることができない。女性の

直面する問題は公的に身分が証明されない場合だけにとどまらず、世帯主が女性の場合に

も市民権の取得や移行にも障害や差別がある（URL 24）。こうした状況下でミャンマー

の女性が離別や死別によりパートナーを失えば、様々な権利や公的サービスへのアクセス

などその影響は大きく、女性の幸福度を大きく引く下げる要因となり得る。加えて、独身、

離婚や別居中、死別など信頼するパートナーを持たない女性にとっては、幸福度の不平等

が拡大することは当然の結果とも考えられる。 

 

表 4.7.5 婚姻状況の RIF 推定結果（ミャンマー） 

 
 

4.3.7.6. ジェンダー意識 

 権利意識は、最もその社会の持つ規範要素が色濃く影響する項目である。男性優位また

は女性優位と感じるのか、それとも男女平等と感じるのかで、同じ事象を経験してもその

意味づけや幸福度に対する影響が異なる。ミャンマーの推定結果（Appendix 10）では、

男性優位と感じる人の幸福度が 2003 年に 10%水準でマイナスに推定され、交差項に限定

すると女性優位が 2006,7 年 10%水準でプラスに推定された。表 4.7.6 の RIF 分析では

2004 年 10%水準で、男女平等よりも男性優位と感じるとプラスで幸福の不平等が拡大し、
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反対に女性優位と感じるとマイナスで幸福の不平等が縮小する。ミャンマーでは女性差別

や男性優先の傾向が強く、男女平等を推進する政策の欠如が指摘されている（URL 24）。

こうした状況は少数民族の女性において顕著で、男女の不平等は深刻な問題のひとつであ

る。推定結果は３回の内１回ではあるが、女性優位であると感じる場合に男女で幸福度が

異なり、女性間の幸福格差は縮小する。一方で、男性優位の社会であると感じる場合に幸

福度が低く、女性間の幸福格差は拡大する。 

 

表 4.7.6 ジェンダー意識の RIF 推定結果（ミャンマー） 

 

 

4.3.7.7. 住居 

 ミャンマーの推定結果（Appendix 10）によると、持ち家に住むことは 2004 年に 5%

水準でプラスに推定され、交差項では 2003 年に 10%水準でプラスに推定された。表

4.7.7 の RIF 分析においては、2004 年と 2006,7 年ともに 10%水準でマイナスに有意と推

定された。2004 年の推定結果では、持ち家に住む女性はそうでない女性よりも等しく幸

福度が高い。ミャンマー人女性の幸せにとって、持ち家に住むことが重要な要素といえる。 

 

表 4.7.7 住居の RIF 推定結果（ミャンマー） 

 

 

4.3.7.8. 世帯構成 

 ミャンマーの推定結果（Appendix 10）によると、世帯構成は三世帯でのみ 2003 年に

10%水準でマイナスの影響が確認された。交差項は統計的に有意に推定されず、男女差は

確認されなかった。 

 表 4.7.8 の RIF 分析によれば、「三世帯」ダミーの係数が 2003 年に統計的有意水準

10%でプラスに推定された。2003 年のミャンマー人女性にとって、三世帯で住むことは 
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幸福度を低下させ、その不平等も拡大する。ミャンマー人女性の三世帯で住む割合は、

2003 年は約 9%であり、統計的有意水準を満たさない 2006,7 年の 17%に比較すると低い。

同じ東南アジアの途上国であっても、ベトナムのように三世帯で暮らすことが幸福度の不

平等を縮小させることもあり、ミャンマーのように拡大させることもある。幸福度の差は、

同じ三世帯で暮らしていても、各国の社会規範や慣習が女性の地位や家事負担などに影響

し、異なる影響を与えることが示唆された。 

 

表 4.7.8 世帯構成の RIF 推定結果（ミャンマー） 

 
 

4.3.7.9. 宗教 

 社会主義国であるミャンマーは、同じく社会主義の中国とは異なり、熱心な仏教国であ

る。宗教は、ミャンマーの女性の幸福度にどのように影響を与えるのだろうか。はじめに

ミャンマー人女性が信仰する宗教の内訳を確認する。図 4.16 は、各年の女性が信仰する

宗教別の割合を表す。上座部仏教がすべての年において 80%以上を占め、最も多くの女

性が信仰している。続いて、イスラム教が 2003 年は 10.5%、2004 年は 4.8%、2006,7 年

は 3.8%で高い割合を占める。キリスト教が 2003 年は 7.1%、2004 年が 4.0%、2006,7 年

は 6.6%で同じく高い割合を占める。国全体の宗教割合として仏教が 90%（URL 25）と

され、アジア・バロメーターにおける宗教割合に大きく齟齬はない。 
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図 4.16 女性の宗教割合、ミャンマー、2003-7 年 

 
 

 ミャンマーの推定結果（Appendix 10）によると、宗教の変数は 2004 年の「上座部仏

教（交差項）」のみ 10%水準でプラスに推定され、その他変数はすべて有意水準を満た

さなかった。表 4.7.9 の RIF 分析の 2004 年推定結果においては、すべての宗教ダミーの

係数が 1%の有意水準で統計的にマイナスの影響が確認された。つまり 2004 年の推定結

果に限定されるが、信仰を持つミャンマー人女性は、持たない女性に比べて幸福度を平等

に感じている。信仰心は幸福自体に対して寄与しないが、その差を小さくするという点か

らは幸福の価値観に対して影響を与える。信仰がないよりも信仰があることによって、宗

教に関わらず心の拠り所として信仰心が機能し、幸福度の差を縮小させるのではないだろ

うか。 

 

表 4.7.9 宗教の RIF 推定結果（ミャンマー） 
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5. おわりに 

 以下では本研究の分析結果から、リサーチ・クエスチョンに対しての回答を試みる。ま

ず、リサーチ・クエスチョン 1 点目は、アジア地域の国際比較における幸福のパラドク

スの有無である。2.3 節の所得と幸福度の国別比較においては、韓国と中国以外ではイー

スタリン・パラドクスの傾向は確認されなかった。韓国と中国を除く、5 カ国の所得と幸

福度の関係は 2 つの傾向に分かれた。第 1 のグループでは、所得の増加に対して幸福度

も増加し続ける、所得の飽和点が確認されない傾向にある。第 2 のグループでは、所得

の増加の幸福度に対する影響が小さく、幸福度の平均値が変わらない傾向にある。前者に

は日本、ベトナムとミャンマーが該当し、経済成長の段階にかかわらず所得と幸福度は影

響しあうといえる。後者にはマレーシアとタイが該当し、いずれも幸福度の平均値は 7

か国中において最も高い水準にあり、所得の影響が小さいことが高い幸福度に繋がるの 

かもしれない。 

 イースタリン・パラドクスの傾向が確認された韓国と中国の所得の飽和点を確認すると、

2003 年の分析結果において、韓国では 6,000〜6,600 万ウォン、中国では 70,000〜

80,000 元であることが明らかとなった。2003 年時点の 1 人当たり所得は、世界銀行によ

ると韓国が 1,693 万ウォン、中国が 10,666 元で、現在のレートで換算すると、韓国が約

53,000 ドル（6,300 万ウォン）、中国が約 1,1000 ドル（75,000 元）である。よって、韓

国の場合は平均所得の約 3.7 倍、中国の場合は約 7.0 倍に位置する。アジア・バロメータ

ーは世帯所得、世界銀行は 1 人当たり GDP であることを考慮しても、平均所得よりも非

常に高い水準といえる。所得の飽和点については、2009 年の Gallup 調査を元にした

Kahneman and Deaton（2010）ではアメリカでは日常の幸せは 75,000 ドルを超えると

上昇しないと報告される。韓国も中国もその飽和点は、アメリカよりも低いといえる。 

 所得の飽和点が確認された韓国と中国はともに受験や就職において日本以上に厳しい競

争社会にある。同じく幸福に対する所得の影響が大きい、ベトナムやミャンマーにおいて

も競争は存在するが、受験や就職に失敗し自殺する若者が後を絶たない韓国や中国ほどに

は厳しくない。競争には必ず共通のゴールがある。一般的には受験のゴールは名門校への

入学であったり、就職のゴールは財閥などの大企業への就職であることが多い。その先は、

大企業に就職し得られる所得である。言い換えると、所得の飽和点の収入で送ることので

きる生活ともいえる。理想の生活が幸福につながるかどうかは別の問題であるが、人々の
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間に明確な理想の生活があるほど、資本主義社会においてはその競争が激化すると考えら

れる。国別の推定結果（Appendix 5）からは、韓国では所得と幸福度は 2003 年において

「下位 25％」よりも「下位 50％」のグループの幸福度が高いことが明らかになった。

3.5 節の中国の推定結果（表 3.30）の 2003 年においても「下位 25％」よりも「下位

50％」のグループの幸福度が高く推定された。一方で、所得が「上位 50％」と「上位

25％」のグループではともに統計的有意を満たさず影響がない。推定結果からも韓国と

中国においてはイースタリン・パラドクスの傾向が確認された。 

 つぎに所得の飽和点が確認されず、所得が多い人ほど幸福度も高い第 1 のグループを

考察する。日本では、韓国や中国ほどに受験や就職における熾烈な競争はない。終身雇用

制度は崩れつつあるが、両国のように能力主義を元にした雇用形態に比べれば、競争は厳

しくない。両国との違いは、理想の生活や所得が明確ではなく個人差が大きい、価値観の

多様化が進んだ結果にも起因すると考えられる。また、他人と競い高い所得を目指すより

も、今の生活を維持したいと感じる人が多いことが所得の飽和点が確認されない一因とい

えるかもしれない。3.5 節の日本の推定結果（表 3.19）からは、2004 年の所得が「上位

50％」のみプラスに推定され、同年の「上位 50％（交差項）」はマイナスに推定された。

所得の影響が男女で異なるが、2003 年の日本の傾向として、韓国や中国のように「下位

50％」における幸福度には差がない。また、最も低い所得グループである「下位 25％」

よりも「上位 50％」において幸福度が高いことからもイースタリン・パラドクスの傾向

は確認されなかった。 

 同じく所得が高いほど幸福度も高いベトナムやミャンマーは、7 か国中においてともに

経済発展が著しい国である。経済発展の初期段階においては、従来の指摘にもあるように

所得が幸福度に与える影響が大きく、所得が高ければ高いほど幸福度も高くなる。加えて

競争という面からは、経済発展の初期段階の国では経済というパイそのものが大きくなる。

このため、それ以上経済の大きさが変わらないパイを取り合う国ほどには、その競争は激

しくならない。国別の順序プロビットの推定結果からは、ベトナムでは 2006,7 年の「上

位 25％」のみプラスに推定された（Appendix 9）。最も高い所得のグループが最も幸福

度が高く、ここでもイースタリン・パラドクスの傾向は確認されなかった。対して、ミャ

ンマーでは 2006,7 年の「上位 50％」がマイナス、「上位 50％（交差項）」がプラスに

統計的有意水準を満たし、男女で所得の影響が異なることが明らかになった（Appendix 

10）。同年のミャンマーからは、所得が最も低いグループよりも第 2 分位点に位置する
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男性は幸福度が低く、女性は高い。したがって同年に限定されるが、男性のみで分析すれ

ばイースタリン・パラドクスの傾向が確認される可能性がある。一方で、所得が高い方が

幸福度も高い女性においては、その傾向は確認されない。ミャンマーにおいては、男女で

所得と幸福度の関係が異なることが明らかとなった。 

 続いて、所得の増加に対して幸福度の変化が少ない、第 2 グループを分析する。平均

幸福度が男女ともに 7 か国中において最も高いマレーシアの所得と幸福度を考察する。

マレーシアは、2.3 節でも確認したように、典型的な多民族国家である。中でも約半数を

占めるマレー系の人々と 20％前後を占める華人系の人々の間で経済格差が長年問題とな

ってきた。一方で、幸福度においては状況が異なるのかもしれない。2.3 節の分析結果か

らは、所得と幸福度が反対に作用しているようにも考えられる。具体的には、高所得であ

る所得点 9 は（4.08）と幸福度は高いが、同じく高所得でも所得点 8 が（3.59）、所得点

10 が（3.67）で幸福度が低い。一方で、低所得である所得点 1 は（3.94）でその幸福度

は高く、同じく低所得の所得点 2 と所得点 3 がいずれも（3.92）で幸福度が高い。した

がって、低所得の方が、高所得の人々よりも幸福度が高い可能性がある。この所得と幸福

度の相反する関係の背景にも、マレー系と華人系の人々の所得格差と価値観の違いがある

と考えられる。仮に、平均所得が低いマレー系の人々の幸福度が高く、所得が高い華人系

の人々の幸福度が低いとするならば、低所得で幸福度が高いことや高所得で幸福度が低い

ことは当然の結果といえる。加えて、マレー系の人々と華人系の人々が同程度存在し、幸

福度のプラスとマイナスが相殺されると考えると、平均所得でも幸福度が変わらないこと

に対するひとつの理由として考えられる。マレーシアのイースタリン・パラドクスの分析

においては、民族による影響はデータの制限上、確認できなかったため、こうした要因を

考慮すれば異なる傾向が確認できるかもしれない。また、民族によって幸福そのものの捉

え方が異なる可能性も否定できない。民族構成の影響を確認することを今後の課題とする。 

 つぎに、タイのイースタリン・パラドクスを考察する。マレーシアと同様に 2.3 節の

2003 年の分析結果からは、幸福度は低所得の所得点 1 の（3.71）に対して、最も高所得

の所得点 14 の（3.74）で大きく変わらない。タイにおいてもその民族構成は、多数派の

タイ人と少数派の華人に分類され、両者の統合は進んでいるもののマレーシアと同様に経

済格差が存在する。マレーシアとタイにおいては、その民族構成に類似点があり、いずれ

もイースタリン・パラドクスが確認されず、幸福度に対する所得の影響が限定的であった。 
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このように、イースタリン・パラドクスの傾向が確認されない国においても、民族構成や

地域格差の影響が予想される。したがって、詳細なデータでその社会事象の背景も含め、

分析することを今後の課題としたい。 

 リサーチ・クエスチョン 2 点目は、個人の特徴からみたアジア特有の幸福要因は存在

するのかである。3.4 節の分析結果から、アジア 7 カ国共通の幸福要因としては、所得、

生活水準、年齢、婚姻状況、ジェンダー意識、住居、世帯構成、介護、宗教の９変数が統

計的有意水準を満たした。なかでも 10%以上の限界効果が確認された影響の大きい変数

は、生活水準と婚姻状況である。幸福度にプラスに推定された変数では、3.4 節の生活水

準の推定結果（表 3.7）から、生活水準が「高い（0.3159）」の影響が 2003 年に最大と

なった。マイナスに推定された変数では、2006,7 年の生活水準が「低い（－0.1663）」

の影響が最大となった。同じく影響の大きい婚姻状況については、「離別（交差項；

0.1032）」の 2003 年においてプラスで最大となり、「離別（－0.1056）」の 2006,7 年

においてマイナスで最大となる。つまり、アジアにおいては離婚や別居が幸福に対して大

きく影響する。 

 アジア特有の幸福の特徴として、年齢と幸福度の関係があげられる。3.6 節の推定結果

（表 3.46）からは、7 ヵ国平均で最も不幸な年齢は 53.6 歳であることが確認された。加

えて平均寿命が長い国ほど、最も不幸な年齢も高くなる傾向がある。具体的には、調査当

時の平均寿命を確認すると、日本が 82.3 歳、韓国が 77.2 歳、中国が 73.3 歳、タイが

73.9 歳、ミャンマーが 61.3 歳である。もっとも不幸な年齢を確認すると、日本が 53.2

歳、次に長い韓国が 48.5 歳、中国が 44.5 歳、タイが 45.1 歳、ミャンマーが 39.4 歳とな

る（3.6 節 図 3.15）。寿命によって就職や結婚、出産、転職や介護など様々なライフイ

ベントの時期が決定され、それらが幸福度に影響することが考えられる。幸福は単に身体

的な年齢に左右されるのではなく、ライフイベントによる影響が大きく、平均寿命と幸福

度には一定の関係があることが示唆された。 

 平均寿命の延伸は幸福度のマイナスのピークに加え、介護にも直接影響する。平均寿命

の延伸とともに介護対象者が増加し期間も長くなり、介護負担はアジア共通の課題となり

つつある。介護負担は 3 章に詳述したように、介護を家族が担う場合の直接的な影響

（caregiving effect）と担わない場合でも心理的な影響（family effect）がある。こうし

た複合的な負担の影響が推定結果においても確認された。3.4 節の推定結果（表 3.16）の

2006,7 年によると家族に要介護者がいる場合、幸福度は（－0.0467）減少することが明
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らかとなった。介護の影響を比較する目安として所得を確認すると、2004 年の所得の最

も高い「上位 25%（0.0417）」よりも大きく、家族に要介護者がいる場合の負担がいか

に幸福度にマイナスに影響するかが分かる（3.4 節 表 3.6）。上記の分析結果より、家

族が介護を必要とする場合は、アジアの人々の幸福度にとって所得と同程度、場合によっ

てはそれ以上の影響があることが示唆された。 

 つぎに、リサーチ・クエスチョン２点目後半部分、アジアの共通する幸福要因には、男

女差はあるのかについてである。分析の結果、男女差が確認された変数は、婚姻状況とジ

ェンダー意識である。3.4 節の婚姻状況の推定結果（表 3.12）においては、独身の女性は

独身の男性よりも 2003 年には幸福であると観察された。同年の離別した場合においても、

上記でも述べたように、男性よりも女性は幸福度が高い。加えて、2004 年の推定結果で

は、死別した場合も男性よりも女性の幸福度が高い。従来の研究結果においては、既婚者

の幸福度が最も高いとされてきた。3.4 節の７ヵ国共通の分析からは、従来の研究で指摘

されてきたように既婚者の幸福度は最も高いが、そこには男女差があることが示唆された。

独身や離別、死別した男女間においては女性の幸福度が男性に比べて高い。こうした結果

は、アジアの社会構造において男性の地位が高く、女性の地位が低いことにも起因するか

もしれない。つまり、アジアの 7 ヵ国においては、男女でパートナーの存在意義が異な

る可能性がある。婚姻状況と幸福度に関しては、結婚したことが幸福につながったのか、

幸福であるから結婚したのか等その因果推定がデータの制限上できなかった。また、婚姻

状況の幸福度への影響は、日々の生活に密接に関わる。このため、幸福度に加えて身体

的・精神的な健康状態なども考慮し評価する必要がある。今後の研究課題として、同一個

人を追跡したパネル・データ等で結婚と幸福の因果の特定や総合的な視点からみたパート

ナーの影響の分析を行いたい。 

 ジェンダー意識の推定結果からも男女差は観察された。3.4 節のジェンダー意識の推定

結果（表 3.13）においても男性優位と感じる場合は、男女ともに幸福度に影響は推定さ

れなかった。一方で、女性優位と感じる場合は 2004 年と 2006,7 年は男女ともにマイナ

ス、交差項ではプラスに推定された（3.4 節 表 3.13）。仮に、男性優位が当たり前の社

会であれば、男女共に男性優位と感じることは幸福度に対して何ら影響を与えない。しか

し女性優位が通常であれば考えられない滅多に起きない状況であるならば、女性優位と感

じることが幸福度に影響を与える。その影響は男性の場合は幸福度が下がり、女性の場合

は幸福度が上がる。男女差が観察された婚姻状況とジェンダー意識の推定結果からは、ア
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ジア 7 ヵ国においては男性優位の社会構造であることが示唆された。 

 リサーチ・クエスチョン 3 点目は、国別に女性の幸福は異なるのかについてである。

3.4 節および 5 節の順序プロビットの推定結果からは多くの変数について交差項が有意に

推定され、7 ヵ国共通でも国別でも男女で幸福感に違いがあることが分かった。4.1 節の

分析結果からは同じ国の女性間においても幸福度に違いがあり、幸福の不平等が生じてい

ることが示された。女性の幸福度における不平等を拡大する要因もあれば、縮小させる要

因もある。4.4 節の国別にみた RIF 分析の推定結果によると、幸福の差を生む要因は、所

得、生活水準、年齢、学歴、就労状況、婚姻状況、ジェンダー意識、世帯構成、介護、宗

教の 10 変数である。その内、国別に反対の影響が確認された変数は、学歴、就労状況、

婚姻状況、ジェンダー意識、世帯構成、宗教である。RIF 分析の推定結果は国によって

異なり、学歴が低いことが日本やマレーシアでは幸福の不平等を拡大させるが、韓国では

縮小させる。 

 アジア全体の分析からは、物質的な豊かさに囚われないことが幸福の秘訣といえるかも

しれない。アジア地域では、経済成長を遂げることを目的に国の開発や発展を進めてきた。

日本は驚異的なスピードの高度経済成長期を経験し、先進国として発展を遂げた。それに

続き、韓国もアジアの四小龍の一国として経済成長を遂げ、先進国入りを果たした。中国

は、先進国入りはしていないもののアメリカに次ぐ GDP を記録し、経済大国となった。

しかし、幸福度の分析結果からはアジア地域の中でも経済発展を遂げ、物質的には恵まれ

た環境にある日韓や、高い経済成長率を維持する中国の３カ国が幸福度の平均値からは、

必ずしも最も幸福であるとはいえなかった。アジア 7 カ国の内、中国を除き統計的に有

意に推定された Model 2（2004）と Model 3（2006,7）の 6 カ国の国別ダミーの限界効

果をプラス効果の平均値が大きい、幸福な国の順番に確認する。幸福な順に国名（限界効

果の平均値）を確認すると、マレーシア（0.1397）、ベトナム（0.0944）とタイ

（0.863）、日本（ベースライン）、ミャンマー（−0.0464）、韓国（−0.0560）となる。

6 カ国中最も幸せなマレーシアでは、生活水準の変数が最も有意水準を満たさず、全 12

の内 4 つのダミー変数に限定される（Appendix 7）。反対に最も幸福とは遠い韓国では、

全 12 の生活水準ダミーが有意水準を満たした（Appendix 5）。同じく国別ダミーがマイ

ナスの限界効果として推定されたミャンマーでも、全 12 の内 8 つのダミー変数の係数が

統計的有意水準を満した（Appendix 10）。物質的な豊かさに囚われるほどに、幸福度が

低くなる。つまり、イースタリン・パラドクスのように明確な結果を得ることはできなか
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ったが、アジアの国々では幸福と物質的な発展は必ずしも比例しない。実際に物質的に豊

かであるかどうかよりも、豊かになりたいという欲求や欲望が強いほど幸福度が低くなる

のではないだろうか。 

 このようにアジアの幸福においては、学歴偏重主義や男性優位な社会構造など非常に近

い価値観が存在する。一方で、同じ学歴偏重主義の社会でも幸福度に対する影響や物質的

な豊かさの幸福度に与える影響など、全く異なる側面も同時に存在する。共通点と相違点

を明確にすることは、アジアの国々が対立するのではなく歩み寄るために必要である。幸

福を通して互いの理解を深めることが、今後のアジアの更なる発展の一助に繋がることを

願い、本研究のまとめとしたい。 

（135,151 字） 
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